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（前注） 

１ 「公益信託法の見直しに関する中間試案」（平成２９年１２月１２日法制

審議会信託法部会第４７回会議取りまとめ）について，平成３０年１月９日

から同年２月１９日までの期間意見募集をした結果，団体から１２団体（う

ち有志１団体），個人から１７名（うち弁護士９名）の意見が寄せられた。 

２ この資料では，以下の略語を用いている。 

 「中間試案」＝公益信託法の見直しに関する中間試案 

 「補足説明」＝公益信託法の見直しに関する中間試案の補足説明 

 「公益法人認定法」＝公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律 

３ この資料では，中間試案に掲げた個々の項目について寄せられた意見を，

【賛成】，【反対】，【その他の意見】等の区分に整理し，意見を寄せられ

た団体の名称及び個人の人数を記載するとともに，意見の理由等が付されて

いたものについては，その要旨を紹介している。 

４ 各団体（有志を除く）の名称については，別添「意見提出団体とその略称

対比表」に基づく略称を使用している。個人名は記載せず，「弁護士」又は

「個人」と記載した。 

５ 中間試案に対して寄せられた意見の中で，表現が異なっていても同趣旨で

あると判断したものについては，同一の意見として取りまとめている。 

６ 中間試案に掲げた個々の項目と関係がないと判断された意見や趣旨が不明

であった意見などについては，この資料で紹介していない。 
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第１ 新公益信託法の目的 

新公益信託法は，公益信託の成立の認可を行う制度を設けるとともに，

受託者による公益信託事務の適正な処理を確保するための措置等を定める

ことにより，民間による公益活動の健全な発展を促進し，もって公益の増

進及び活力ある社会の実現に寄与することを目的とするものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 現行の公益信託法において目的規定は存在していないが，新公益信託法において

目的規定を定めることは，法文の解釈をする際の指針にもなりうるものであること

から望ましい。そして，同じく公益活動の促進について定めた公益法人認定法にお

いて目的を定めた同法第１条を参考として，公益信託が民間資金によって社会貢献

を図る制度であること，及び公益信託は受益者の定めのない信託であり受託者によ

る公益信託事務の適正な処理を確保するための措置は公益信託のガバナンスの中核

を占めるものであることに鑑みれば，本文の提案の目的規定の内容は妥当である。

（大阪弁） 

・ 公益信託法の見直しに際しては，現行の税法上の規定による３段階の複雑な制度

を改め，公益法人制度と平仄を合わせ，行政庁から認可された公益信託が税法上の

優遇措置を受けることが可能な制度となるよう，税制当局との調整を強力に進めて

いただきたい。（公法協） 

・ 新公益信託法においては，公益法人認定法第５８条と同様に，公益信託の活動を

促進しつつ適正な課税の確保を図るために税制上の措置を講ずることとされるべき

である。税法上の優遇措置があることは公益信託の利用拡大にとって重要な要素で

ある。また，行政庁から認可された公益信託が税法上の優遇措置を受けることが可

能な制度となることは，公益信託を実施しようとする者の利便性を向上させ，利用

拡大をより容易にするものである。そのため，法改正は，税法上の優遇措置と平仄

のとれたものでなければならない。（信託協会） 

・ 新公益信託法は，公益信託の成立の認可を行う制度を定めるものである。また，

公益信託は受益者の定めのない信託であり，受託者による公益信託事務の適正な処

理を確保するための措置はガバナンスの中核である。したがって，法の目的を達成

する手段として，以上の２点を目的規定に記載することは適当である。公益財団法

人と類似する機能を有する公益信託は，公益財団法人同様，民間による公益活動の

中核として，その健全な発展を促進することができる。その先にある法の最終的な

目的は，公益の増進と活力ある社会の実現である。以上から，目的規定としては，

的確な内容となっている。（東弁） 
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・ 公益法人認定法や特定非営利活動促進法の冒頭にも目的に関する定めがあること

との整合性や，公益信託が民間資金によって社会貢献を図る制度であることに鑑み

て，本文の提案のように目的の定めを設けることは適当である。そして，新公益信

託法は，現行の主務官庁の許可制を廃止して，行政庁による認可制へ変更するもの

であり，また，公益信託は受益者の定めのない信託であることから，受託者による

公益信託事務の適正な処理を確保するための措置は公益信託のガバナンスの中核を

占めるものであるため，この両者を目的達成のための手段として規定することも適

当である。（日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第２ 公益信託の定義等 

１ 公益信託の定義 

公益信託は，学術，技芸，慈善，祭祀，宗教その他の公益を目的とする

受益者の定めのない信託として，行政庁から公益信託の成立の認可を受け

たものとする。 

 

【賛成】大阪弁，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 本文の提案は，現行公益信託法１条の規定について，①受益者の定めのない信託

と公益目的の文言との先後を入れ替え，②従前主務官庁の成立の許可を要したもの

を，行政庁の認可へと変更したものであるが，①は実質的な意味変更を伴うもので

はなく，②についても，今回，公益信託の利用を促進するとの観点から，公益法人

でも採られていない主務官庁による許可制を廃止し，行政庁による成立の認可を得

る制度へと変更することに伴う変更であり，適切である。（大阪弁） 

・ 現行法の公益信託の定義と本文の提案の定義を比較すると，「受益者の定めのない

信託」と「公益を目的とする」の位置が入れ替えられたが，入替えによる実質的な

意味の変更はなく，いずれでもよい。また，「主務官庁の許可」が「行政庁から公益

信託の認可を受けた」に表現が変更されているが，新公益信託法では，主務官庁の

許可制度は廃止され，行政庁からの認可制度に変更される予定である。以上から，

本文の提案は，公益信託の要件を的確に表現しており，賛成する。（東弁） 

・ 現行の公益信託法は，「受益者の定めのない信託」の下位概念としての公益信託と

その他の受益者の定めのない信託（目的信託）とに整理する考え方に整合しており，

この考え方自体を変更する必要はない。また，現行法とは，「受益者の定めのない信

託」と「公益を目的とする信託」の順番が入れ替わっているが，「公益を目的とする」

「受益者の定めのない信託」として行政庁から成立の認可を受けた信託という定義

の方が，認可基準との関係からみて適当と言える。また，新公益信託法は，現行の
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主務官庁の許可制を廃止して，行政庁による認可制へ変更するものであるから，「行

政庁から公益信託の成立の認可」を受けたものと限定することに賛成である。（日弁

連） 

【反対】公法協 

・ 本文の提案の「公益を目的とする受益者の定めのない信託として」を単に「公益

を目的とする信託として」とし，「受益者の定めのない」を削除すべきである。なお，

公益の例示として「祭祀，宗教」を掲げることには，英米においては別建てとなっ

ており，世界的に例も少ないことから反対する。（公法協） 

【その他の意見】個人 

・ 「技芸（学術が別の項としてあるので，製造業における技匠的なものはここから

外れると察される。），祭祀，宗教」などはあくまで個人的利益を提供するものに

すぎないので，「技芸，祭祀，宗教」の３つについては，記述から削除していただ

きたい。（個人） 

 

２ 公益信託事務の定義 

公益信託事務は，学術，技芸，慈善，祭祀，宗教その他の公益に関する

具体的な種類の信託事務であって，不特定かつ多数の者の利益の増進に寄

与するものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ ただし，不当に公益信託の範囲が狭められることがないように，「不特定かつ多数

の者」との文言を柔軟に解すべきことを立法過程でより明確にすべきである。（大阪

弁） 

・ ただし，第２の１と同様に「祭祀，宗教」は削除されたい。（公法協） 

・ 公益信託事務は，公益法人認定法第２条第４号において定義されている公益法人

が行う公益目的事業に相当するもので，通常の信託で受託者が行う個別の信託事務

（信託法第２９条，第３０条等）を束ねたものである。これは，行政庁の判断対象

は信託の目的ではなく，具体的な種類の信託事務だからであると説明されている。

公益については「学術，技芸，慈善，祭祀，宗教その他の公益」と定義されている

が，例示されている事項はいずれも公益に関するものであり，「その他の公益」とい

う包括条項を入れることで社会の変化にも対応できるようになっている。また，本

文の定義では，公益と認められるためには，「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄

与するもの」でなければならないとされている。「不特定かつ多数」という要件を採

用すると，特定かつ多数（母集団は大きいが，構成員が特定される場合）や不特定

かつ少数（構成員は特定されないが，母集団が少ない場合）は公益信託事務だと認

められない。もっとも，他の法律の公益性判断の局面では，「不特定かつ多数」とい
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う表現が用いられており，柔軟に運用することで対応されていると説明されており，

この点について運用面の不満を述べる意見は見当たらない。したがって，不特定か

つ多数とすることに賛成する。もっとも，以上の定義のみでは抽象的であり，認可

主体の行政庁に広範な裁量を認めざるを得なくなるので，別表をつけて公益の内容

を具体化することに賛成する。（東弁） 

・ 公益信託事務とは，通常の信託で受託者が行う個別の信託事務を束ねたものとい

う意味で使用されている。しかし，「信託事務」という表現が単独の事務を表現して

いる一方で，「信託事務」の冒頭に「公益」が付されると「信託事務」を束ねたもの

になるという説明は，その表現のみからおよそ理解できるものではない。現在のと

ころ，「公益信託事務」に代わる適当な表現は見当たらないものの，「信託事務」を

束ねたものを意味する言葉をどのように表現すべきかは，引き続き検討すべきであ

る。（東弁） 

・ 公益信託事務の定義を設けることには賛成である。なお，現行法では「積極的に

不特定多数の者の利益の実現を目的」とするものでなければならないところ（公益

信託の引受け許可審査基準等第１項），実際の運用では「不特定多数」が限定的に解

釈されており，当該要件の充足が認められにくいという実情がある。本文の提案で

も「不特定かつ多数」という表現が用いられているが，公益信託の，より活発な利

用のためには，この要件の充足性の判断がより実質的かつ柔軟になされる必要があ

ると考えられる。補足説明において当該精神が明記されていることは適当である。

（日弁連） 

【反対】なし 

【その他の意見】東京都 

・ 公益法人制度においては，公益法人認定法第２条第４号の「不特定かつ多数の者

の利益の増進に寄与するもの」の事実認定について，「公益目的事業のチェックポ

イント」や「新たな公益法人制度への移行等に関するよくある質問（ＦＡＱ）」な

どが作成され，申請者と行政庁の双方に共有されている。公益信託事務における「不

特定かつ多数の者の利益の増進に寄与するもの」の考え方についても，基準等が示

されるべきである（例えば，特定少数の受給権者を通して不特定多数の人々の利益

の増進に寄与するものについての考え方等）。（東京都） 

 

３ 現行公益信託法第２条第１項の削除 

  現行公益信託法第２条第１項を削除するものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ まず，主務官庁の許可制の削除については，既存の公益信託が原則として存続す

ることを前提として賛成する。次に，行政庁の認可を受けていないものの公益的な
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要素を信託目的に含む受益者の定めのない信託を有効とすることに賛成する。 

主務官庁の許可制の削除により，公益信託やその関係者に追加的な負担が発生す

ることがもしあるならば，従来なんら不祥事等が指摘されていなかった既存の公益

信託の存続に悪影響をもたらすため，そのような弊害が生じないことが前提とされ

るべきである。信託銀行が１社で１００件を超える公益信託を受託している事例も

あるという実態を踏まえ，移管時，移管後の両面で，合理化，省力化が図られるよ

うにしていただきたい。（信託協会） 

・ 本文の提案については，公益信託法第２条第１項の削除により，公益信託の認可

を受けていない公益を目的とする目的信託を一律に無効とはしないという本部会の

意図は明確に表現できると説明されている。すなわち，現行公益信託法第２条第１

項を削除する意図は行政庁の認可を受けていない公益を目的とする信託を認めるこ

とにある。また，公益信託の認可を受けられなければ信託としても成立させないと

いう信託契約当事者の意思があればそれを尊重することもあり得るとされており，

存続させることで生じる問題は個々の事案で対処可能である。（東弁） 

・ 現行公益信託法第２条第１項は，公益信託は主務官庁の許可を受けなければその

効力を生じないと定めている。この規定について，主務官庁の許可を受けていない

公益目的の受益者の定めのない信託について，無効と解釈することもあり得るとこ

ろ，本文の提案は，主務官庁による許可制の廃止を前提に，行政庁による認可を受

けられなかったとしても，公益目的の受益者の定めのない信託として，一律に無効

としないという解釈を明確にする趣旨のものである。信託契約の当事者の意思があ

ればこれを尊重することが適当であり，このような公益目的の受益者の定めがない

信託について生じる問題点は別途対処することが検討可能であるため，本文の提案

に賛成である。（日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第３ 公益信託の効力の発生 

１ 公益信託の成立の認可 

公益信託は，当事者が信託行為をし，かつ，行政庁による公益信託の成

立の認可を受けることによってその効力を生ずるものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 公益信託は，信託行為と行政庁にて認可を受けることの双方が備わることで，公

益信託としての名称の保護や行政庁の監督など公益信託としての効果が生じると考

えるべきである。その場合に，信託行為と認可の先後に関係なく公益信託としての

保護や監督が及ぶ等の効果が発生するための要件として整理するのであれば，本文
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の提案のように整理することは合理的である。（大阪弁） 

・ 公益信託の名称の保護や行政庁の監督が及ぶ等の効果は，成立の認可を受けるこ

とにより生じるとすることが論理的である。（札幌弁） 

・ 公益信託を設定する者は，税制優遇を受けることを希望する場合が多いと思われ

る。行政庁による公益信託の成立の認可が税制優遇を受ける条件とされることを前

提とすれば，受益者の定めのない信託を公益目的で設定する場合には，信託行為を

する者は，通常，行政庁による公益信託の成立の認可を受けることで信託の効力が

発生することを期待しており（それ以前に信託の効力が発生すれば，信託財産を，

税制優遇を受けることができるか否か判明する前に委託者から受託者に移転させな

ければならない。），行政庁の認可を効力発生要件としたほうがよい。（東弁） 

・ 公益信託は，信託行為に加えて行政庁にて認可を受けることの双方が備わること

で，公益信託としての名称の保護や行政庁の監督など公益信託としての効果が生じ

るものと考えるべきである。そして公益信託について，行政庁の認可に先行して目

的信託として成立し効力が発生していることが必要とされるべきではない。そのた

め，信託行為と認可について両者の先後関係に関係なく，双方の条件を満たすこと

をもって公益信託としての保護や監督が及ぶ等の効果が発生するための要件と整理

するのが相当であり，本文の提案の内容は妥当である。（日弁連） 

【反対】なし 

 

２ 不認可処分を受けた信託の効力 

公益信託として新たに信託を成立させる場合に行政庁から不認可処分を

受けても当該信託を受益者の定めのない信託として有効に成立させる旨の

信託行為の定めがあるときは，当該信託は不認可処分を受けた時から受益

者の定めのない信託としてその効力を生ずるものとし（注１），当該信託

については信託法第１１章の規定を適用するものとする（注２）。 

（注１）上記のような規律については，新公益信託法の中に規定を設けるのではなく，

解釈に委ねるべきであるという考え方がある。 

（注２）行政庁から不認可処分を受けた受益者の定めのない信託について，信託法 

第１１章の規定を適用するが，一定の事項につき信託法第１１章の特則を設けるべき

であるという考え方がある。 

 

【本文の提案に賛成】札幌弁 

・ （注２）は，公益信託の成立の認可を申請したことをもって，信託法２５８条１

項に規定する受託者要件を緩和する等の効果を与えることになるが，そのような取

り扱いをする必要性も合理性もない。（札幌弁） 
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【（注１）に賛成】公法協，信託協会 

・ 不認可処分を受けた信託は，単に私人間の信託であることから，その効力を新公

益信託法の中に規定すべきではない。（注２）については，信託法第１１章の特則の

内容にもよるが，「公益を目的とする受益者の定めのない信託」とでも称した場合，

新法による公益信託と紛らわしさが生じる可能性があることから，その歯止め等が

講じられない限り反対である。（公法協） 

・ 本文の提案が採用され，現行公益信託法第２条第１項が削除されて，行政庁の認

可を受けていないものの公益的な要素を信託目的に含む受益者の定めのない信託が

有効であることが解釈上明確になることを前提とすると，「公益信託として新たに信

託を成立させる場合に行政庁から不認可処分を受けても当該信託を受益者の定めの

ない信託として有効に成立させる旨の信託行為の定めがある」場合には，当該信託

が受益者の定めのない信託として有効に成立することには法令解釈上の論点はなく，

そのような確認的な規定を法律に明文化することに特段の意義はない。また，当該

信託の効力発生時期は信託行為の定めに委ねられるべきで，「当該信託は不認可処分

を受けた時から受益者の定めのない信託としてその効力を生ずる」ことを法令で定

める必要はない。そのため，本文の提案に反対し，（注１）に賛成する。仮に本文の

提案が採用されるなら，当該信託行為の定めがある場合でも効力発生時期について

は任意規定としなければならない。またそれ故，本文の提案には実務的な有用性は

ない。（信託協会） 

・ （注２）は，公益になんらかの貢献をする受益者の定めのない信託を設定しよう

としたにもかかわらず公益認可を受けることができないために，当該受益者の定め

のない信託を設定できない場合があることを問題視していると考えられる。しかし，

公益的な目的を信託目的とすることは受益者の定めのある信託でも可能であるため，

「公益認可の得られない公益に貢献する受益者の定めのない信託」という類型を新

たに作ることに実質的な意味はない。さらに，「公益認可の得られない公益に貢献す

る受益者の定めのない信託」と認められるためには，「何らかの理由により公益認可

が得られなかった受益者の定めのない信託」について行政庁が「Ａの理由により公

益認可はできないが，Ｂの理由により公益には確かに貢献する」ということを「Ｂ

の理由」の要件を法定した上で示す必要がある。既存の法律で同様の効果が得られ

る にもかかわらず，（注２）によれば，新たな行政コストを強いる法律を作ること

になり，合理性はない。（信託協会） 

【（注２）に賛成】大阪弁，東弁，日弁連 

・ 公益を目的とする受益者の定めのない信託については，信託管理人が選任されて

いる限りにおいては，受託者の資格に関する信託法附則第３項の規定は適用しない

ことなど公益目的以外の目的信託とは別途の規制内容とすることについて検討すべ

きである。また，当初から認可を予定していない公益を目的とする受益者の定めの
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ない信託についても，信託管理人が選任されている限りにおいては，不認可処分を

受けた場合と変わらない規律にすべきである。（大阪弁） 

・ 公益を目的とする受益者の定めのない信託について，信託法第１１章の規定が適

用されるか否か（つまり，公益を目的とする受益者の定めのない信託が設定された

場合に，この信託を信託法の定める目的信託と位置付けるか否か）は現行法の解釈

において争いがあるものの，多数の学説は，公益信託を受益者の定めのない信託だ

と位置づける。信託の母国である英米では，目的信託は公益信託を中心に発展して

きた。したがって，行政庁の認可を受けることができなかったものについては，受

益者の定めのない信託であることを明確にするため，信託法第１１章の規定が適用

されることを明示すべきである。もっとも，受益者の定めのない信託である場合に

は，受託者の資格を「当該信託に関する信託事務を適正に処理するに足りる財産的

基礎及び人的構成を有する者として政令で定める法人」に限定する信託法附則第３

項が適用され，自然人が受託者であるもので認可を受けることができなかったもの

は同項違反で無効とされてしまう。また，目的信託における存続期間の制限（信託

法第２５９条）や目的信託における委託者の権限（信託法第２６０条。例えば，委

託者が受益者の受託者に対する監督権限を有する。）等についても，公益信託と異

なる扱いを受けることになる。以上から，認可を受けることができなかった公益信

託については，受益者の定めのない信託として信託法第１１章を適用するとしても，

信託法附則第３項等については，新たな公益信託を参考に特別な規律を設けるべき

である。（東弁） 

・ 行政庁から不認可処分を受けた場合であっても，当該信託を受益者の定めのない

信託として有効に成立させる旨の信託行為の定めがあるときに，受益者の定めのな

い信託としての効力を否定する必要性はない。（注１）のように解釈に委ねるとす

れば，これまでの解釈でも，主務官庁から許可を受けていない公益を目的とする受

益者の定めのない信託は無効であるとの解釈が存在した以上，信託行為で明確に不

認可処分となっても信託として有効に成立させると定めていた場合であっても，受

益者の定めのない信託として効力が存するのかどうかが不明確となってしまう。よ

って，行政庁から不認可処分を受けた場合であっても，当該信託を受益者の定めの

ない信託として有効に成立させる旨の信託行為の定めがあるときは目的信託として

有効に成立し得る旨明文で規定するのが相当である。不認可処分を受けたが，受益

者の定めのない信託として効力を有する場合の規律についてであるが，信託法第２

５８条第１項の受益者の定めのない信託（目的信託）に関する信託法第１１章の規

定の適用が問題となる。公益目的ではない目的信託と全く同様のものとして当該第

１１章の規定を適用すると考えた場合に，例えば，現行では，信託法附則第３項を

受けた信託法施行令第３条により，純資産額が５０００万円を超える法人であるこ

となど厳しい受託者資格の制限が定められており，かかる受託者資格の規定の適用
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が問題となる。また，目的信託における存続期間の制限（信託法第２５９条）や目

的信託における委託者の権限（信託法第２６０条）等についても，新しい公益信託

とは異なる規律となる。しかし，目的信託の受託者要件そのものが厳しすぎるもの

であり，本来的には，より要件を緩和すべきものである。そして，上記附則でも，

公益を目的とする信託は，受託者資格の要件の適用から除外されており，その意味

でも公益を目的とした信託については受託者資格に関する規定は適用されないもの

と整理されるべきである。今回は公益信託の改正であって，仮に目的信託全般の改

正にまで及ばないとしても，公益信託と私益の目的信託とは別に，公益目的の受益

者の定めのない信託（ただし公益信託ではない。）との分野が存在することから，

公益目的の受益者の定めのない信託の場合に，仮に，公益信託としての認定ができ

なかったとしても，公益目的であるとの観点から，目的信託について定めた第１１

章の規定をそのまま適用せずに，受託者の資格を公益の目的ではなく目的信託より

も緩和して広く許容することが公益を推進するとの観点からしても社会的にも有益

であると考えられる。その他の規定（上記の期間制限等）についても，公益を目的

とするとの観点から公益信託における規律を参考にしつつ，私益の目的信託とは異

なった規律を設けることも検討されるべきである。そこで，行政庁から不認可とな

った受益者の定めのない信託であっても，公益目的である場合については，特に受

託者要件について高額な純資産額を要求される法人受託者に限定する必要はなく，

より緩和された要件が検討されるべきである。また，その他の第１１章の規律につ

いても一律に適用するとすべきかそれとも独自の規定を設けるべきかについて引き

続き検討すべきである。（日弁連） 

【その他の意見】最高裁 

・ （注１）について，明文の規定を設けずに解釈に委ねると，法律関係が不明確に

なるおそれがあるとの実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 

 

 

第４ 公益信託の受託者 

１ 公益信託の受託者の資格 

公益信託の受託者は，次の資格を満たさなければならないものとする。 

⑴ 公益信託事務の適正な処理をなし得る能力を有すること（注１） 

【甲案】公益信託事務の適正な処理をなし得る能力を有する法人である

こと 

【乙案】公益信託事務の適正な処理をなし得る能力を有する者（法人又

は自然人）であること（注２） 

（注１）受託者がその信託財産の処分を行う場合には，当該公益信託の目的に関

し学識経験を有する者又は組織（運営委員等又は運営委員会等）の意見を聴く
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ことを必要とすべきであるとの考え方がある。 

（注２）受託者の資格として，自然人が公益信託の受託者となる場合には，公益

信託の信託財産の適切な管理・運用をなし得る能力を有する法人と共同で受託

者となることを必要とし，その法人と共同で公益信託事務の適正な処理をなし

得る能力を有することを必要とするとの考え方がある。 

 

１ 本文の提案について 

【甲案に賛成】信託協会，東京都，日司連，個人３名 

・ 信託法において，私益信託は，契約自由の原則や私的自治の精神に基づき，自由

度の高い機関設計を当事者が選択することが認められている。一方で，公益信託は，

公益認可を受けることにより社会から信頼を受け，税制においても一定の優遇を受

けることから，それにふさわしい機関設計とするべく，私益信託に比べ機関設計の

自由度が制限され，より厳しいガバナンス構造が要求される。一方で，公益信託は

受益者が存在しないため，受益者が受託者を監督することは期待できない。また，

委託者の私的な目的のために公益信託が利用される疑いを排除すべきことから，公

益信託以外の受託者の定めのない信託のように，委託者に受益者に代わって受託者

の監督を荷わせることもできない。そのため，現行の公益信託法の下では，外部か

ら行政庁が監督を行うとともに，行政庁は，受益者と委託者に代わる内部ガバナン

スの主体として信託管理人を置く公益信託であり，かつ事業の範囲を助成のみとし，

一定の能力を有する受託者が運営委員会の助言（助成先の選定等に関する助言）を

受けて信託事務を行うもののみを許可している。もっとも，現在の公益信託がこの

ような簡易なガバナンス体制であるにもかかわらず公益法人制度の見直しの際に問

題とされたようなガバナンスの不全や不祥事がなかった理由としては，事実上，ほ

とんどの公益信託が信託業務を兼営する金融機関が受託者で，受託者の内部にガバ

ナンス体制が整備されていたことが大きな要因であったと思われる。新しい公益信

託法でも，受託者１名で信託管理人が１名又は数名という簡易な体制が維持され，

主務官庁制の廃止により外部の行政庁が現状以上に監督能力を発揮することも予定

されていないのであるから，新しい公益信託法でも，受託者の内部にガバナンス体

制が整備されていることが重要である。（信託協会） 

・ 甲案の場合，受託者となる法人の内部ガバナンス体制を判断するための基準が，

第４の１⑶以外にも法律や政省令等で定められることが望ましい。具体的には，信

託法附則第３項及び信託法施行令第３条の受益者の定めのない信託に関する経過措

置と同様の財産基準が考えられる。例えば純資産がマイナスの法人が公益信託の受

託者となることは，公益信託事務にも影響を及ぼしかねないからである。また，公

益法人と同様の体制，すなわち理事会，社員総会又は評議員会，監事等の組織を有

する法人とすること，会社の場合は，取締役会設置会社，指名委員会等設置会社又
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は監査等委員会設置会社とすることが考えられる。（信託協会） 

・ 乙案には反対するが，仮に乙案を採用するのであれば，自然人が受託者となる場

合には法人受託者の認可基準とは異なる基準を設ける必要がある。受託者の内部ガ

バナンス体制に依拠できない以上，受託者と信託管理人により公益財団法人と同等

の体制を構築すべきである。すなわち，理事会に相当する共同受託者会を設置し，

評議員会および監事の役割を担う信託管理人会を設置するなどの体制を法定しそれ

ぞれの会議体の内部の職務の分掌を法定するか，内規に定めて公益認可の対象とす

る必要がある。さらに，受託者との利益相反取引等についても，信託法をそのまま

適用することでよいかなど，公益法人法との比較検討を改めて行う必要がある。も

っとも，このような制度を導入することは，公益法人と類似した制度を重複して設

けることとなり，その社会的，経済的な意義について，まず検討する必要がある。

（信託協会） 

・ 自然人は，内部のガバナンスを備えておらず，公益信託事務の適正な処理を確保

する仕組みが十分であるとはいえず，また，公益信託事務の適正な処理をなし得る

能力について判断するための客観的な要件を定めることも困難と考えられる。仮に，

要件が示され，それに基づいて自然人を受託者として認可したとしても，認可後の

当該自然人の健康状態の変化等が「公益信託事務の適正な処理をなし得る能力」に

影響を与える可能性が考えられるところ，行政庁がそのような事情を把握する方法

がないなど，監督においても問題が生じるおそれがある。（東京都） 

・ ①法人受託者でも，一般社団法人やＮＰＯ法人等の法人を活用すれば，軽量・軽

装備の信託は可能であること，②個人受託者の場合受託者の交代の際に問題が生ず

ること，③自然人受託者の場合信託管理人の監督しかなくガバナンスに問題がある

ことなどからすると，公益信託の受託者は法人に限定し，自然人に拡大すべきでは

ない。仮に，公益信託の受託者の担い手を自然人に拡大するのであれば，信託財産

の種類及び額，追加信託の可否についての制限を設けるべきである。また，公益信

託事務を短期間で小規模な助成型のものに限るべきである。（日司連） 

・ 公益信託と同じ目的を持つ公益法人は，公益事業を法人が行い，その組織は社員，

評議員，理事，監事などを有し，財産目録の作成及び備置きが求められ，一定規模

の法人に関し会計監査人の設置が求められるなど，信託財産の不正流出を防止する

ための監視体制が定められている。これは公益法人が有する公益性に着目し，公益

法人による当該事業の適正な実施を確保し，もって公益の増進及び活力ある社会の

実現に資することを目的とするからである。信託と法人は異なる制度であるが，公

益信託法の目的が公益増進を図ることであるとすれば，公益法人に存するコントロ

ール体制と同様の体制が公益信託においても求められるべきである（信託管理人だ

けでは不十分であろう。税制優遇を受ける場合はなおさらである）。さらに公益信託

は長期間存続するのが好ましく，このことからも公益事業を行う信託の財産管理人
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である受託者は法人が適当である。（個人） 

・ 公益信託の受託者の拡大の方向は正しいものがある。しかし，公益信託の信頼性

の観点からは，弁護士の委員が主張された，自然人でも可能との意見には賛成でき

ない。受託者は，信託銀行や相応のガバナンスが機能している法人である必要があ

ると考える。ちなみに，専門家としての成年後見人の横領等不正が多いことを見れ

ば，明らかである。法人として複数の目によるチェックが働くのが受託者適格とし

て相応しいと思う。（個人） 

・ 事業の継続性からすると，法人であるのがよい。（個人） 

【乙案に賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連，弁護士９名，個人６名 

・ 自然人による受託を認めるべきである。現行法でも，信託業法の問題を除けば，

実体法レベルでは，自然人が受託者となること自体否定されていない。許可審査基

準でも，受託者が法人に限定されているわけではなく，ただ，税法上の優遇的な措

置を受けるとの観点も相まって，実務上，信託銀行などが受託者を担っているにす

ぎない。しかるに，今回の改正の趣旨は，法人を設立するのに比して，軽量・軽装

備といわれている公益信託を広く活用されるようにして，もって公益の増進を更に

進めようとするものである。かかる観点からすれば，受託者の担い手を広げるべき

要請こそあれ，これを狭める必要はないのであって，法改正により実体法上受託者

を法人に限定する理由がない。もし，今回の改正で実体法たる公益信託法のレベル

で自然人を受託者から排除するとなると，現行公益信託法で認められていたものを

規制することになり，公益信託の利用可能性を広げるという今回の改正の趣旨にも

大きく反する。よって，受託者の資格を法人に限定する甲案は容認しがたい。（大阪

弁，弁護士，個人） 

・ 現行法上受託者の資格を制限する規定はなく，信託法７条が未成年者等は受託者

になれないことを規定していることからすると，自然人が受託者となる場合がある

ことは想定されているというべきである。公益信託に対する社会的信用は，信託財

産に損失が生じる事態を招いたことによって失墜するのであって，法人であれば損

失塡補責任等により現実に損失が塡補される可能性が高いかどうかとは関係がない。

一般に，法人の組織的怠慢による不祥事が生じてきた歴史的事実からすれば，法人

組織があることを過度に強調すべきではない。法人との共同受託は，どのような場

合を想定しているのか不明であり， 法人が自然人の能力不足を補うことを想定する

のであれば，かえって当該法人の負担が増し，軽量・軽装備の要請に反する。（札

幌弁） 

・ 現行公益信託法上，受託者の資格を制限する規定はなく，信託法第７条が「信託

は，未成年者又は成年被後見人若しくは被保佐人を受託者としてすることができな

い」として，未成年者等は受託者になれないことを規定していることからすると，

実体法上，自然人が受託者となることは想定されている。また，許可審査基準でも，
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受託者が法人に限定されているわけではなく，ただ，税法上の優遇的な措置を受け

るとの観点も相まって，実務上，信託銀行などが受託者を担っているにすぎない。

しかるに，今回の改正の趣旨は，現行の実務において公益信託の担い手はそのほと

んどが信託銀行となっており，そのため株式会社たる信託銀行の採算に合う資産規

模でなければ新たに公益信託を設定することが難しい状況にあることから，公益信

託において，民間の資金等を公益目的に積極的に活用し，より利用しやすい制度と

する必要性が指摘されている。それゆえ，公益信託の適切な管理運営をなし得る能

力を有する自然人を受託者とすることで，多種多様な公益信託の担い手を確保する

意義は大きい。例えば，弁護士等の専門職であって，財産管理業務に係る知識，経

験，能力を備え，不祥事を防止し得る自治制度等を有する者であれば，公益信託の

受託者として公益信託事務の適正な処理をなし得ると考えられる。 

自然人受託者を許容する場合の課題として，①固有財産の多寡，②受託者内部の

ガバナンスの有無，③税制優遇との関係，④公益信託を安定的・継続的に遂行する

ための人員，組織及び資力，⑤死亡，病気や老衰などのリスク，⑥適格性の判断の

難易度（行政庁が資本金の額や貸借対照表，組織構成等の客観的な要件に基づいて

判断できない）などの理由により，自然人受託者を許容することに対し消極的な意

見があることが紹介されている。しかし，上記①～⑥については次のことが指摘で

きるのであり，これらは自然人を一律に受託者から排除する理由とはならない。 

① 固有財産の多寡 

受託者に不祥事が発生した場合に，同人の固有財産が多ければ多いほど，

損害の填補がなされる可能性が高まることは確かである。しかしながら，法

人であるから固有財産が多いとは限らない。また，固有財産が少ないことに

より損害の填補がなされないリスクは，保険への加入によって軽減できる。

よって，固有財産の多寡は法人に限定する理由とはならない。 

② 受託者内部のガバナンスの有無 

法人内部に複層的な業務の執行・監督の仕組みがどの程度備えられている

かは個別の事情による。また，内部ガバナンスの体制を構築していた（はず

の）法人であっても，属人的な要因はもちろん，組織的な要因又はこれらが

相まって不祥事を起こす例があることは周知の事実である。よって，受託者

内部のガバナンスの有無は，必ずしも受託者を法人に限定する理由とはなら

ない。 

③ 税制優遇との関係 

日本の現行の公益信託制度は，税法上の優遇を簡単に認めるのは問題であ

るとして，公益概念を狭くしようとする傾向があるところに問題があると言

われている。税制優遇を理由とする資格制限は，こうした傾向の一局面であ

り，資格制限を考える上で参考にすべきではない。 
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④ 公益信託を安定的・継続的に遂行するための人員，組織及び資力 

公益信託には多様な活用法が想定されており，その中には自然人の受託者

において信託財産の管理処分を含む公益信託事務の適正な処理を行うことが

可能なものもあり得る。 

また，現在の信託法は，旧信託法における受託者の自己執行義務を改めて

受託者から第三者への事務処理の委託を広く認めており，自然人受託者が一

定の範囲の信託事務を第三者に委託して公益信託事務を行うことも可能とな

っているから，自然人の受託者でも十分な人員等を確保することは可能とな

っている。 

⑤ 死亡，病気や老衰などのリスク 

受託者たる自然人が死亡した場合，受託者の地位は相続されないので，受

託者が死亡することにより公益信託の事務が停滞するおそれがあるという意

見がある。 

もっとも，法人であっても，破産等により法人格が消滅することはあり，

人格が消滅等することによる事務停滞のリスクは自然人固有の問題ではない。

よって，この問題は，受託者の資格を制限するよりも，公益信託の引継ぎの

規律を整備することによって対処すべき問題である。 

⑥ 適格性の判断の難易度 

自然人を受託者から排除すべきという意見の理由として，行政庁が資本金

の額や貸借対照表，組織構成等の客観的な要件に基づいて適格性を判断でき

る法人と異なり，自然人受託者の適格性の要件を明確に定めることには困難

を伴うとの意見がある。 

しかし，受益者の適格性を判断するための最も根本的な要件は，「公益信託

事務の適正な処理をなし得る能力を有すること」である。この実際の判断は

公益信託事務の内容次第で様々になると考えられ，特に事業型の公益信託（例

えば美術館，学生寮又は子ども食堂の運営等）については，いかに財務上優

良で会計監査制度が備わった法人であっても，その法人がその公益信託事務

を適切に遂行できるか否かは，別途の要素にも基づいて実質的に判断せざる

を得ない。そして，この点は，自然人と法人とで必ずしも一律に異なるもの

ではない。よって，上記の点は，自然人を一律に排除すべき理由とはならな

い。（東弁，日弁連） 

・ 自然人には，法人のような資本金などの受託者要件を定めるのが難しいとされ

ますが，まずは弁護士，司法書士など登録制度がある有資格者を取り込み，さら

に信託財産を守れるような方策はないか，公益信託の枠組みやそれぞれの資格者

制度の中において検討して行けば良いと思います。（弁護士） 

 



 

15 

・ 公益信託の受託につき，一定の自然人（弁護士等，財産管理の実績のある専門

家）が受託者となることは認めるべきだと考えます。（弁護士） 

・ 補足説明１７頁から１８頁における乙案に対する批判に対しては，いずれも，

弁護士，司法書士，税理士その他の適切な専門職を制度に取り込むことによって，

いずれも容易に解消可能である。 ただし，公益信託法において，自然人が受託者

となりうると定めたとしても，弁護士など専門家が信託業法の規制を受け，受託

できないとなれば，現実に，公益信託の利用の幅を現状よりも広げることにはな

らない。よって，信託業法との抵触のおそれがないような形で，整理されるべき

である。（個人） 

・ 信託は，原則だれでも受託者になれる仕組みであり，法人に限るべきという根

拠として説明されているものは，どれ一つ理由として説得力がない。よって乙案

が妥当である。（個人） 

・ 少なくとも弁護士については公益信託の受託者の資格を認めるべきである。（弁

護士，個人） 

【その他の意見】最高裁，東京都 

・ 自然人単独の受託を認めると，不慮の死亡等によって受託者の事務の継続性が確

保されない場合，信託関係人に不利益が生じるおそれがあるとの実務上の問題点の

指摘があった。（最高裁） 

・ 公益法人制度においては，公益法人認定法５条２号「公益目的事業を行うのに必

要な経理的基礎及び技術的能力を有するものであること」の審査基準について，「公

益認定等に関する運用について（公益認定等ガイドライン）」により詳細が示され

ている。第４の１(1)を認可基準とする（第９（前注））のであれば，審査に当たっ

ての具体的かつ客観的な基準を定めるべきと考える。（東京都） 

 

２ （注１）について 

【賛成】公法協 

・ 税制の優遇を得られる公益信託とするために，運営委員会を，受託者と信託管理

人（必要によっては委託者）によるガバナンス体制に加えて必置機関とすることを

検討されたい。（公法協） 

【反対】東弁，日弁連，弁護士８名，個人３名 

・ 現在の公益信託契約のひな型に運営委員会の規定が設けられ，受託者が運営委員

会から意見聴取する仕組みがとられている理由は，現行の公益信託においては受託

者が事実上信託銀行に限られていることから，信託銀行において判断し難い事情に

ついて運営委員会の意見を聴取する必要があったからである。他方で，新たな公益

信託においては，受託者は当該公益信託事務の適正な処理をなし得る能力を有する

者が選任されるのであるから，全ての公益信託にあえて運営委員会を必置にする必
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要性を欠く。例えば，子ども食堂や美術館の運営に精通する者が受託者となったの

に，あえて運営委員会を設置したのでは，屋上屋を架すものであり，妥当でない。

それゆえ，運営委員会から意見聴取するか否かは，受託者が受託者責任に基づき判

断すべき事柄である。当該受託者が運営委員会の意見聴取を必要であると考えた場

合は，任意の機関として運営委員会を設置して意見聴取を行えば足り，（注１）を一

律に法定する必要はない。（東弁，日弁連） 

・ （注１）について，公益法人と比較した場合に，公益信託は，法人を設立するこ

とが不要であって，軽量軽装備であることに特色があるといえる。その趣旨からし

ても，受託者が信託財産の処分について特に運営委員会等の意見を聴くことを法律

上義務付ける規定を設ける必要はなく，公益信託を成立させるにあたって，そのよ

うな制度を作るかは，基本的に信託ごとに信託行為でいかなる定めをするかに委ね

るべきである。（弁護士） 

・ 公益信託には信託管理人を必ず置くことにすれば十分である。（弁護士） 

【その他の意見】連合 

・ 運営委員会を任意に設置する際の一助とする観点から，運営委員会の設置や役割・

機能などについてのガイドラインを定めることが望ましい。（連合） 

 

３ （注２）について 

【賛成】公法協 

・ なお，自然人が受託者の場合，共同受託者として法人受託者のみならず，他の自

然人受託者との共同受託を認めるものとすべきである。（公法協） 

【反対】東弁，日弁連，弁護士２名，個人３名 

・ 自然人が単独で受託することを禁止することになる（注２）は妥当ではない。自

然人が受託者となった場合に，自然人死亡など永続性の観点から疑念があるのかも

しれないが，そもそも，法人を設立しない軽量・軽装備と言われている公益信託で

は，比較的短期間の公益信託も許容されるし，法人と共同受託という形にしなくて

も二次的に受託者となる者を予め信託行為に指定することなどで対処も可能であり，

共同受託を義務付けるのは過剰な規制と言うべきである。自然人を受託者とするこ

とに合理性が認められる以上，あえて法人との共同受託を強制する必要はない。し

たがって，（注２）を法定する必要はない。（東弁，日弁連，弁護士，個人） 

 

４ 信託業法との関係について 

【その他の意見】大阪弁，札幌弁，日弁連，弁護士８名，個人３名 

・ 甲案及び乙案のいずれも，信託業法との関係をどのように考えるのかとの点が不

明確であり，信託業法との抵触のおそれがないような形で整理すべきである。信託

業法による受託者の規制について手つかずとなれば事実上，受託者が限定されてし
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まうので，規制を緩和する方向で検討すべきである。（大阪弁，弁護士，個人） 

・ 自然人が受託者となる場合に，信託業法に抵触しないことが明確になるようにす

べきである。公益信託は営利を目的とするものではなく，受託者が報酬を得ること

の一事をもって，信託業法の適用があるものというべきではない。（札幌弁） 

・ 本改正では，公益信託によって民間の公益活動の健全な発展を促進することを大

きな目的としており，その目的のために，公益信託が担える信託事務の範囲を拡大

しようとしている。そして，公益信託事務の範囲を拡大し，ニーズを発掘するには，

多様な主体が受託者として活動できるようにする必要がある。ところが，公益信託

の受託（報酬を得て行う反復継続した受託）が，「信託の引受けを行う営業」（信託

業法第２条第１項）として信託業法の適用対象と解されるとするならば，一定の要

件を満たす株式会社でないと信託業法上の免許を受けることができないことから（同

法第５条第２項），自然人，公益法人，一般法人及び一定の要件を満たす株式会社以

外の株式会社等による公益信託の受託は，信託業法上禁止されると解されかねない

（同法第３条）。これでは，新たな公益信託法において，一定の要件を満たす株式会

社以外の法人及び自然人の受託者を許容する実質的意味を失うことになる。また，

本改正提案においては，公益信託のガバナンスのために，信託管理人を必置とした

上で，行政庁も受託者を監督することが提案されているから，信託業法の適用がな

くても，公益信託に対し十分な監督がなされると考えられる。かかる行政庁の監督

に加えて，信託業法上の監督を受けるとした場合は，二重の監督下に置かれ，両者

に対応した体制を整備することが必要となり，公益信託を利用しやすい制度とする

旨の改正の方向性に逆行することになる。 

以上に鑑みれば，公益信託の受託者の担い手の範囲の拡大を実効性あるものとし，

もって，民間の資金を積極的に公益信託によって活用するには，少なくとも，現在

の信託業法と抵触せずに，受託者として適正な報酬を得て，反復継続して業務でき

る制度とする必要がある。そのためには，公益信託法の改正に際して，信託業法な

いしその施行令の改正か，別途の法律制定（公益信託法に規定することも含む。）等

の法的手当をすべきである。 

信託業法第２条は「営業」と規定しているのに対し，商法第４条は「業」として

いるところ，商法上，弁護士や医師などについては営利目的が認められず，営業性

が認められないと解するのが通説であり，例えば，公益信託の受託者を弁護士等の

専門職に拡大する場合においても，信託業法に抵触しないことが明確になるように

規律すべきである。（東弁，日弁連） 
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⑵ 受託者が自然人である場合（⑴で乙案を採用する場合） 

ア 信託法第７条に掲げる者に該当しないこと 

イ 禁錮以上の刑に処せられ，その刑の執行を終わり，又は刑の執行を

受けることがなくなった日から５年を経過しない者に該当しないこと 

ウ 信託法その他の法律の規定に違反したことにより，罰金の刑に処せ

られ，その執行を終わり又は執行を受けることがなくなった日から５

年を経過しない者に該当しないこと 

エ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規

定する暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者

に該当しないこと 

オ 公益信託の成立の認可を取り消されたことに責任を負う公益信託の

受託者又は信託管理人でその取消しの日から５年を経過しない者に該

当しないこと 

 

【賛成】大阪弁，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 受託者は信託事務の適正な処理をしなければならない。⑵アないしオに該当する

者は，信託事務の適正な処理が期待できない蓋然性が高く，欠格事由として適当で

ある。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 

【その他の意見】公法協，東京都，連合，個人 

・ 自然人受託者については，他の法人受託者若しくは他の自然人受託者及びその他

の信託関係人とは，利害関係がない者であることを担保する要件が必要である（例

えば共同受託者が法人受託者であれば，自然人受託者自身及びその他の信託関係人

並びにその親族，使用人等が，その法人の役員や出資者ではないことを要する。）。

また，受託者の要件について，受託者たる法人又は自然人は，⑵又は⑶のアないし

オの要件の他に，公序良俗に反する事業（公益認定法第５条第５号）を営んでいな

いことを，公益法人制度の場合と同様に認定要件とすべきである。（公法協） 

・ 行政庁がアからオまでの認可基準への適合性を審査する際，本人の申告のみをも

って行うことは適当とはいえず，本人が取得した客観的な証明書等の添付などによ

り適切に審査できる手続を整備することが望ましい。（東京都） 

・ 公益信託の社会的信用を維持するため，過剰な規制とならないように配慮しなが

らも，「公序良俗に違反する事業を行っていること」を不適格事由とするなど，公

益法人認定法第５条第５項における「公の秩序若しくは善良の風俗を害するおそれ

のある事業を行わないものであること」の趣旨に沿った規定を検討すべきである。

（連合） 
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⑶ 受託者が法人である場合 

業務を執行する社員，理事若しくは取締役，執行役，会計参与若しく

はその職務を行うべき社員又は監事若しくは監査役のうちに，上記⑵ア

ないしオのいずれかに該当する者がないこと 

 

【賛成】大阪弁，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 受託者は信託事務の適正な処理をしなければならない。⑵アないしオに該当する

者及び⑶に該当する法人は，信託事務の適正な処理が期待できない蓋然性が高く，

欠格事由として適当である。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 

 

２ 公益信託の受託者の権限，義務及び責任 

⑴ 公益信託の受託者の権限，義務及び責任は，受益者の定めのある信託

の受託者の権限，義務及び責任と同様であるものとする。 

⑵ 受託者の善管注意義務は，軽減することはできないものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 受益者の定めの有無によって，受託者の権限，義務及び責任を変更する必要性は

基本的にはないが，公益信託においては，受益者の監督が想定されず，委託者の関

与も弱いことから，受託者の善管注意義務の軽減は認めるべきではない。（札幌弁） 

・ 公益信託は，目的信託と異なって，行政庁の関与や信託管理人の必置が予定され

ており，ガバナンスは通常の目的信託よりも強化されている。そうであるなら，目

的信託の受託者と同様の権限，義務及び責任を負わせる必要まではなく，受益者の

定めのある信託の受託者と同様の権限，義務及び責任であってよい。また，公益信

託の利益享受主体である「一般社会」は何も意思表示をすることができないのだか

ら，軽減を認める余地が乏しい。受益者の定めのある信託では信託行為によって受

託者の善管注意義務を軽減できるところ（信託法第２９条第２項），公益信託にお

いては，受託者は公益のために拠出された信託財産の管理処分を行う立場にあるこ

とに鑑みて，これを軽減できないことを明文化することも適当である。（東弁，日

弁連） 

【反対】なし 
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第５ 公益信託の信託管理人 

１ 公益信託における信託管理人の必置 

公益信託の信託行為には，信託管理人を指定する旨の定めを設けなけれ

ばならないものとする。 

（注）美術館や学生寮の運営等を公益信託事務としている公益信託においては，会社法

がその規模等に応じて監査役，会計参与，会計監査人等を置かなければならない会社

を定めていることを参考にして，公益信託事務の規模等に応じて，公益信託の信託行

為に，事務処理及び会計の監査権限を有する者を指定する旨の定めも設けなければな

らないとする考え方がある。 

 

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 現行の公益信託法では，公益信託に信託管理人の選任は義務付けられていない。

一方で，許可審査基準では信託管理人を置かなければならないと定められ，また税

法上の特定公益信託及び認定特定公益信託でも信託管理人を置くことが税制優遇を

受ける要件とされている。そのため，公益信託において，信託管理人を必置とする

ことは，実質的には，現行の公益信託の運用を変更するものではない。公益信託で

は受益者が存在しないため，受益者による監督が期待できないことに加えて，主務

官庁制による許可・監督制度を廃止し，信託関係人において自律的な監督・ガバナ

ンスによって公益信託の運営の適正性を確保しようとする新しい公益信託において

信託管理人に期待される役割はより高いといえる。このような理由から，新たな公

益信託においては法律上信託管理人を必置とし，信託管理人を受託者監督の中心に

据える制度設計とすべきである。（大阪弁，札幌弁，日弁連） 

・ 賛成するが，第４の１⑴において乙案が採用される場合には，信託管理人の体制

について第４で述べたような公益財団法人等と同様の体制を定める必要があると考

える。（信託協会） 

・ 公益信託の場合には，遺言信託の場合と異なり，委託者は存在するが，その公益

性を確保するため，委託者に受益者が有する監督権限を付与することは必ずしも適

当ではない。また，行政庁の監督も常時なされることが予定されているわけではな

い。委託者が存在しない場合に準じてガバナンスを整えるべきである。したがって，

信託管理人の必置に賛成する。（東弁） 

【反対】なし 
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２ （注）について 

【賛成】公法協，信託協会（第４の１⑴で【乙案】が採用される場合）），個人 

・ （注）について，会社法の会計監査人は資本金５億円以上又は負債の合計額が２

００億円以上の大会社に設置することとされている。その一方で，受益証券発行限

定責任信託の場合は負債２００億円以上であり，公益法人の場合は，収益１０００

億円以上，費用と損失の合計１０００億円以上，又は負債５０億円以上である。そ

のため，会社法の資本金に相当する要件を導入することには，より慎重であるべき

と考える。すくなくとも，現在行われている助成型の類型には資本金に相当する要

件は不要と考える。もっとも，仮に第４の１⑴において乙案が採用される場合には，

会計監査人を置くか，財産規模が少額の場合でも会計に関する能力を有する者が信

託管理人に存在することが必要と考える。（信託協会） 

・ 公認会計士のような専門の者が，事務処理や会計について，公正（公益性におい

て最重要と言うべきものである）を守るための監査役として関わることは適切であ

る。（個人） 

【反対】大阪弁，札幌弁，東弁，日弁連 

・ （注）は，公益信託が，公益法人等とは異なり軽量・軽装備な制度設計が求めら

れていることと相容れない。（大阪弁，札幌弁，日弁連） 

・ （注）について，確かに，公益信託事務の規模が大きくなれば，受託者による不

祥事が発生した場合の損害は大きくなるから，受託者に対する監督機能は強化され

たほうがよいとの一般的な傾向は考えられる。しかし，私益信託ですら，信託勘定

については株式会社の会計に準じた会計を行っていないことや，公益法人と異なっ

て公益信託では自由に収益事業を行うことが予定されていないことから，事務処理

及び会計の監査権限を有する者を指定する旨の定めも設けなければならないとする

必要性は高くない。また，公益信託制度は，財団法人制度を補完することが期待さ

れており，仮に，事務処理及び会計の監査権限を有する者を指定する必要がある程

度の規模になるのなら，財産拠出者は，公益信託ではなく，むしろ各種制度が充実

している財団法人を選択する。したがって，公益信託の規模に応じて監査権限を有

する者を指定することを法定する必要性は，この点からも乏しい。（東弁） 
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２ 公益信託の信託管理人の資格 

公益信託の信託管理人は，次の資格を満たさなければならないものとす

る。 

⑴ア 受託者又はその親族，使用人その他受託者と特別の関係を有する者

に該当しないこと 

イ 委託者又はその親族，使用人その他委託者と特別の関係を有する者

に該当しないこと 

⑵ 信託法第１２４条に掲げる者に該当しないこと 

⑶ 信託管理人が自然人である場合 

前記第４の１⑵に掲げる者に該当しないこと 

⑷ 信託管理人が法人である場合 

業務を執行する社員，理事若しくは取締役，執行役，会計参与若しく

はその職務を行うべき社員又は監事若しくは監査役のうちに，前記第４

の１⑵に掲げる者に該当する者がないこと 

（注）上記⑴から⑷までに加え，当該公益信託の目的に照らしてふさわしい学識，経

験及び信用を有する者（公益信託事務の適正な処理の監督をなし得る能力を有する

者）であることを必要とする考え方がある。 

 

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連，個人 

・ 公益信託において信託管理人を受託者監督の中心に据える制度設計をとり，信託

管理人を必置とすることに鑑みると，かかる資格要件が妥当である。（大阪弁） 

・ 信託管理人は将来受益者となる者を保護するためのものであり，委託者・受託者

等と一定の緊張関係を保つとともに，同人らを監督しなければならない。⑴ないし

⑷に掲げられた欠格事由は，類型的に緊張関係を各場合や，監督能力に疑問がある

場合に該当する。したがって，⑴ないし⑷を欠格事由にすることに賛成する。（東弁） 

・ 受託者と同じく，公正性・公益性に資する定めがあるのが望ましい。(個人) 

【反対】なし 

【その他の意見】信託協会 

・ 信託管理人の資格としては，本文の提案の他に，（注）の「公益信託事務の適正な

処理の監督をなし得る能力を有する者であること」が必要であると考える。 

⑴イについて，委託者等が信託管理人に就任し，又は信託管理人と同等の権利義

務を与えることは委託者の影響力の拡大による公益性に対する疑義を招きかねない。

（信託協会） 
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２ （注）について 

【賛成】信託協会，日弁連 

・ 仮に第４の１⑴において乙案が採用される場合には，会計監査人を置くのでなけ

れば，会計に関する能力を有する者が信託管理人に存在することが必要である。「公

益信託事務の適正な処理の監督をなし得る能力を有する者」以外の者が，信託管理

人に就任しても，権限を適切に行使することは期待できないのであるから，「公益信

託事務の適正な処理の監督をなし得る能力を有する者」を資格要件とすることは必

須である。弁護士，税理士，公認会計士のような有資格者や法人等での実務経験が

ある者が信託管理人に就任すべきである。（信託協会） 

・ （注）については，公益信託事務の適正な処理の監督をなし得る能力を有する者

との表現がなじむ。公益信託において信託管理人を受託者監督者の中心に据える制

度設計をとることに鑑みると，かかる資格要件が妥当であり，⑴から⑷までの消極

要件だけでなく，ガバナンスを実効あらしめるため，（注）のような積極要件も定め

るべきである。ただし，「学識，経験及び信用」との要件では，これら要素毎の事情

について審査され極端に担い手を狭め，公益信託の利用を阻害するおそれがあるこ

とから，個別の考慮要素を列挙するよりもおよそ公益信託事務一般についての監督

を適正になし得るかを要件とすべきである。（日弁連） 

【反対】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁 

・ 新たな公益信託制度においては，現行制度の主務官庁ではなく特定の行政庁が要

件充足を判断することになるが，学識・経験・信用の判断は困難であると考えられ

る。また，信託管理人に学識・経験・信用を求めることは，信託管理人の人選が困

難となるおそれがある。（大阪弁，札幌弁） 

・ （注）に掲げられた要件は，欠格事由ではなく，積極的かつ定性的な資格である

から，欠格事由と並列に並べて議論すべき要件ではないし，その有無を行政庁が判

断することは困難である。また，信託管理人は，受益者の権利に関する一切の裁判

上・裁判外の行為をする権限を有する者である（信託法第１２５条第１項）。受託者

の権利に関する裁判上・裁判外の行為をする権限を行使するという任務は，公益信

託事務そのものではないのだから，公益信託の目的に照らしてふさわしい学識，経

験及び信用を有している必要があるか疑問である。したがって，（注）を，信託管理

人の要件に加えるべきではない。（公法協，東弁） 

【その他の意見】東京都 

・ （注）を認可要件として定めるのであれば，審査に当たっての具体的かつ客観的

な基準を定めるべきである。（東京都） 
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３ 公益信託の信託管理人の権限，義務及び責任 

⑴ 公益信託の信託管理人の権限，義務及び責任は，受益者の定めのある

信託の信託管理人の権限，義務及び責任と同様であるものとする。 

⑵ 信託管理人の権限は，信託行為の定めによって制限することは原則と

してできないものとし，信託管理人の義務及び責任は，信託行為の定め

によって制限することはできないものとする。 

 

１ 本文⑴の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 受益者の定めの有無によって，信託管理人の権限，義務及び責任を変更する必要

性は基本的にはないが，公益信託においては，受益者の監督が想定されず，委託者

の関与も弱いことから，信託管理人による監督権限の制限には慎重であるべきであ

る。（札幌弁） 

・ 受益者の定めのない信託（目的信託）でも，信託管理人の権限，義務及び責任は，

受益者の定めのある信託の信託管理人と同様のものとされている。公益信託は受益

者の定めのない信託の一種であるとする多数の意見に鑑みれば，信託管理人の権限，

義務及び責任は，受益者の定めのない信託（目的信託）一般，及び，受益者の定め

のある信託と同様の権限でよいものと考えられる。（東弁） 

・ 公益信託において，信託管理人を受託者監督者の中心に据える制度設計を採るこ

とに鑑みると，その権限，義務及び責任については，受益者の存在を前提としてい

るもの等その性質上認める余地のないものを除き，可能な限り広く認めるべきであ

る。（日弁連） 

【反対】なし 

 

２ 本文⑵の提案について 

【賛成】大阪弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 別表１について，「信託行為に権限を有しない旨の定めを置くことを許容するか」

の項目で△とされているものについて，以下のとおり考える。 

信託法第３１条第３項の通知については，受託者の利益相反行為の制限の趣旨か

らは必須であると考える。信託行為で定めることができるのは通知方法や通知の時

期などに止めるべきである。信託法第３２条第３項の通知については，公益目的行

為が受託者固有の行為と競合する場合を信託行為に定めることはあり得，通知の省

略が認められる場合があり得るのではないかと考える。個別の認可の際の信託行為

の記載事項とすべきである。信託法第３７条第３項の報告は，信託管理人が職務を

遂行する上で必須であり，決算報告の事前確認が行われた場合に，簡易な形式とす

ることが認められる程度とすべきである。信託法第４８条第３項の通知は，必須で
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あるが，同条第２項の別段の定めとの関係がわかりにくいため，解釈について周知

すべきと考える。受託者の任務終了，信託の変更，併合，分割の通知は必須であり，

信託行為で定めることができるのは通知方法や通知の時期などに止めるべきである。 

「信託行為に権限を有しない旨の定めを置くことを許容するか」の項目で×とさ

れているものについて，信託法第１９条，第３１条，第３２条，第５７条，第５８

条，第６２条，第１４９条，第１５１条，第１５５条，第１５９条及び第１６４条

は任意規定であり，信託管理人の権限が制限されたり，信託管理人が関与しない一

定の場合を定めたりすることはあり得べきと考える。（信託協会） 

・ 公益信託における信託管理人は，信託行為の当事者である委託者及び受託者から

将来の受益者を保護する者である。したがって，信託行為の定めにより信託管理人

の権限や義務及び責任を規定することは，原則として禁止すべきである。ただし，

公益信託の認定・監督を行う行政庁が関与する場面（受託者の辞任，解任等の同意

権や，信託財産の状況に関する書類の内容についての報告受領権等）においては，

信託管理人の権限を制限することも例外的に認める余地がないとは言えない。（東弁） 

・ 信託管理人の義務及び責任の点については賛成するが，信託管理人の権限の制限

は「原則として」ではなく「全て」制限することができないとすべきである。新た

な公益信託の制度設計からは，公益信託の信託管理人の権限，義務及び責任の制限

は認めるべきではなく，このため権限の制限につき「原則として」との留保を設け

るべきではない。（日弁連） 

【反対】公法協 

・ 公益信託のガバナンスの要を担う信託管理人の権限に関しては信託行為の定めに

よる制限を全て認めるべきではない。（公法協） 

 

 

第６ 公益信託の委託者 

１ 公益信託の委託者の権限 

公益信託の委託者の権限は，受益者の定めのある信託の委託者が有する

権限と同様とした上で，信託行為により制限できるものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 公益信託の委託者の権限として，現行公益信託法では，その第７条から委託者は

受託者の辞任の同意権を有しないと解されているものの，その他は受益者の定めの

ある信託の委託者に認められた信託法上の権限と同様の権限を有すると解されてい

る。他方，目的信託の委託者には，受益者がいないため受益者による監督がなされ

ないことからデフォルトルールとして受益者の定めのある信託の委託者には与えら

れていない権限が付与されている（信託法第２６０条）。この点，公益信託では目
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的信託とは異なり，信託管理人が必置とされ，方向性として信託管理人による監督

をもって受託者監督の中心ととらえる制度が想定されているのであって，受益者の

定めのある信託における委託者にはない権限を与える必要性もない。さらに，委託

者が，信託行為によって自ら委託者の権限をより制限すると定めることについてこ

れを禁止する必要もない。かかる観点から，デフォルトルールとして受益者の定め

のある信託の委託者と同様とした上で，さらに委託者の権限を制限する任意規定を

許容することを明記する本文の提案は適当である。（大阪弁） 

・ 賛成するが，公益信託の委託者の権限には，信託行為による別段の定めをしなく

ても有する権限があり，それらを委託者としての権限と利害関係人としての権限に

分けて考える考え方に従えば，少なくとも前者については可能な限り（公益法人に

おける寄附者同様）ミニマナイズする，後者については運営委員会等が存在しない

場合もあることを考慮すると，受託者が不適切な行為をする場合の対応策として一

定の権限を与えることはやむを得ないと考えるが，個別の権限については，今後更

に慎重に検討すべきである。（公法協） 

・ 公益信託の公益性を確保するためには，委託者に受益者が有する監督権限をその

まま付与することが適当ではない場合がありうる。一方で，財産の拠出者である委

託者は信託財産の使い道に興味があるのが通常であるから，委託者の関与を全く認

めないと，公益信託に財産を拠出するインセンティブが過度にそがれてしまうおそ

れがある。したがって，受益者の定めのある信託と同様の権限を与えるとともに，

信託行為によりその権限を制限するという本文の提案に賛成する。（東弁） 

・ 委託者は公益のために財産を拠出した以上，委託者の公益信託への関与を過剰に

認めるのは適当ではなく，委託者の権限を制限することが適当である。その観点か

ら，本文の提案は，デフォルトルールとして受益者の定めのある信託の委託者と同

様とした上で，更に委託者の権限を制限する任意規定を許容すること（翻っていえ

ば権限を増加させる任意規定を認めないこと。）を明記しており，適当である。（日

弁連） 

【反対】信託協会 

・ 公益信託の委託者の権限は，原則はなしとし，受益者の定めのある信託の委託者

が有する権限と同様の権限を信託行為に別途定めることを認めるのがよい。公益信

託の委託者に対し，受益者の定めのある信託の委託者が有する範囲を超えて与える

ことについては慎重に行うべきである。 

公益性を確保する観点や税制優遇を受けることを視野に入れる観点からは，委託

者の関与によって公益信託の運営が左右される状況はできるだけ回避することが望

ましい。委託者の不存在や委託者が意思能力を有さないことは，公益信託では普通

にあり得る。公益信託のガバナンスは，委託者が受託者および信託管理人に対する

監督的な役割を担わない場合でも機能する仕組みでなければならない。そのため，
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公益信託法のデフォルト規定としては委託者が何ら権限を有さないことを前提にし

てガバナンスに関する規定を定めた上で，委託者にどのような権限であれば与えて

もよいかを検討すべきである。そのようにして法律の構造を理解しやすくすること

は公益信託の普及にも役立つ。委託者が公益信託の事務処理に影響力を持つことは

公益性に疑義をもたらすことから認められるべきではない。私益信託では委託者が

信託事務処理方法について指図をする類型も存在するなど自由な制度設計が可能で

あるが，公益信託に自由な制度設計を認めることは公益性に強い疑義をもたらすこ

とになる。さらには今後検討される税制上の措置の可否にも影響を与えかねない。

委託者の権限は，デフォルト規定の定め方にかかわらず，受益者の定めのある信託

の委託者の権限の範囲内とし，そこからの拡大は制限すべきである。これは，第５

の２⑴イの提案で，委託者又は委託者の関係者が信託管理人となるべきでない（つ

まり受益者と同じ権利を持つべきではない）とされていることとも整合する。（信託

協会） 

 

２ 公益信託の委託者の相続人 

公益信託の委託者の相続人は，委託者の地位を相続により承継しない

ものとする（注）。 

（注）信託行為に別段の定めがあるときは，その定めるところによるとする考え方が

ある。 

 

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 現行公益信託法には公益信託の委託者の地位の相続に関する定めはなく，目的信

託の委託者の相続は，信託法第２６１条により読み替えられた第１４６条及び第１

４７条に従うこととなる。これらによれば，目的信託の委託者の地位は原則として

相続人に相続されるが，例外的に遺言信託の方法で目的信託を設定した場合にはそ

の地位は相続されず，また，遺言であれ信託契約であれ，信託行為において委託者

の地位の相続について別段の定めをすることができる。しかし，公益のために財産

を拠出した委託者の目的と，その相続人とは利益相反的な面があるにもかかわらず，

その地位が相続によって同一に帰属することを認めることは適当ではなく，公益信

託においては委託者の地位の相続を否定するのが妥当である。（大阪弁） 

・ 委託者の相続人が委託者の考える信託の本旨に従った行動を取るとは必ずしもい

えない。また，公益信託には存続期間の定めがないことや長期間の存続を前提とす

ることが想定されるところ，相続人が多数になることによって委託者の相続人によ

る監督が機能しない状況や権利関係が複雑になることが考えられる。そのため，デ

フォルトでは委託者の地位は相続しないことが妥当と考えられる。（信託協会） 
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・ 公益のために財産を拠出した委託者の目的と，その相続人とは利益相反的な面が

あることから，原則としては，委託者の地位の相続を否定するのが妥当である。（東

弁，日弁連） 

【反対】なし 

 

２ （注）について 

【賛成】東弁，日弁連 

・ 第６の１において原則として委託者自身が通常の信託におけると同様の権限を有

することとされたことや，公益信託利用促進の観点（信託行為に定めた場合にまで

委託者の地位の相続を禁止しなければならない理由はなく，例外を認めないと，委

託者が公益信託に財産を拠出することを過度にためらわせるおそれがある。）から，

委託者の地位を一身専属的にするほどの制限の必要性には疑問があり，信託行為に

別段の定めを設けることで委託者の地位を相続させる余地を残すことも許容すべき

である。（東弁，日弁連） 

【反対】大阪弁，公法協 

・ （注）に従えば，信託行為において別段の定めをすれば公益信託の委託者の地位

も相続人に相続できることになるが，委託者とその相続人との利益相反的な関係性

もある中で，特に委託者の地位を相続によって存続させる必要性は認められず，信

託行為に別段の定めを設けることによって，委託者の地位を相続させる余地を残す

ことは適当ではない。（大阪弁）   

・ （注）については，委託者の相続発生後の法律関係が複雑になることから反対で

ある。（公法協） 

【その他の意見】最高裁，信託協会 

・ （注）の考え方を採用すると，相続開始後の紛争から信託財産を切り離すことが

できず，公益信託に関する権利関係が複雑化するおそれがあるとの実務上の問題点

の指摘があった。（最高裁） 

・ 委託者の地位は第三者に移転可能である（信託法第１４６条，第２６１条）から，

相続により委託者の地位を相続人が承継しないことを強行規定としても，信託法第

１４６条により信託行為に定める方法に従い特定の相続人に委託者の地位を移転す

ることは可能である（「委託者の死亡を停止条件としてＡ（という相続人）に委託者

の地位を移転する」などの定めを置く場合）。そのため，（注）の考え方を採用する

必要はない。（信託協会） 
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第７ 行政庁 

１ 公益信託の成立の認可・監督を行う行政庁 

現行公益信託法第２条第１項及び第３条の規律を廃止し，公益信託の成

立の認可・監督は，民間の有識者から構成される委員会の意見に基づいて，

特定の行政庁が行うものとする。 

 

【賛成】大阪弁，経団連，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 公益信託の成立の認可や監督を行う主体及びその判断方法については，公益性に

関する専門的知見をもって行政庁の知見を補完すると共に，行政庁の意向に左右さ

れず適切に裁量を行使させるとの観点から，現行公益法人制度にならって，本文の

提案のように民間の有識者による委員会の意見に基づき行政庁が認可するのが相当

である。（大阪弁） 

・ 主務官庁制を廃止し，統一的な行政機関が公益信託を認可・監督する仕組みを採

用することについては，ノウハウの蓄積による迅速な審査や統一的な判断が期待さ

れることから，評価する。もっとも，具体的な行政機関をどのようなものとするか

や，認可・監督に関する運用のあり方については，各行政分野の専門的知見を活か

した柔軟かつきめ細やかな対応が失われ，一律・形式的で融通の利かないものとな

る懸念もある。適切な運用が行われるよう，人材等のリソース確保の現実性も含め，

十分な検討を行うべきである。（経団連） 

・ 主務官庁の許可基準は必ずしも常に適切であるとは限らず，例えば，我が国の公

益信託に社会福祉や救貧の目的とするものが見られないのは，厚生省の許可基準が

障壁となっているとの指摘がある。公益信託の目的によって主務官庁ごとに許可基

準が異なるという批判を受ける制度は適当とは言えないから，主務官庁制度は廃止

し，判断権は，特定の行政庁に帰属させるべきである。そして，公益信託は，人権

擁護活動支援事業からＤＶ被害者支援事業，高齢者や障がい者の支援事業から街づ

くり支援事業まで様々な分野を対象にすることが期待されるのであるから，特定の

視点だけに偏らない，組織横断的な判断ができる行政官庁が所轄庁となるべきであ

る。その上で，公益信託は，民間による公益活動の健全な発展を促進することを目

的とするのだから，公益信託の認定においても，民間の有識者の意見に基づいた判

断がなされた方がよい。仮に，行政庁において，公益法人認定法第３２条以下に基

づく公益認定等委員会との兼任を認めたり，同法第５０条及び条例に基づく公益認

定等審議会の組織・任命と整合的な運用を意図するのであれば，行政庁の負担増も

抑えることができる。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 
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２ 行政庁の区分 

現行公益信託法第１０条及び第１１条の規律を改め，公益信託事務が行

われる範囲が１の都道府県の区域内に限られる公益信託の成立の認可・監

督を行う行政庁は都道府県知事とし，公益信託事務が行われる範囲が２以

上の都道府県の区域内である公益信託の成立の認可・監督を行う行政庁は

国の行政庁とするものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東京都，東弁，日弁連 

・ 受託者への立入検査を含む公益信託の認可・監督を実効的に行う観点からすると，

公益信託事務が行われる範囲が１の都道府県の区域内に限られる公益信託の認可・

監督を行う行政庁は当該都道府県の知事とし，その範囲が２以上の都道府県にまた

がる公益信託の認可・監督を行う行政庁は国の行政庁とすることに合理性がある。

（大阪弁，東京都，東弁，日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第８ 公益信託の成立の認可の申請 

１ 公益信託の成立の認可の申請主体 

公益信託の受託者になろうとする者は，当該信託について行政庁による

公益信託の成立の認可の申請をすることができるものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 賛成するが，委託者による申請を許容してよいのではないか。（札幌弁） 

・ 公益信託の成立の認可の申請を行う者としては，受託者になろうとする者が想定

される。それ以外の者に認可の申請を行う権限を認める必要性は認められない。（大

阪弁，東弁，日弁連） 

【反対】なし 

 

２ 公益信託の成立の認可の申請手続 

公益信託の成立の認可の申請は，必要事項を記載した申請書等を行政庁

に提出してしなければならないものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，信託協会，東弁，日弁連 

・ 申請にあたって必要事項について的確に判断するために，申請書等を提出させる

ことが必要である。（大阪弁，東弁，日弁連） 
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・ 賛成するが，補足説明において「申請書以外に必要となる具体的な書類」として

記載されているアからケまでのうち「ケ」（前各号に掲げるもののほか，行政庁が

特に必要と認める書類）は削除すべきである。「ケ」は公益認定法規則第７条第３

号でも規定されているが，申請者にとって予見できない書類の提出を求められるこ

とがあり，公益法人認定の場でも申請者に過度の事務負担を生じさせることがある。

この種の行政庁宛て申請書類・添付書類については，法令で明記するのが行政手続

の現在の傾向であり，特定非営利活動法人の認証及び認定申請や，社会福祉法人の

設立申請においても，「ケ」のような規定はない。少なくとも，「行政庁の規則（府

令，条例等）が定める書類」とすべきである。（公法協） 

【反対】なし 

 

 

第９ 公益信託の成立の認可基準 

（前注）本項１から４までの成立の認可基準の他に，次に掲げるものを認可基準

とするものとする。 

・公益信託の受託者の資格（前記第４の１） 

・公益信託の信託管理人の資格（前記第５の２） 

・公益信託終了時の残余財産の帰属権利者を信託行為で定めていること（後記

第１７の１） 

 

行政庁は，公益信託の成立の認可の申請がされた信託が次に掲げる基準に適

合すると認めるときは，当該信託について公益信託の成立の認可をするものと

する。 

 

１ 公益信託の目的に関する基準 

公益信託事務を行うことのみを目的とするものであること 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 公益信託事務を行うことを目的とすることは，公益法人とは異なり，定められた

公益信託事務以外の事務を行うことを想定されない公益信託においては自然である。

（大阪弁，東弁，日弁連） 

【反対】なし 
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２ 公益信託の受託者の行う信託事務に関する基準 

  公益信託の受託者が行う信託事務が，当該公益信託の目的の達成のため

に必要な信託事務であること 

  なお，当該信託事務が収益を伴うことは許容されるものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 本文の提案では，受託者が行う信託事務が当該公益信託の目的の達成のために必

要とされる限りで許容されることになるが，これは言い換えれば，公益信託の目的

達成のために不必要な事務は除くという形での規制ということになる。補足説明で

も，この提案について，①当該公益信託の目的達成のために直接必要な信託事務，

②当該公益信託の目的達成のために間接的に必要な信託事務，③当該公益信託の目

的達成のための必要性を欠く信託事務が想定されるとし，許容される信託事務を①

②に限定し，③を排除する趣旨と説明されている。このように公的信託の目的達成

のために必要性を欠くものを除くという意味で，本文の規定を設けるものであれば，

公益信託として認められる事務を広くとらえることが可能であり，目的のために柔

軟に公益信託においてなし得る事務の範囲が定まるべきとの観点から，本文の提案

にあるように必要性を欠く行為だけを除くとの考え方に賛成である。ただし，それ

でも公益信託事務の範囲について硬直的にとらえるべきではないことを明示する必

要性はあり，予測可能性を高めるとの見地から公益信託事務として許容されない例

を説明中で例示するなどの形で明確にすべきである。（大阪弁，日弁連） 

・ 本文の提案は，①当該公益信託の目的達成のために直接必要な信託事務，②当該

公益信託の目的達成のために間接的に必要な信託事務，③当該公益信託の目的達成

のために必要性を欠く信託事務に分類した上で，上記①及び②の信託事務に限定し，

上記③の信託事務は許容しないことを明らかにしたものであり，合理性がある。本

文の提案は，「公益信託の受託者が行う信託事務が収益を伴うものであっても，当該

公益信託の目的の達成のために必要な範囲であれば許容されることを端的に明らか

に」したものであり，収益事業を一切不可とするものではないから，妥当である。

なお，収益を伴う信託事務の必要性については，個々の事情に応じて，柔軟に判断

されるべきである。（東弁） 

・ 公益信託の信託事務及び信託財産の拡大の方向性については全面的に賛成したい。

ただ，公益信託を超高齢人口減少社会の日本において，どう有効に機能させるかと

いう視点が弱いように思われる。公益信託こそ，これまでの日本が経験したことの

ない日本社会の変化に機動的に対応し得るスキームであると思う。官だけではでき

ないことを一部民が行うという新しい公共という観点からの視点をもう少し強調し，

公益信託がどういう場面により有効に使うことができるのか明確にして例示するこ

ともあるいは必要なのではないか。つまり，思い切って，公益の概念を現代にふさ
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わしいものとして弾力的に考えることも必要ではなかろうか。（個人） 

【反対】なし 

【その他の意見】公法協，東京都 

・ 受託者が自己執行責任を有することを原則とすることを明文化すべきである。具

体的には，信託法第２８条第１号の規定と同様に，信託行為に信託事務を第三者に

委託することができる旨の定めがあるときにのみ，信託事務を第三者に委託するこ

とを限定する。また，受託者が，公益信託事務を第三者に委託する場合には，信託

法第３５条第１項及び第２項の規定と同様に，委託先の選任・監督責任を有するこ

と，及び委託先の選定対象の基準や規律の設定が必要である。そして同条第３項（信

託行為に第三者が指名されている場合には，受託者の監督責任はない）や，同条第

４項（信託行為の別段の定めにより，不適任・不誠実等である指名された第三者に

対する受託者の監督義務等の免責を規定しうる）は，公益信託は私益信託と同様の

意味では受益者が不存在であり，委託者の監督も限定的で相続されないことを考え

ると，公益信託には不適用とすべきである。さらに委託先については，受託事務を

遂行する経験，財産的基礎と人的リソースを有していること，報酬の妥当性を担保

するための算定方法が定められていること，委託先に対する受託者及び信託管理人

の質問権，調査権，検査権が契約上保障されていること等が確保されるべきである

（ただし，この項については，公益信託の認可のガイドライン等のレベルの規制で

あっても構わない。）。（公法協） 

・ 補足説明は，信託事務が収益を伴うことを許容する場合，当該公益信託の目的達

成のために「間接的に必要な」信託事務は許容し，当該公益信託の目的達成のため

の「必要性を欠く」信託事務は許容しないとしている。「目的達成のための必要性」

の判断のための具体的かつ客観的な基準が定められなければ，行政庁において認可

の審査は行えず，また，申請者にとっても，当該基準が明らかでなければ，信託事

務の内容を確定し，事業計画書等を作成することは困難である。一方，補足説明で

は，公益信託事務について公益法人認定法第２条第４号別表と同様の種類を想定し

ているとしており，信託事務の内容は多様なものとなると想定される。多様な信託

事務についての「目的達成のための必要性」の判断に係る具体的かつ客観的な基準

を定めることは極めて困難と考えられ，「目的達成のための必要性」の程度により，

収益を伴う信託事務についての許容の判断を行うことは適切ではない。公益法人認

定法第５条第１号が「公益目的事業を行うことを主たる目的とするものであること」

であるのに対し，中間試案の第９の１において「公益信託事務を行うことのみを目

的とするものであること」を認可基準として定めるのであれば，公益信託事務にお

いては，収益を伴う信託事務は補足説明の「想定される信託事務の例」のうち「①

当該公益信託の目的達成のために直接必要な信託事務」のみとすることが適当であ

る。（東京都） 
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３ 公益信託の信託財産に関する基準 

⑴ 公益信託の信託財産は，金銭に限定しないものとする。 

⑵ 公益信託設定当初の信託財産に加え，信託設定後の信託財産の運用や，

委託者又は第三者からの拠出による事後的な信託財産の増加等の計画の

内容に照らし，当該公益信託の存続期間を通じて，公益信託事務を遂行

することができる見込みがあること 

⑶ 信託財産に，他の団体の意思決定に関与することができる株式等の財

産が原則として含まれないことを必要とし，例外として，当該株式等の

財産の保有によって他の団体の事業活動を実質的に支配するおそれがな

い場合は当該株式等の財産が含まれることを許容する（注）。 

（注）公益信託の信託財産に他の団体の意思決定に関与することができる株式等の

財産が含まれるか否かを公益信託の成立の認可基準としないという考え方がある。 

 

１ 本文⑴及び⑵の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 現行公益信託法においては，信託財産について限定はないが，公益信託の許可審

査基準において，「授益行為の内容は，原則として，助成金，奨学金，奨励金，寄

附金等の支給若しくは物品の配布のような資金又は物品の給付であること。」との

定めがある。その他税法の規定などもあり，資金又は物品の給付などを行う助成型

のものに限られると共に，信託財産も金銭に限るといった運用がなされている。し

かし，公益の増進を図るとの見地から，特に，公益信託の範囲を助成型に限定する

必要性はなく，美術館の運営や子ども食堂の運営といった事業型の公益信託も認め

られるべきである。かかる見地からは，公益信託を助成型に限定せず，美術館の運

営などの事業型にも広げる必要があり，その観点からは，受託財産を金銭に限る必

要がないことは当然であり，本文⑴に賛成する。 

公益信託の実行可能性確保との観点から，現実に公益信託事務を遂行できるか否

かについて一定の規制は必要である。そして，本文⑵の内容は，公益信託事務を遂

行するに足りる財産が必要としつつ，その判定にあたっては，当初の財産だけでは

なく，信託設定後の財産の運用や追加の寄付などによる収入を含めて遂行見込を判

断することとなっており，妥当である。（日弁連） 

【反対】なし 
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２ 本文⑶の提案及び（注）について 

【賛成＝（注）に反対】公法協，信託協会 

・ 本文⑶に賛成し，（注）については，公益法人認定法第５条第１５号に規定されて

いる公益法人制度とのバランスを欠くとともに，認可基準としない理由も明確では

なく，株式会社等を支配するために使われないよう防止策が別途必要となること等

から反対する。（公法協） 

【反対＝（注）に賛成】大阪弁，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 本文⑶に積極的に反対するものではないが，公益信託の受託者が行う信託事務を

公益目的の信託事務に限定することを前提とすれば，営利法人等を実質的に支配す

る事態が生じる可能性は相対的に低いことから，軽量・軽装備という観点からする

と，本文⑶を認定基準とするまでの必要性はない。（札幌弁） 

・ 本文⑶については，議決権行使によってその他の団体を支配するような行動をと

ることが問題とされるべきで，保有そのものを禁止することまでは必要ない。保有

の事実ではなく，行為を捉えて善管注意義務違反あるいは認可の取消し等を検討す

べきである。（東弁） 

・ 本文⑶のように公益信託が他の団体の意思決定を左右する財産に一定の制約を付

すること自体については賛成である。しかし，本文の内容では，財産の保有が認め

られる株式などの範囲が不明確である等の問題点があり，規制の方法については引

き続き検討すべきである。本文⑶のように信託財産について，他の団体の意思決定

に関与することができる株式等の財産が原則として含まれないことを必要とすると

いった規制は，現行公益信託法や許可審査基準には，特にない。一方，現行公益法

人制度では，原則として，公益法人が他の団体の意思決定に関与することができる

株式等（当該団体等の５０％超）を保有していないことを公益認定要件として定め

ている（公益法人認定法第５条第１５号・同法施行令第７条）。その趣旨は，公益

法人が株式等の財産の補修を通じて他の営利法人等の事業を実質的に支配すること

を認めれば，営利法人の経営に対する実質的な影響力の行使を通じて，実態は営利

法人としての活動が行われることにつながるところ，このような行為は，一定の条

件の下で認められている収益事業が無制限に拡大することを許容し，公益認定の基

準や遵守事項の潜脱につながるという点にある。確かに，公益のために存続する信

託が，他の団体の意思決定を左右するような事態となれば，公益のための活動と意

思決定という私的団体のための活動との境界が不明確になるなどといったことは考

えられるし，公益法人と同趣旨から一定の制約は必要と考える。しかし，本文にあ

るような他の団体の意思決定に関与することができる株式等の財産が原則として含

まれないとの規制では，過度に規制が広範囲に及ぶ可能性がある。また，公益法人

と違って，公益信託では，公益の目的と関係のない信託事務はできないのであって

その限りでは，収益事業が別途認められている公益法人と全く同一と言えない面も
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ある。さらに，説明資料にあるように，何らかの保有制限を設けるとした場合に，

公益法人の場合と異なり，その基準は受託者単位で適用するのか，公益信託単位で

適用するのかといったところについても更なる検討が必要となる。そして，本文３

の⑶に掲げられた規制の方法が適切か，原則と例外との規定ぶりが逆ではないかと

いった指摘もあり得るところであり，引き続き規制の在り方については検討すべき

である。なお，仮に何らかの規制をするとしても，公益法人以上に公益信託につい

て規制を強化すべきとの立法事実はないと思われるため，少なくとも公益法人に課

する以上の規制は不要である。（大阪弁，日弁連） 

 

４ 公益信託の信託行為の定めに関する基準 

⑴ 信託行為の定めの内容が，次に掲げる事項に適合することとする。  

ア 委託者，受託者若しくは信託管理人又はこれらの関係者に対して特

別の利益を供与するものでないこと 

イ 特定の個人又は団体に対して寄附その他の特別の利益を供与するも

のでないこと 

ウ 受託者及び信託管理人の報酬について，不当に高額にならない範囲

の額又は算定方法が定められていること 

エ 公益信託の会計について 

(ｱ) 公益信託事務に係る収入がその実施に要する適正な費用を償う額

を超えないと見込まれるものであること 

(ｲ) 遊休財産額が一定の制限を超えないと見込まれるものであること 

(ｳ) 公益信託に係る費用のうち当該公益信託の運営に必要な経常的経

費の額が一定の割合以下となると見込まれるものであること（注） 

（注）エ(ｳ)の基準は不要であるとする考え方がある。 

⑵ 公益信託事務が金銭の助成等に限定されている公益信託について，上

記⑴エの基準は適用しないものとする。 

 

１ 本文⑴アからウまでの提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 本文⑴ア及びイについて，公益信託の信頼性及び公益性確保の観点から，公益法

人認定法第５条第３号及び第４号の同趣旨のものとして定めることに賛成する。ま

た，本文⑴ウについて，公益性の確保の観点から受託者及び信託管理人の報酬額に

一定の制限は必要であるものの，現行の許可審査基準「５．信託報酬」において「公

益信託の引受けに係る受託者への報酬については，信託行為に明確に定めるものと

し，その額は，信託事務の処理に要する人件費その他必要な費用を超えないもので

あること」と定められているために，信託報酬が極めて低額となっている実情があ
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り，受託者の担い手を増やし公益信託を活性化するためにはこのように過度に制約

することは望ましくなく，本文⑴ウは「不当に高額にならない」という制約にとど

まることから適当と考えられる。（大阪弁） 

・ 受託者には善管注意義務が課せられていることから，信託財産の適切な投資運用

が確保されるといえる。（札幌弁） 

・ 本文⑴ア及びイについて，公益信託は，学術・技芸・慈善・祭祀・宗教その他の

公益を目的とするから，信託行為において公益信託の関係者に対する特別の利益供

与及び特定の個人又は団体に対する寄付その他の特別の利益供与を禁止する必要が

ある。また，本文⑴ウについて，公益性の担保という観点から，私的自治を尊重し

つつ，報酬の額を適正な水準にとどめるための規制を設けるという方向性に賛成す

る。「不当に高額」という文言は抽象的ではあるが，結局のところ，報酬の額の相当

性は，当該事務の内容，当該信託の経理の状況等の諸事情を総合的に勘案して判断

できるものであるから，考慮要素を全て列記することは難しい。実際，公益法人認

定法第５条第１３号でも同一の文言が用いられており，特段の問題は生じていない。

(東弁) 

・ 公益信託の信頼性及び公益性確保の観点からは，公益法人認定法第５条第３号及

び第４号の同趣旨のものとして本文⑴ア及びイ記載の基準を定めることは必要であ

り，本文⑴ア及びイの基準について賛成である。 

公益性の確保の観点から受託者及び信託管理人の報酬額について一定の制限は必

要である。しかし，現行の許可審査基準「５．信託報酬」において，「公益信託の

引受けに係る受託者への報酬については，信託行為に明確に定めるものとし，その

額は，信託事務の処理に要する人件費その他必要な費用を超えないものであること」

と定められており，そのため信託報酬が極めて低額となっており，受託者の担い手

を確保するにあたって障害要因となっている。そこで今回の改正において，受託者

の担い手を増やし，公益信託を活性化するためにはこのように過度に制約すること

は望ましくない。「不当に高額にならない」という限度での制約に止めるのが相当

であり，本文⑴ウの基準について賛成である。（日弁連） 

【反対】なし 

 

２ 本文⑴エの提案及び（注）について 

【賛成】東京都 

・ 「公益信託の信託財産は，可能な限り公益信託事務を実施するための費用として

用いられるべき」であるところ，現行公益信託においては公益信託事務が金銭の助

成に限定されているものであっても経常的経費の割合が公益信託事務の費用を上回

る事例などが一部見受けられるから，本文４の⑴エ(ｳ)の基準は必要である。（東京

都） 



 

38 

【反対】大阪弁，札幌弁，日弁連 

・ 本文⑴エについて，事業型の公益信託についても，(ｱ)収支相償，(ｲ)遊休財産制

限規制及び(ｳ)費用中に占める必要な経常的経費の額が一定の割合以下となると見込

まれるとの基準は不要である。仮に，事業型の公益信託について収支相償，遊休財

産制限等の規制を設けるとしても，公益法人において収支相償などについて硬直的

であるという批判があることを踏まえて，単年度ではなくより長い期間で収支相償

を考えるなど柔軟な対応が可能となるように制度を検討すべきである。 

公益法人では，収益事業を一定の範囲で行うことも許容されていることと異なり，

公益信託では，公益目的に必要ない事務は行えず，軽量・軽装備での制度を予定し

ていることからして，公益法人と同程度の厳格な会計による規制はそもそもなじま

ない。その上，奨学金給付などを内容とする助成型においては，収入の主なものは

寄付であって，信託財産が大きく蓄財として溜まるという危険性が低いといえるた

め，会計による認可基準を設けないとの点は妥当である。一方，本文の提案では，

美術館の運営などの事業型について，助成型と比べて，その事業をする過程で蓄財

などされる危険性が高いとして規制が必要とするようである。しかし，そもそも公

益法人においても，公益活動の継続という観点からある程度の内部留保が必要な場

面にもかかわらず，現行の公益法人における収支相償や遊休財産保有制限の規制に

よって柔軟な公益活動が阻害されるという，既に強い批判がある。また，経常的経

費を一定割合以下とする点についても，受託者の報酬について別途制約がある中で，

あえてかかる基準を導入する必要性は乏しい。公益信託においては，信託管理人を

必須とするなどガバナンスも整備されることとなっており，不当な財産の蓄積等に

は一定程度歯止めがかけられると考えられること，会計について公益信託の認定基

準とした場合には，その基準を事後的に満たさない場合には認定取消しとの重大な

結果を招くおそれがあり軽量・軽装備の公益信託にはなじまないことから，その導

入は慎重であるべきである。もし仮に，公益信託において，収支相償，遊休財産額

の規制を設ける場合には，現在批判されている，公益法人制度の収支相償，遊休財

産額の規制をそのまま導入するのではなく，複数年度にわたる形での収支相償が認

められるように設計するなどの検討が必要である。（大阪弁） 

・ 本文⑴エは不要である。会計については，金銭の助成等に限定されている公益信

託とそれ以外の公益信託を区別する必要はない。エを認可基準とすると，美術館の

修繕費用や美術品の入替・新規購入費用の積立金等が遊休財産等と扱われる可能性

が残る。（札幌弁） 

・ 本文⑴エ(ｱ)から（ｳ）までのいずれについても反対する。仮に，事業型の公益信

託について会計上の規制を設けるとしても，公益法人において収支相償などについ

て硬直的であるとして批判があることを踏まえて，単年度ではなくより長い期間で

考えるなど柔軟な対応が可能となるような制度を引き続き検討すべきである。 
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本文⑴エの基準は，公益法人の会計基準を参考にしつつ定められたものである。

しかるに，公益法人では，収益事業を一定の範囲で行うことも許容されていること

と異なり，公益信託では，公益目的に必要ない事務は行えず，軽量・軽装備での制

度を予定していることからして，公益法人と同程度の厳格な会計による規制はそも

そも馴染まない。その上，奨学金給付などを内容とする助成型においては，収入の

主なものは寄付であって，信託財産が大きく蓄財として貯まるという危険性が低い

と言えるため，助成型において会計による基準を設けないとする点（本文４⑵）は

その限りにおいて妥当である。 

一方，本文の提案では，美術館の運営などの事業型について，助成型と比べて，

その事業をする過程で蓄財などされる危険性が高いとして事業型については助成型

と異なる会計による規制が必要とするようである。しかし，そもそも公益法人にお

いても，公益活動の継続という観点からある程度の内部留保が必要な場面があるに

もかかわらず，現行の公益法人における収支相償や遊休財産保有制限の規制によっ

て柔軟な公益活動が阻害されるという，強い批判がある。公益信託においては，信

託管理人を必須とするなどガバナンスも整備されることとなっており，不当な財産

の蓄積等には一定程度歯止めがかけられると考えられること，会計について公益信

託の認定基準とした場合には，その基準を事後的に満たない場合には認定取消しと

の重大な結果を招くおそれがあり軽量・軽装備の公益信託には馴染まないことから，

その導入は慎重であるべきであり，本文⑴エ(ｱ)及び(ｲ)の規制にはいずれも反対す

る。また，経常的経費を一定割合以下とする点についても，受託者の報酬について

別途制約がある中で，あえてかかる基準を導入する必要性は乏しく，公益信託は軽

量・軽装備の制度であるべきであるとの点からすれば過剰な規制であり，本文⑴エ

(ｳ)の規制の導入には反対する。もし，万が一，事業型について本文⑴エ(ｱ)及び(ｲ)

に記載された収支相償，遊休財産額等の規制を設ける場合には，現在批判されてい

る，公益法人制度の収支相償，遊休財産額の規制をそのまま導入するのではなく，

複数年度にわたる形での収支相償が認められるように設計するなどその内容につい

て軽量・軽装備の公益信託に合致した規制の在り方について，引き続いて検討する

ことが必要である。（日弁連） 

【その他の意見】公法協，東弁 

・ 本文⑴エ(ｱ)の収支相償については，公益法人制度においても問題のある制度とさ

れており，エ(ｲ)の遊休財産規制とエ(ｳ)の公益目的事業比率により，儲け過ぎによ

る内部蓄積を図ることや管理費の無駄遣い等の弊害は十分に避けられることから，

公益法人制度における問題状況を参考にしながら，本文⑴エ(ｱ)の基準を採用しない

ことを含め慎重に検討すべきである。（公法協） 

・ 本文⑴エ（ｱ）について，公益法人における収支相償の規制は，原則として各事業

年度において収支が均衡することを求めるものであり，例外として特定費用準備資
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金としての計画的な積立て等で中長期的に収支が均衡することが確認されれば基準

を満たすというものである。こうした規制については，①黒字が出そうだから不要

な公益資産の取得や事業費用の放出で帳尻を合わせる事態を誘発する，②経営努力

が仇になり，公益法人の成長力ないし生存力を漸次的に奪う結果となるなどの批判

がある。公益法人においても，実務的に非常に難しいところであり，対応に苦慮し

ている実情があると指摘されている。こうした批判・実務上の困難は，公益信託に

収支相償規制を設けた場合にも同様に当てはまる。また，公益法人の会計は，①公

益目的事業会計，②収益事業等会計，③法人会計の３つの会計に区分されているが，

収支相償は，①公益目的事業会計の部分についてのみにかかる。②収益事業等会計

の部分には収支相償の原則がかからないため，公益法人では，公益目的事業につい

て費用が足りないときには，収益事業の方でたまっているものを使えばよいが，公

益信託の場合，公益目的事業しか行わない構図の下では，継続的に公益信託を行う

上で，収支相償が非常に大きな制約になるおそれがあり，収支相償の原則を採用し

ないことが望ましい。収支相償を判定する期間を単年度ではなく数年度にしても，

収支相償が継続的な公益信託の阻害事由になるとの懸念は，なお存在する。さらに，

新たな公益信託においては，収益を伴う信託事務の必要性の有無について，行政庁

が監督することが想定されている。収支の適正さと事務の必要性は区別できるもの

であるが，過剰な対価を収受するようなものであれば，公益目的との関連で必要が

ないと解釈する余地もあると考えられ，そうであれば，収支相償を導入せずとも，

収益を伴う信託事務の適正さを担保する手段はある。税制上の優遇を受けられる公

益信託制度の濫用を防止することと，公益信託を軽量・軽装備の制度としてその利

用を広く促進することとのバランスをとる見地からは，収支相償の規制を設けず，

信託財産をむやみに溜めこむことを防ぐ方策を考えることが望ましい。また，本文

⑴エ（ｲ）について，税制上の優遇を受けられる公益信託制度の濫用を防止すること

と，公益信託を軽量・軽装備の制度としてその利用を広く促進することとのバラン

スをとる見地から，中庸を目指すことが望ましい。米国でも内部留保がある方が信

用力のある公益団体であると認められているとの指摘もある。そのため，遊休財産

の保有を許容しつつ，一定の制限を設けるという本文の提案の方向性に反対するも

のではないが，残された問題点（例えば，具体的な遊休財産額の算定方法）につい

て，公益法人認定法における遊休財産規制を参考にしつつ，引き続き検討すべきで

ある。さらに，本文⑴エ（ｳ）については，経常的経費のうち大部分を占める受託者・

信託管理人の報酬について「不当に高額とならない」とする認定基準が設けられる

予定（第９の４(1)（ｳ））である以上，あえて経常的経費の割合を制限する基準を設

ける必要は乏しい。公益信託を軽量・軽装備の制度としてその利用を広く促進する

ことを重視し，規律を設けることに反対する。本文の提案は公益法人認定法第１５

条の公益目的事業比率を参考にしているが，公益信託の受託者については，当該公
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益信託の目的の達成のために必要な範囲で収益事業を行うものとされ，自由に収益

事業を行わないことが前提とされているから，同様の規律をする必要はない。（東弁） 

 

３ 本文⑵の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，東弁，日弁連 

・ 助成型について，会計の規制を設けないことは妥当である。（大阪弁） 

・ 賛成する。本文⑴エの公益信託の会計基準についての問題は，公益信託事務が金

銭の助成等に限定されているものについても理論的には発生しうる問題であり，公

益法人制度との権衡からも同一の基準を適用すべきであるが，公益信託事務におい

て，この問題が発生しないということが担保されるならば賛成する。そのためには，

適用しない場合における「公益信託事務が金銭の助成等に限定されている公益信託」

の定義や要件等を明確に規定する必要がある。（公法協） 

・ 本文⑴エの基準の合理性には疑問があり，少なくとも公益信託事務が金銭の助成

等に限定されているときに本文⑴エの基準を適用する必要はない。（東弁） 

・ 事業型を含めて本文⑴エの会計の基準そのものの導入に反対ではあるが，仮に⑴

エ若しくはこれを元にした会計の基準が採用される場合でも，少なくとも助成型の

公益信託には適用されるべきではないとの限りで本文⑵に賛成である。（日弁連） 

【反対】東京都 

・ 現行公益信託で公益信託事務が金銭の助成に限定されているものであっても，経

常的経費の割合が公益信託事務の費用を上回る事例が一部見受けられることから，

本文⑴エ（ｳ）の基準は適用されるべきである。（東京都） 

 

 

第１０ 公益信託の名称 

公益信託の名称に関して，以下のような規律を設けるものとする。 

１ 公益信託には，その名称中に公益信託という文字を用いなければなら 

ない。 

２ 何人も，公益信託でないものについて，その名称又は商号中に，公益 

信託であると誤認されるおそれのある文字を用いてはならない。 

３ 何人も，不正の目的をもって，他の公益信託であると誤認されるおそれ 

のある名称又は商号を使用してはならない。 

４ ３に違反する名称又は商号の使用によって事業に係る利益を侵害され， 

又は侵害されるおそれがある公益信託の受託者は，その利益を侵害する 

者又は侵害するおそれがある者に対し，その侵害の停止又は予防を請求 

することができる。 
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【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 公益信託の名称使用に関し，公益信託の信用を保持するためにも，公益法人制度

における名称の規制にならい，本文の提案にあるような法律上の規制を設けること

は妥当である。（大阪弁） 

・ 一定の要件を満たすことによって公益信託と認められた存在であるか否かを明確

に示すため，名称を規律することに合理性がある。（東弁） 

・ 「公益信託」という文字を名称に用いることによって，当該信託が公益信託法の

定めに従って成立した公益信託であることを表示させることは，関係者に対し，当

該信託の性質を認識させ，不測の事態を回避させることにつながるため相当である。

また，「公益信託」の名称を利用するなどして，公益信託と誤認させ寄附を募るなど

の悪質な行為を防止するため，公益信託であると誤認させる行為を規制することは

適切である。（日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第１１ 公益信託の情報公開 

１ 公益信託の情報公開の対象及び方法 

現行公益信託法第４条第２項を廃止又は改正し，新たな公益信託の情報

公開の対象，方法については，公益財団法人と同等の仕組みとするものと

する。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，連合 

・ 公益信託に対する社会の信頼を高めるという観点から，情報公開に関しては特に

規律を緩やかにすべきではなく，公益財団法人と同程度のものとすべきである。た

だし，例えば遺言で公益信託が設定される場合に，同遺言に信託と無関係の情報な

いし内容が記載されること等がありうることに鑑み，公開される情報の体裁につい

ては柔軟に考えるべきである。（大阪弁） 

・ 行政庁による公開には認可申請書類等を含めた全面公開を期待する。（公法協） 

・ 本文の提案に総論としては賛成する。ただし，補足説明４８頁に，「公開の対象は，

信託関係人の住所氏名のような個人情報を除く内容を想定しているが，実務上支障

を来さないように引き続き検討する必要がある」と記載されているとおり，プライ

バシーに配慮し，新たな情報公開の仕組みが過度な負担とならないようにする必要

がある。補足説明において，信託財産に係る帳簿等（信託法第３７条第１項）につ

いて言及しているが，公益法人においても信託帳簿に相当するものは開示対象とさ

れておらず，同様の考え方により公益信託でも開示対象とされないと考える。（信託

協会） 
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・ 賛成するが，性質，内容に応じ受託者の過大な負担とならないようにすべきであ

る。現行の主務官庁の許可制の下における情報公開は，事業概要及び財産目録（資

産合計，負債合計，正味信託財産）が公開される程度であり，必ずしも十分になさ

れているとはいえない。新たな公益信託法においては，事業型の公益信託も可能と

し，公益信託の内部におけるガバナンス体制により運営することが予定されている

のであるから，公益信託の透明性を確保するために，公益財団法人と同等の仕組み

とする方向性には賛成する。他方で，公益信託を広く活用する観点及び軽量・軽装

備という公益信託の特徴に鑑み，受託者の過大な負担とならないよう，公益財団法

人と公益信託の主体の差異，性質，内容の違いを踏まえた情報公開の内容とすべき

である。（東弁） 

・ 公益信託においても，公益財団法人と同様に，不特定かつ多数の者の利益のため

に活動するから，国民に対し広く情報公開を行い，透明性の高い事業運営を行うこ

とが望ましいと言える。ただし，具体的な仕組みを検討するに当たっては，公益信

託と公益財団法人との性質の違い（信託と法人の違い等）を考慮に入れるべきであ

り，また，情報公開が過度の負担となって公益信託の活用が阻害されることがない

よう配慮されるべきである。（日弁連） 

・ ガイドラインにおいて，部会資料３６の別表５（新たな公益信託の情報公開）の

ように，情報公開の対象や方法を明示することが望ましい。（連合） 

【反対】なし 

【その他の意見】個人 

・ 公益信託の様なものは，直接に財産等に関係するものであるので，公益財団法人

よりも更に公開について意を使いその幅を広げる必要があると考える。公益信託に

よって収益を得ることが否定されなくとも，その情報公開については国民が保護さ

れるべき個人情報を除く全てを把握可能な程度に開示されるべきであると考える。

（個人） 

 

２ 公益信託の公示 

行政庁は，公益信託の成立の認可やその取消し，公益信託の変更，併合・

分割の認可をしたときは，その旨を公示しなければならないものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 公益信託に対する社会の信頼を高めるという観点から，行政庁も，公益信託に関

する重要事実を公示すべきである。（大阪弁） 

・ 行政庁による公示については，「公益信託の成立の認可やその取消し，公益信託の

変更，併合・分割の認可をしたときは」の他に，公益法人同様，成立の不認可，勧

告，命令の処分をしたときも公示対象とすることを希望する。情報公開は，公益信
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託のガバナンスを確保するための，最も重要な要件の一つであるからである。（公法

協） 

・ 認可の有無は広く知らしめる必要があるから，公示することが適切である。（東弁） 

・ 公益信託の成立の認可やその取消し等，公益信託の成否・存続に関する重要事に

ついては，関係者に大きな影響を与え得るから，公示によって広く情報公開される

べきである。（日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第１２ 公益信託の監督 

１ 行政庁の権限 

 現行公益信託法第４条第１項の規律を改め，行政庁は，次の権限を行使

するものとする。 

⑴ 行政庁は，公益信託事務の適正な処理を確保するために必要な限度

において，受託者に対し，その公益信託事務及び信託財産の状況につ

いて必要な報告を求め，又は，その職員に，当該受託者の事務所に立

ち入り，その公益信託事務及び信託財産の状況若しくは帳簿，書類そ

の他の物件を検査させ，若しくは関係者に質問させることができる。 

⑵ 行政庁は，公益信託が成立の認可基準のいずれかに適合しなくなっ

たとき等に該当すると疑うに足りる相当な理由がある場合には，受託

者に対し，期限を定めて，必要な措置をとるべき旨の勧告をすること

ができる。 

⑶ 行政庁は，上記⑵の勧告を受けた受託者が，正当な理由がなく，そ

の勧告に係る措置をとらなかったときは，当該受託者に対し，その勧

告に係る措置をとるべきことを命ずることができる。 

⑷ 行政庁は，上記⑶の命令を受けた受託者が，正当な理由がなく，そ

の命令に従わなかったときは，当該公益信託の成立の認可を取り消さ

なければならない。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 今回の改正によって，公益信託では，主務官庁による許可制は廃止となり行政庁

による認可制が採用される予定であり，公益信託を自律的な公益活動と位置付ける

立場からすれば，行政庁が認可基準が維持されているか否かという観点の限度で監

督するというのは適当である。そして，その具体的な監督方法として，本文の提案

は公益法人認定法第２７条から第２９条までに同じであるところ，同じく行政庁に

よる認可制を採用する公益法人と少なくとも同程度の定めとすることが適当である。
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（大阪弁） 

・ １の⑴について，行政庁に公益信託事務の処理について検査を行う権限を認める

ことについては合理性があるから，基本的に賛成する。ただし，公益法人認定法と

同様の規律とする見地から，同法第２７条第２項及び第３項と同様の規定を設ける

ことが必要である。 １の⑵から⑷までについて，公益信託の認可基準に適合しなく

なったときや，法令又は法令に基づく行政機関の処分に違反したときなどにおいて，

行政庁に勧告・命令・公益信託認可取消しの権限を付与すべきであるから，賛成す

る。（東弁） 

・ 公益信託内部の自主的な運営を重視する観点から，後見的な包括的監督ではなく，

公益信託の成立の認可基準を満たしていることを確保するために必要な範囲で行政

庁の監督権限を定めるものと言え，適切である。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 行政庁と裁判所の権限の分担については，第１３から第１６について意見を述べ

る点において反対する。（信託協会） 

 

 

２ 裁判所の権限 

裁判所は，信託法が裁判所の権限としている権限を原則として有するも

のとすることに加え，現行公益信託法第８条が裁判所の権限としている権

限を有するものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 主務官庁による許可制を採用する現行公益信託法では，公益信託に関する裁判所

の権限は原則として主務官庁に移行されており，司法作用に適合する事項（信託の

変更，終了，保全，新受託者の選任，鑑定人の選任，書類提出命令，弁済許可）の

み裁判所の権限に残すという方法によっていた。今回の改正によって行政庁による

認可制という後見的な監督への変更が予定されているため，信託法が裁判所に権限

を認めているものについては行政庁ではなく裁判所に認めること，主務官庁による

監督の下であっても裁判所の権限とされていた現行公益信託法第８条に定める事項

を裁判所の権限と維持することは適当である。（大阪弁） 

・ 現行法における主務官庁による後見的な認可・監督を廃止し，公益信託の成立の

認可基準を満たしていることを確保するために必要な範囲で行政庁の認可・監督が

なされることを前提とすれば，信託法及び現行公益信託法第８条が裁判所の権限と

する権限を行政庁に移行させる必要はなく，これら権限は裁判所が有するものする

ことが適切である。（東弁，日弁連） 
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【反対】信託協会 

・ 行政庁と裁判所の権限の分担については，第１３から第１６について意見を述べ

る点において反対する。（信託協会） 

 

 

第１３ 公益信託の受託者の辞任・解任，新受託者の選任 

１ 公益信託の受託者の辞任 

現行公益信託法第７条の規律を改め，受託者は，委託者及び信託管理人

の同意を得て辞任することができるほか，［やむを得ない事由／正当な理由］

があるときは裁判所の許可を得て辞任することができるものとする。 

 

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，東弁，日弁連 

・ 今回の改正によって，行政庁による認可制という監督へと移行し，公益信託に自

主的な管理を求める立場からすれば，外部の第三者機関の関与なく委託者及び信託

管理人の同意があれば受託者は辞任できるルートを設けることは私的自治の観点か

らも妥当である。次に，上記同意を得ずとも受託者が辞任できる第三者機関による

ルートを設けることも信託法の規定との整合性から妥当である。その第三者機関に

ついて，行政庁とすることも検討できなくはないが，認可基準と直接的に関係があ

る選任の場面ではないことから，必ずしも行政庁の判断による必要もなく，辞任の

許可事由があるかという司法判断とすることも適当である。（大阪弁） 

・ 主務官庁制を廃止し，信託関係者によるガバナンス体制を構築する観点から，公

益信託法第７条を改正し，受託者は，信託関係者の同意を得て辞任することを認め

ることが相当である。そして，公益信託の受託者が自由に辞任することを許すと，

公益の実現を害する虞があるが，本文の提案は，受託者について，委託者及び信託

管理人の同意を得て辞任することができるとしている（信託法第５７条第１項と同

様）。これは，委託者及び信託管理人の同意を通じてガバナンスを確保するものであ

り，妥当である。受託者の辞任について，委託者および信託管理人の同意が得られ

ない場合は，紛争性のある事案と考えられるので，（行政庁ではなく）裁判所による

許可を得て辞任する方法を認めるべきである。（東弁） 

・ 受託者が辞任の意思を有しており，かつ，委託者及び信託管理人もこれに同意し

ているような場合にそのままの当事者で公益信託を継続することは，当事者の意思

に合わないだけでなく，公益信託の運営の観点からも不効率となる可能性が高いと

考える。そのため，委託者及び信託管理人の同意がある場合には，特段の手続を要

することなく受託者の辞任を認めるべきである。（日弁連） 

 



 

47 

【反対】信託協会 

・ 「受託者が，委託者と信託管理人の同意を得て辞任できる」ことには賛成するが，

受託者の辞任に委託者の同意をデフォルトで必要とすることに反対する（第６参照）。

「正当な理由」等がある場合，受託者は裁判所の許可がなくとも行政庁への届出等

により辞任できる制度とすべきである。 

委託者が不存在の場合に裁判所の許可を必要とすることは手続として負担が大き

い。補足説明５２頁１⑶に「委託者が不在の場合に受託者が信託管理人の同意を得

て辞任することは同項ただし書の信託行為の別段の定めがない限り認められないこ

とになる。」と記載されているが，公益認可申請手続において許容される標準的な別

段の定めがどのようなものであるかが，明らかにされるべきである。さらに，公益

信託にとって委託者の不存在は異例な状況ではないことからすると，標準的に導入

される別段の定めの内容は，予め法令上のデフォルトルールとすることがより望ま

しいと考える。 

受託者が辞任する「やむを得ない事由」や「正当な理由」がある場合で，何らか

の事情で信託管理人等の合意が得られない場合には，裁判所の許可を要さず，行政

庁への届出等により辞任できるようにすべきである。 

対応策として，信託法第５７条が任意規定であることが新しい公益信託法におい

ても維持されるのであれば，信託行為に「正当な理由がある場合に受託者は辞任で

きる」等の条項を定めることが考えられる。もっとも，「受託者はいつでも信託管理

人への意思表示により辞任できる」等の規定は，公益性の維持のために望ましくな

いため，公益認可申請手続において許容される標準的な別段の定めがどのようなも

のであるかが，明らかにされるべきである。さらに，標準的に導入される別段の定

めの内容は，予め法令上のデフォルトルールとすることがより望ましいと考える。

このような措置がとられた上でなければ，裁判所が「やむを得ない事由」を判断し

て受託者の辞任を許可する制度とすることは許容できないと考える。（信託協会） 

【その他の意見】公法協，最高裁，札幌弁 

・ 運営委員会を必置とする考えが大勢の意見とはならない場合において，運営委員

会的機関は個別の信託行為で設置しうること，その場合，その権限内容等について

も強行法規として受託者，信託管理人，委託者に付与された権限を奪うことになら

ない範囲内で，受託者の辞任，解任，選任に係る合意について権限を有するよう，

自由に設計できることと理解している。例えば，受託者の解任について委託者及び

信託管理人の合意に加えて，運営委員も合意当事者とし，これら三者の合意が得ら

れなければ裁判所の権限とすること等が考えられる。なおこの理解は，次の第１４

項においても同じとするほか，当事者の合意による任意終了（第１６の２）も同様

とする（第１３の２及び３においても同様）。（公法協） 
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・ 「正当な理由」を辞任事由とする考え方について，「正当な理由」の内容が不明確

であるとの実務上の問題点の指摘があった。一方，「やむを得ない事由」を辞任事由

とする考え方について，公益信託事務の停滞のおそれがあるとの実務上の問題点の

指摘があった。（最高裁） 

・ 積極的に反対するものではないが，当事者の都合による安易な辞任・解任を認め

るべきではなく，裁判所の許可を得た場合にのみ辞任・解任を許容すべきである。

（札幌弁） 

 

２ 角括弧内の文言について 

【「やむを得ない事由」に賛成】東弁 

・ 裁判所の許可を得て辞任する際の要件については，信託法第５７条第２項と同様

の「やむを得ない事由」にすることが相当である。公益信託の受託者は，公益を実

現するために事務処理を行う立場にあるから，私益信託の場合よりも辞任の要件を

緩和すべきではない。ただし，「やむを得ない事由」とは，従来の解釈では，個人の

受託者であれば，天災，病気，高齢等のためにその任務を十分行い得ないことのほ

か，法人の受託者がその任務を継続できない状況が生じた場合を想定しており，か

かる従来の解釈に対しては辞任が許される場合が硬直的で狭すぎるという批判があ

り，新受託者の存在を考慮すべきであるとして，要件を「正当な理由」とする提案

がなされている。このことを踏まえて，文言は「やむを得ない事由」としつつも，

解釈上の課題を今後検討すべきである。（東弁） 

【「正当な理由」に賛成】大阪弁，札幌弁，日弁連 

・ 許可事由としては，現行公益信託法７条に定める「やむを得ない事由」では受託

者が辞任できる要件としては厳格であることから，「正当な理由」とすることで，例

えば，後任の受託者候補がいることを理由とする辞任が許容されるなど，柔軟な対

応が可能になると考えられる。（大阪弁） 

・ 「やむを得ない」，「著しい損害」等の文言は，不必要に狭く解釈されるおそれが

あることから，角括弧内の文言は，いずれも「正当な理由」が妥当である。（札幌弁） 

・ 受託者が辞任の意思を有している場合には，早期に後任の受託者に引き継いだ方

が公益信託の適切な運営に資することになる場合も多いと考えられるところ，委託

者及び信託管理人の同意が得られていない場合であっても，裁判所の判断により柔

軟に受託者の辞任を認めることが可能となるよう，やむを得ない事由までなくても

「正当な理由」があれば，裁判所が受託者の辞任を許可できるようにすべきである。

特に行政庁の認可を受けて新受託者となることが見込まれる具体的な候補者が存在

する場合には，裁判所は緩やかな基準で受託者の辞任を許可するようにすべきであ

る。（日弁連） 
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【その他の意見】信託協会 

・ 受託者の辞任の「やむを得ない事由」の具体的な例としては，「受託者が天災，病

気，高齢等のために信託事務を処理するに足りる能力がなくなったとき」と補足説

明５３頁に記載されているが，このような場合は，公益信託の受託者の能力要件を

満たさないのであるから，信託管理人等が辞任に反対する理由はない。このような

場合には信託管理人等の同意がなんらかの事情で得られなくとも，受託者は当然辞

任できるべきである。むしろ，信託管理人等の合意が得られない場合として想定さ

れるのは，「正当な理由」の例として挙げられている「後任候補者として適格性を有

する者が予定されている場合」である。一定の手順で後任受託者が選任可能な場合

に，信託管理人等の反対により受託者が辞任できないことは認められるべきではな

い。（信託協会） 

 

２ 公益信託の受託者の解任 

⑴ 委託者及び信託管理人の合意による解任について 

    委託者及び信託管理人は，［受託者がその任務に違反して信託財産に

著しい損害を与えたことその他重要な事由があるとき／正当な理由があ

るとき］は，その合意により受託者を解任することができるものとする。 

⑵ 委託者及び信託管理人の合意がない場合において，受託者がその任 

務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があ

るときは，裁判所は，委託者又は信託管理人の申立てにより，受託者を

解任することができるものとする。 

委託者については信託行為において受託者の解任の申立権を有しない

旨を定めることができるものとする。 

  

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，東弁，日弁連 

・ まず，２の⑴について，現行公益信託法第８条は受託者の解任権限を主務官庁に

与え，かつ，主務官庁による職権行使を可能と定めているため，その解釈から公益

信託の受託者を委託者及び信託管理人の合意によっても解任することはできないと

解されている。しかし，公益信託に内部的自主的な管理を求める立場としては，受

託者の解任が必要となる場合には，財産保全の観点から緊急性を要する場合も想定

され，第三者機関の関与を必ずしも必要としない，当事者間による合意による解任

を認めるのが適当と考えられる。次に，２の⑵について，現行公益信託法第８条は，

公益信託の受託者はその任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたこと等重要

な事由があるときは，委託者又は信託管理人による主務官庁に対する受託者解任の

申立てを受けて主務官庁により解任されるほか，主務官庁の職権による解任も可能
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としている。２の⑴のように委託者と信託管理人が合意に達しなくとも，財産保全

の観点から緊急的に受託者の解任が必要となる場合も想定できるため，そのための

第三者機関によるルートを設けることも適当であり，また，辞任の場面と同じく，

認可基準と直接的に関係がある選任の場面ではないことから，司法判断とすること

が適当である。なお，解任の裁判の申立権者として委託者を含めるかについては，

委託者の公益信託への関与は制限的であるべきであるものの，本文の提案はデフォ

ルトルールであって，信託行為において委託者について申立権を有しない旨定める

ことも可能であるから，特段の反対はしない。（大阪弁） 

・ ２の⑴について，公益信託のガバナンス確保の観点から，受託者に不適切な事由

が生じた場合には，委託者と信託管理人の合意によって受託者を解任することを認

めるべきである。２の⑵について，受託者の解任について委託者と信託管理人との

間で合意が成立しない場合は，信託関係者間に激しい意見の対立がある場合である

と考えられることから，かかる場合の紛争解決に適する裁判所によって受託者の解

任を行うことが相当である。要件については，信託法第５８条第４項の趣旨が公益

信託においても同様であるから，妥当である。本提案において，信託行為において

委託者に裁判所に対する解任申立権を有しない旨定めることができるとした点につ

いては，委託者意思の反映であるから，これを否定する理由はない。（東弁） 

・ 公益信託における委託者及び信託管理人による受託者に対する監督の実効性を高

める観点から，委託者及び信託管理人の主導によって受託者を解任できるようにす

べきである。また，委託者及び信託管理人による受託者に対する監督並びに信託財

産の保全の観点から，委託者及び信託管理人の合意がない場合であっても，裁判所

の関与の下，委託者又は信託管理人（特に信託管理人）の主導によって受託者を解

任するための手続を用意すべきである。特に行政庁の認可を受けて新受託者となる

ことが見込まれる具体的な候補者が存在する場合には，裁判所は緩やかな基準で受

託者の解任を認めるようにすべきである。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 受託者の解任権を委託者にデフォルトで与えることに反対する（第６参照）。 

受託者の解任事由について，「受託者がその任務に違反して信託財産に著しい損害

を与えたことその他重要な事由があるとき」「正当な理由があるとき」の何れが望ま

しいかは，その文言の実質により検討されるべきである。実質的な解任事由として

は，受託者の信託事務処理能力の欠如（公益認可基準の未達）の場合と受託者の能

力が公益認可基準を満たさないとまでは言えないが，より望ましいと信託管理人等

が考える受託者候補が存在するにもかかわらず受託者が辞任しない場合である。後

者の場合まで含めて解任事由とすることが公益の推進のためには望ましいと考える

が，これらは受託者の能力に関するものであるから，行政庁が判断すべきである。

もっとも，２の⑴が採用され，外部の第三者機関への申立てを要しないで受託者を
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解任できるとすれば，「受託者がその任務に違反して信託財産に著しい損害を与えた

ことその他重要な事由があるとき」とすべきである。 

また，辞任についての意見と同様の理由により，委託者不存在の場合についての

デフォルト規定を設けるべきである。その場合に信託管理人単独で解任できること

は，信託管理人の公益信託内部での影響力が強くなりすぎるため，要件を厳格にす

るか，外部の第三者機関の認可を必要とすべきである。（信託協会） 

 

２ 角括弧内の文言について 

【「受託者がその任務に違反して信託財産に著しい損害を与えたことその他重要な事由

があるとき」に賛成】：大阪弁，日弁連 

・ 後日に受託者が解任の適法性を争う場合も想定されることから，解任事由の要件

としては，受託者自身の意思表示がある辞任とは異なり，より厳格にするのが適当

である。（大阪弁） 

・ 委託者及び信託管理人の合意による受託者の解任を広く認めることは，公益信託

の事務の中断により受給者の地位を不安定にさせる懸念がある。そのため，解任の

正当な理由があるだけでは足りず，受託者がその任務に違反して信託財産に著しい

損害を与えたことその他重要な事由があるときに限って，委託者及び信託管理人の

合意による受託者の解任を認めるべきである。（日弁連） 

【「正当な理由」に賛成】：札幌弁，東弁 

・ 「著しい損害」等の文言は，不必要に狭く解釈されるおそれがある。（札幌弁） 

・ 解任事由としては，信託法第５８条第１項が「委託者及び受益者は，いつでも，

その合意により，受託者を解任することができる」と規定していることとのバラン

スをはかるべきであり，実効性のあるガバナンスを確保するためには，解任の要件

は「正当な理由があるとき」とすべきである。「受託者がその任務に違反して信託財

産に著しい損害を与えたことその他重要な事由があるとき」に限定すると，公益信

託に回復不可能な損害が生じてからでないと解任できないかのようであり，実効性

のあるガバナンスを確保できないおそれがある。解任権の濫用に対する懸念につい

ては，信託管理人の同意を要件としていることで対応が可能である。（東弁） 

 

３ 公益信託の新受託者の選任 

⑴ 委託者及び信託管理人は，信託行為に新受託者に関する定めがある場

合は，当該定めに従い，信託行為に新受託者に関する定めがない場合は，

信託法第６２条第１項の方法により新受託者を選任することができるも

のとした上で，新受託者になろうとする者は，行政庁による新選任の認

可を受けるものとする。 

⑵ 信託法第６２条第１項の場合において，同項の合意に係る協議の状況
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その他の事情に照らして必要があると認めるときは，裁判所は，利害関

係人の申立てにより，新受託者を選任することができるものとした上で，

新受託者になろうとする者は，行政庁による新選任の認可を受けるもの

とする（注）。 

（注）行政庁による認可を必要とせず，裁判所が新受託者を選任する前に，行政庁に

意見を聴くものとする考え方がある。 

 

１ 本文⑴の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 現行公益信託法第８条は，信託法第６２条第４項に定める裁判所の新受託者の選

任権限を主務官庁に与え，かつ，主務官庁の職権行使を可能としている。しかし，

自主的な管理を公益信託に求める立場としては，信託行為の定めや，委託者及び信

託管理人の合意により（信託法第６２条第１項），新受託者の選任をする方法を認

めるべきである。ただし，信託行為等によって選任されたとしても，認可基準を充

足する新受託者でなければ公益信託は維持できないため，行政庁が新選任の認可の

判断をすることが適当である。（大阪弁） 

・ 信託法第６２条第１項においては，信託行為に新たな受託者に関する定めがない

ときには，委託者と受益者の合意により受託者を定めることができるとしていると

ころ，公益信託においても受託者不在の事態が生じた場合において，当該信託の利

害関係人である委託者と信託管理人の合意により新受託者を選任することができる

ものとすることが妥当である。（東弁） 

・ 私益信託においては原則として信託行為の定めによって新受託者を選任し，当該

定めのない場合等は信託法第６２条第１項の方法により新受託者を選任することが

できるとされており，公益信託についても基本的に私益信託と同様の建付けをとる

べきである。その上で，受託者が公益信託の重要な要素であることに鑑みて，公益

信託の成立に準じて行政庁による新受託者の選任の認可を要するとすることは適切

であると考える。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 本文⑴について，信託管理人単独で選任できることを認めるべきである。それに

よって本文⑵は信託管理人が選任を行わない場合の利害関係人の申立てに限定され

ることになる。その場合，裁判所に，信託法第６２条第４項にいうところの「合意

に係る協議の状況その他の事情に照らして必要がある」か否かの判断を行わせる意

味があるのかは疑問である。むしろ，利害関係人の範囲（前受託者等）と申立て理

由を見直して，行政庁への申立てを広く認めるべきではないか。提案が採用される

場合には，委託者不存在の場合の規定等を整備すべきである。（信託協会） 
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２ 本文⑵の提案及び（注）について 

【賛成＝（注）に反対】東弁，日弁連 

・ 公益信託の設定時には行政庁による認可を受けるものとしているにもかかわらず，

新受託者の選任につき，それと異なった手続きを採用することは手続きの一貫性を

欠くものと考えられることから，本文の提案に賛成する。（注）の考え方には，窓口

及び手続きの一本化を図ることができるという利点があるが，裁判所は行政庁に対

して認可基準要件に係る意見を聴取することになり，裁判所の判断対象ではない事

項について意見を聴取することになってしまう。行政庁と裁判所では，役割が異な

るのであるから，一本化しないことが相当である。信託関係者としては，行政庁と

事前に折衝するなどして，裁判所による新受託者の選任と公益認可との時期を調整

することも可能である。（東弁） 

・ 利害関係人の申立てによって新受託者を選任する場合において，裁判所と行政庁

とは，それぞれ異なる基準によって選任の当否を判断するものと考えられ，当事者

の手続保障の観点（特にいずれかが認められなかった場合に当事者がその判断を争

うための手続を保障すること）から，裁判所による選任と行政庁による選任の認可

を分けて各手続を保障すべきである。また，信託法第６２条第１項の方法により新

受託者を選任する場合に行政庁の認可を要することとの平仄からも，裁判所が新受

託者を選任する場合も行政庁の認可を要するとすべきである。もっとも，裁判所と

行政庁の二重の審査に過度の時間を要する事態が生じることは回避すべきであり，

迅速に判断が行われるよう運用面での取組みを期待する。（日弁連） 

【反対＝（注）に賛成】大阪弁，札幌弁 

・ 裁判所において選任をした上で，行政庁が当該新選任を認可するという二段階の

方法は迂遠であり，裁判所における新選任の審理過程において，行政庁の意見を聴

き一段階で解決できることが簡便である。行政庁が意見を述べる前提として実質的

な調査等ができるよう，意見聴取の方法を工夫することも検討の余地がある。（大阪

弁） 

・ 裁判所の判断を最終のものとする以上，裁判所の選任の前に，行政庁の意見を聴

くこととにしないと，行政庁の認可に不服がある場合，別途，行政訴訟が必要とな

り迂遠である。（札幌弁） 

【その他の意見】最高裁 

・ 新受託者の選任に当たり行政庁が承知している事情で特に考慮すべきものや行政

庁の設定した基準等を承知せずに裁判所が新受託者を選任した結果，行政庁がこれ

を不認可にする場合が生じ，行政庁の認可を受けるまで，申立てと選任が繰り返さ

れることとなり，公益信託事務の停滞を招くことが懸念されるとの実務上の問題点

の指摘があった。また，（注）について，①裁判所から提供される書面等の情報のみ

では，意見聴取を求められた行政庁が新受託者の認可基準充足性について判断する
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ことができない旨の回答をするおそれがあることや，②裁判所の選任要件と行政庁

の認可要件とは異なるのであるから，異なる要件に基づく行政庁の「意見」を裁判

所がどのように斟酌すべきなのかが判然としないことなどの実務上の問題点の指摘

があった。（最高裁） 

 

 

第１４ 公益信託の信託管理人の辞任・解任，新信託管理人の選任 

公益信託の信託管理人の辞任・解任，新信託管理人の選任の規律は，

公益信託の受託者の辞任・解任，新受託者の選任と同様の規律とするも

のとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 信託管理人の辞任や解任に公益信託の認定を行う行政庁等が関与しなくとも，新

信託管理人の選任にさえ公益信託の認定を行う行政庁等が関与すれば，公益信託の

適正性を確保する上で差し支えない。一方で，信託における受託者と信託管理人の

役割・位置付けには相違があるものの，公益信託における信託管理人の受託者に対

する監督者たる地位に鑑みて，辞任・解任・選任についての規律を受託者の場合よ

り緩やかにすべきではない。なお，解任申立権者に受託者を含めると，監督される

立場にある受託者に監督者である信託管理人の解任申立権を認めることになる。し

かし，公益信託には受益者が存在せず，委託者の死亡後で他に信託管理人が存在し

ない場合には解任の申立権者が不在となり不都合であること，また解任には行政庁

又は裁判所が関与するため不当な結果を生じる可能性は低いことから，結論として

は賛成である。（大阪弁） 

・ 賛成するが，受託者の辞任，選・解任と同様の規律という意味が，受託者は関与

できない，すなわち，まず信託管理人と委託者の合意，合意が得られなければ裁判

所への申立てという手順であることを前提とする。（公法協） 

・ 賛成するが，具体的な制度設計に当たっては，信託管理人と受託者の立場の違い

に十分配慮して，検討を進めるべきである。信託管理人について，辞任・解任等に

関する規律を受託者の場合と全く異なるものにする必要性はない。同様としたほう

が，利用者にとって規律がわかりやすく，公益信託制度をより使いやすいものにで

きるので，規律を同様とすることに基本的に賛成する。もっとも，具体的な制度設

計を考えてみると，現状の提案では受託者の辞任・選任等の規律については信託管

理人の意思が相当に反映するものとなっていること（第１３参照）とのバランスを

考慮すると，信託管理人の辞任，解任等について受託者の意思を大幅に反映させる

ものとすることが果たして妥当であるのかは，疑問が残る。なぜなら，受託者は本

来信託管理人のコントロールを受ける立場にあるのだから，信託管理人の辞任・解
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任等について受託者に大幅なイニシアティブを与えることは，逆に受託者が信託管

理人をコントロールすることにつながり，本来の両者の関係を崩してしまうのでは

ないかが危惧されるからである。したがって，具体的な制度設計に当たっては，信

託管理人と受託者の立場の違いに十分配慮して検討を進めることが必要である。（東

弁） 

・ 私益信託においても信託管理人の辞任・解任及び新信託管理人の選任の規律は受

託者の規律を準用しており（信託法第１２８条及び第１２９条），公益信託において

もそのような建付けを修正する必要はない。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 本文の提案は，信託管理人と受託者の役割や信託法の定めの相違に言及しておら

ず，賛成できない。信託管理人の辞任は，信託法第５７条の準用により受益者の定

めのない信託の場合は委託者が単独で同意することにより辞任できるという解釈に

基づいて考えると，委託者の不存在の場合などには，常に裁判所の認可がなければ

辞任できないことになる。仮に，本文の提案を採用する場合は，信託行為の別段の

定めとして認められる場合を明確にすべきであるが，そもそも委託者の不存在等の

場合にも裁判所の認可によらず対応可能なデフォルトルールを定めるべきと考える。

デフォルトルールとしては，公益法人の監事の辞任は制限されないこととの平仄か

らは，信託管理人の辞任は制限されるべきではない。公益法人に比べて厳しい規律

とすることは信託管理人の就任をより困難にすると考えられる。信託管理人の選任，

解任については，公益信託の関係者が受託者と信託管理人のみであるような場合が

あることを前提とすべきであるから，受託者が主体的に行うことができなければ，

実務として成り立ち得ない。（信託協会） 

【その他の意見】最高裁 

・ 信託管理人の辞任事由の要件について，第１３の１と同様に，その内容が不明確

であるとの実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 

 

 

第１５ 公益信託の変更，併合及び分割 

 （前注）行政庁に対する変更，併合及び分割の認可の申請は，いずれも受託者が行

うことを前提としている。 

１ 公益信託事務の処理の方法に係る信託行為の定めの変更 

⑴ 現行公益信託法第５条及び第６条を廃止又は改正し， 

ア 公益信託事務の処理の方法に係る信託行為の定めの変更は，委託者，

受託者及び信託管理人の合意等がある場合には，行政庁による変更の

認可を受けることによってすることができるものとする。 

イ 裁判所は，信託行為の当時予見することのできなかった特別の事情
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により，公益信託事務の処理の方法に係る信託行為の定めが信託の目

的及び信託財産の状況その他の事情に照らして公益信託の目的の達成

に支障になるに至ったときは，委託者，受託者又は信託管理人の申立

てにより，信託の変更を命ずることができるものとする。 

  委託者については信託行為において変更命令の申立権を有しない旨

を定めることができるものとする。 

ウ 受託者は，上記イの変更命令の後，行政庁による変更の認可を受け

るものとする（注）。 

（注）行政庁による変更の認可を必要とせず，裁判所が信託の変更を命ずる前に，

変更後の信託が公益信託の成立の認可基準を充足するか否かについて，行政庁に

意見を聴くものとする考え方がある。 

⑵ 上記⑴アの例外として，公益信託事務の処理の方法に係る信託行為の

定めの軽微な変更をするときは，受託者は，その旨を行政庁に届け出る

とともに，当該変更について委託者及び信託管理人の同意を得ていない

場合には，遅滞なく，委託者及び信託管理人に対し，変更後の信託行為

の定めの内容を通知しなければならないものとする。 

 

１ 本文⑴アの提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁 

・ 信託関係人の合意の他，行政庁の認可を必要とすることにつき，賛成する。ただ

し，「公益信託事務の処理の方法に係る」との文言は削除し，「信託行為の定めの

変更」の後に，「（ただし，公益信託の目的の変更を除く。）」との文言を挿入す

べきである。信託関係人の合意に加えて，認可・取消権限を有する行政庁の認可を

必要とすることは妥当である。現行公益信託法第６条においても，信託の変更には

主務官庁の許可を要するとされており，これにより，公益信託の変更は，信託法第

１４９条の当事者の合意等に加え主務官庁の許可があった時点でその効力が生じる

とされている。また，第１５の２⑴の中間試案のたたき台⑵（部会資料４４）から

の文言の変更により，同規定との狭間が生じないよう，上記変更を行うべきである。

「信託事務の処理の方法」の文言は，平成１８年信託法改正時に，裁判所による信

託変更命令に関する信託法第１５０条を規定する際，裁判所による判断の対象を明

確にし，信託関係者の予測可能性を確保するものとして採用された文言であり，裁

判所による信託変更命令以外の場面で，同文言にとらわれる必要はない。（大阪弁） 

【反対】信託協会 

・ 本文⑴アの提案について，委託者の合意は不要とすべきである。それ以外の点は

賛成する。提案は信託目的の変更以外の信託の変更であるから，信託法第１４９条

第２項第１号により受託者と信託管理人で行うことができる範囲（「信託の目的に反
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しないことが明らかであるとき」）で行えばよく，委託者が合意者となることが不要

であるにもかかわらず，委託者の合意を得て公益信託事務の処理の方法を変更する

ことは，委託者が公益信託事務の処理に介入しているかのような外観を与えかねず，

公益性が疑われかねないため反対する。（信託協会） 

【その他の意見】東弁，日弁連 

・ 信託関係人の合意による変更を認めることに賛成するが，行政庁には届出を原則

として，例外的に認可を要することとすべきである。 

本文の提案のように，原則として信託行為の定めの変更には行政庁の認可を要し，

軽微な変更については例外的に届出とする整理は，軽量軽装備のメリットを損ない

かねないとの懸念があるばかりでなく，公益法人制度よりも重い手続となり適切で

ない。本文の提案は，「公益信託事務の処理の方法」の意義及び本文⑵の趣旨の分か

りにくさ（信託行為の定め全般について，軽微な変更は届出で足りるとする趣旨な

のか，それとも，公益信託事務の処理の方法のうちの軽微な変更に限定した趣旨な

のか）もあり，そのままでは軽量軽装備をメリットとする公益信託の特徴を損なう

ことにつながりかねないと懸念される。特に，「公益信託事務の処理の方法」の意義

については，認可申請時の所定の公益信託事務の種類や内容を変更する場合を指す

のか，それとも，文字どおり「処理の方法」（執行の方法）を指すだけなのか，分か

りにくい。部会資料４３の７頁の「○○地区の自然環境を保護するための自然林の

間伐，湖沼の浄化等」という公益信託事務を例にとれば，「間伐，湖沼の浄化」の具

体的な処理の方法（執行の方法）を変更するだけの場合，「公益信託事務の処理の方

法」の変更に該当するものとして変更認可の対象になるのだろうか。仮にそうだと

すると，過剰な規制につながる懸念があると言わざるを得ない。他にも，「間伐，湖

沼の浄化」をやめて「自然保護ボランティア活動に対する助成」に変更すると，そ

の変更は，公益信託事務の処理の方法以外の変更（公益信託事務の内容の変更）に

なるのか，それとも，公益信託事務の処理の方法の変更になるのか。その区別によ

り本文の提案のように裁判所の変更命令の方法が取れるか否かなど取り扱いを区々

にする意味がどれほどあるのか。いずれにせよ，本文の提案における「公益信託事

務の処理の方法」の意義が分かりにくいため，その点を明確にしておかなければな

らないと考えられるが，そうした明確化をしないままであれば，軽量軽装備をメリ

ットとする公益信託の特徴を損なうことにつながりかねないと懸念される。 

公益信託では変更の認可を受けることを原則とすることは，公益法人制度との比

較においても適切でない。すなわち，公益法人認定法は，変更認可を要する事項を

３つに限定して掲げ（公益法人認定法第１１条），変更届出を要する事項も限定列挙

している（同法第１２条，第２４条，第２６条）。公益法人認定法が上記のような方

式を採用した趣旨については，「認定申請書…の記載事項の変更を伴わない場合は，

認定基準適合性に変わりがないと考えられることから，変更届出で済むことと整理
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され」，「公益目的事業の内容の変更の場合において，事業の公益性についての判断

が明らかに変わらず，申請書に参考情報として記載されているに過ぎない事項の変

更と考えられる場合は，申請書の記載事項の変更を伴わないものとして，変更の届

出を行うこととなり」，「毎年度変動することが一般的に想定されるような事項の変

更については…変更の認定及び変更の届出を行う必要はありません」と説明されて

いる。以上のような公益法人制度における扱い・考え方は，新たな公益信託におい

ても，公益認可の申請書の記載事項に対する審査の方法により公益性の担保がはか

られると考えられることから，同様に当てはまるといえる。（東弁） 

・ 賛成するが，届出を原則とし，例外的に認可を要するものとすべきである。軽微

な変更の場合にまで，行政庁の認可や裁判所の変更を必要とするのは，当事者や行

政庁の双方にとって煩雑であるし，妥当でない。公益法人認定法は，変更認可を要

する事項を３つに限定して掲げ（公益法人認定法第１１条），変更届出を要する事項

も限定列挙している（同法第１２条，第２４条，第２６条）。こうした公益法人制度

の規律との比較においても，公益信託では変更の認可を受けることを原則とするの

は適切でない。認定基準の充足性の判断に影響する事項の変更である場合には，信

託関係人の合意に加えて，認可・取消権限を有する行政庁の認可を要することは妥

当である。（日弁連） 

 

２ 本文⑴イの提案について 

【賛成】大阪弁，札幌弁，東弁，日弁連  

・ 前段につき，事情変更があった場合に裁判所による変更命令を定めた信託法第１

５０条と同様の規律を設けることには，賛成する。現行公益信託法第５条では，信

託法第１５０条の公益信託への適用を除外し，判断主体が主務官庁とされていたが，

主務官庁による監督制度は廃止され，行政庁は認可基準を満たしていることを確保

するために必要な範囲での監督権限行使にとどめることが想定されていることから，

判断主体は裁判所とする本文の提案に賛成する。後段につき，本文の提案における

公益信託事務の処理の方法に係る信託行為の定めの変更は，当初予定できなかった

場面に関するものであり，原則として委託者に申立権を与えるべきと思われるが，

申立権がなくとも委託者が構わないと考えることを否定する理由はないので，反対

しない。（大阪弁） 

・ 前段について信託関係人の合意がない場合における裁判所による変更命令を定め

た信託法第１５０条と同様の規律を設けることには，賛成する。後段について，申

立権が無くても委託者が構わないと考えるのであれば，その判断に任せるべきであ

り，特に反対しない。（日弁連） 

【反対】なし 
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３ 本文⑴ウの提案及び（注）について 

【本文⑴ウの提案に賛成＝（注）に反対】大阪弁，東弁，日弁連 

・ 新受託者の選任の場面と異なり，本文⑴イの事情変更に基づく信託の変更と認可

基準とはそもそも要件が異なる。行政庁の意見が変更に賛成であれば裁判所として

は安心して変更命令を発令できるということにはなるが，他方，行政庁の意見は変

更に反対であるが，裁判所としては事情変更に基づく変更命令の要件を満たしてい

るとの心証の場合，問題が生じる。裁判所が訴訟指揮により申立内容を変更させる

ことを想定しているのであれば（このこと自体，裁判所はいかなる根拠によりこの

ような訴訟指揮を行うのかが問題になりうる。），変更内容は申立人に委ね，裁判

所は申立人の求める内容への変更を求めるか否かの判断のみを行えばよい。（注）

の考え方では，それが望ましいとした信託法第１５０条第２項との関係をどのよう

に捉えるかが問題となる。（大阪弁） 

・ 公益信託の設定時には行政庁による認可を受けるものとしているにもかかわらず，

信託行為の定めの変更があった場合にそれと異なった手続きを採用することは手続

きの一貫性を欠くものと考えられることから，本文の提案に賛成する。（注）は，窓

口及び手続きの一本化を図ることができるという利点があるが，裁判所は行政庁に

対して認可基準要件に係る意見を聴取することになり，裁判所の判断対象ではない

事項について意見を聴取することになってしまうので，妥当ではない。行政庁と裁

判所では，役割が異なるのであるから，一本化しないことが相当である。（東弁） 

・ 行政庁は認可基準の充足性を，裁判所は事情変更に基づく変更命令の要件の有無

を判断するものであり，両者の判断事項は異なる。裁判所による変更命令があった

場合には行政庁による認可を要しないとすることは，手続の一貫性を欠くものと考

えられる。（注）には，窓口及び手続の一本化を図ることができるという利点があり，

変更の適法性を最終的に判断するのは裁判所である点も考慮すれば，考え方として

はあり得る。しかし，行政庁の意見は変更に反対であるが，裁判所としては変更命

令の要件を満たすとの心証の場合，問題が生じる。この場合，裁判所がなし得る対

応の根拠，信託法第１５０条第２項との関係をどのように捉えるべきかなど課題が

残る。課題が残る現状では，役割の異なる行政庁と裁判所を一本化しないことが相

当である。（日弁連） 

【本文⑴ウの提案に反対＝（注）に賛成】札幌弁 

・ 変更の適法性の最終的な判断を裁判所に委ねる以上，行政庁の関与は，変更命令

の前が適切である。そのようにしないと，行政庁の認可に不服がある場合，別途，

行政訴訟が必要となり迂遠である。軽微な変更の場合にまで，行政庁の認可や裁判

所の変更命令を必要とするのは煩雑である。（札幌弁） 

【その他の意見】最高裁 

・ (注)について，第１３の３と同様の実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 
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４ 本文⑵の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 現行公益信託法第６条は，軽微な変更か否かを問わず，一律に主務官庁の許可を

必要としている。しかし，軽微な変更の場合でも，常に行政庁の認可や当事者の合

意が必要となるとすれば，当事者や行政庁の負担が重くなり，妥当でないから，軽

微な変更につき，これらを必要としない本文の提案に賛成する。また，第１５の１

⑴アの理由中に記載したとおり，裁判所による信託変更命令以外の場面で，「信託

事務の処理の方法」との文言にとらわれる必要はなく，本文の規定の対象範囲とし

て，公益信託事務の処理の方法の変更に限定すべきでない。公益信託事務の処理の

方法以外であっても軽微な変更であれば，行政庁への届出と委託者及び信託管理人

に対する通知で足りるとすべきである。（大阪弁） 

・ 本文⑵の提案では，信託行為の定めの軽微な変更をするときに，当該変更につい

て委託者及び信託管理人の同意を得ていない場合でも，受託者が単独で行えるよう

になっているが，その後の事後報告では受託者への牽制機能が十分機能しない恐れ

があるので，慎重に検討されたい。（公法協） 

・ 軽微な変更の場合にまで，行政庁の認可や裁判所の変更命令を必要とするのは煩

雑である。（札幌弁） 

【反対】なし 

  

２ 公益信託の目的の変更 

⑴ 現行公益信託法第６条を廃止又は改正し，公益信託の目的の変更は，

委託者，受託者及び信託管理人の合意がある場合には，行政庁による変

更の認可を受けることによってすることができるものとする。 

⑵ 現行公益信託法第９条を改正し，公益信託の目的を達成したとき又は

その目的を達成することができなくなったときは， 

ア 委託者，受託者及び信託管理人の合意がある場合には，公益信託の

目的を他の公益目的に変更し，行政庁による変更の認可を受けること

によって公益信託を継続できるものとする。 

イ 委託者が現に存しない場合には，受託者及び信託管理人は，その合

意により，公益信託の目的を類似の目的に変更し，行政庁による変更

の認可を受けることによって公益信託を継続できるものとする。 

 

１ 本文⑴の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 本文⑴について，信託関係人の合意に加えて，認可・取消権限を有する行政庁の
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認可を必要とすることは妥当である。また，公益信託の目的の変更をする場合には，

「信託の目的に反しないことが明らかである」等の信託法第１４９条第２項及び第

３項の要件を満たすことは想定し難く，委託者，受託者及び信託管理人の合意があ

る場合にのみ行われるとすべきことは妥当である。（大阪弁） 

・ 公益信託が公益性を有することからすれば， 委託者， 受託者及び信託管理人の

合意のみによる自由な変更は認めるべきではないが， 変更内容について行政庁が認

定基準に適合するとするのであれば， 変更を認めない理由はない。また，公益信託

の終了事由が発生した場合において，類似の目的のために公益信託を継続させるこ

とは，シ・プレ原則に沿う。（札幌弁） 

・ 本文⑴について，信託関係人の合意による変更を認めることに賛成する。ただし，

行政庁には届出を原則として，例外的に認可を要することとすべきである。（東弁） 

・ 公益信託は公益性を有することから，信託関係人の合意に加えて，認可・取消権

限を有する行政庁の認可を必要とすることは妥当である。公益目的の達成又は不達

成により，信託が終了して国や地方公共団体等に残余財産が移転するのではなく，

委託者がいる場合は他の公益目的に，委託者が現に存しない場合は類似の目的に変

更して公益信託を継続させるとすることは，民間による公益活動の促進という公益

信託制度の目的に適合しており，そうした観点からは望ましい。もっとも，委託者

として信託終了時に残余財産を帰属権利者に帰属させるという意思がある以上，シ・

プレ原則の適用範囲を限定すべきではないかとの考え方もあり得る。帰属権利者へ

の帰属の可否が決まる前の段階においてシ・プレ原則を適用する需要や必要の有無

については，引き続き検討されるべきである。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 信託目的の安易な変更がされないようにすべきである。信託目的の変更は，公益

信託の認可手続をやり直すことにも等しい場合があることから，類似の信託目的へ

の変更など軽微な変更以外については，安易に行われないようにすべきである。ま

た，委託者の合意により信託目的の変更をすることによって，委託者が公益信託事

務の処理に介入しているかのような外観を与えないように，予め信託行為に信託目

的の変更の手続に関する定めを入れるなどの措置を取るべきである。（信託協会） 

 

２ 本文⑵の提案について 

【賛成】大阪弁，東弁 

・ 本文⑵アについて，公益信託の目的を他の目的に変更し公益信託を継続すること

につき，信託関係人の合意に加えて，認可・取消権限を有する行政庁の認可を必要

とすることは妥当である。また，現行公益信託法第９条では，類似の目的への変更

との制約が課されているが，公益目的の達成又は不達成の前の時点では，信託の変

更につき，類似の目的への変更との制約が課されない以上，同制約は不要である。
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公益目的と評価できるものであれば，委託者，受託者及び信託管理人が合意し，行

政庁が認可する以上，他の公益目的であっても，信託の継続を認めることが妥当で

ある。また，本文⑵イについて，委託者として信託終了時に残余財産を帰属権利者

に帰属させるという意思がある以上，シ・プレ原則の適用範囲を限定すべきではな

いかと考えるが，需要や必要があるのであれば，帰属権利者への帰属の可否が決ま

る前の段階においてシ・プレ原則を適用することにあえて反対するものではない。

また，委託者が現に存しない場合には，当初の公益目的のために信託財産を拠出し

た委託者の意思を尊重する必要があることから，類似の目的の公益信託への変更の

みを許容することも相当といえる。（大阪弁） 

・ 本文⑵について，公益目的の達成又は不達成により，信託が終了して国や地方公

共団体等に残余財産が移転するよりも，委託者がいる場合は他の公益目的に，委託

者が現に存しない場合は類似の目的に変更して公益信託を継続させる方が望ましい。

（東弁） 

【反対】なし 

 

３ 公益信託の併合・分割 

現行公益信託法第６条を廃止又は改正し，公益信託の併合・分割は，委

託者，受託者及び信託管理人の合意等がある場合には，行政庁による併合・

分割の認可を受けることによってすることができるものとする（注）。 

（注）裁判所は，信託行為の当時予見することのできなかった特別の事情により，信託

行為の定めが信託の目的及び信託財産の状況その他の事情に照らして公益信託の目的

の達成に支障になるに至ったときは，委託者，受託者又は信託管理人の申立てにより，

信託の併合・分割を命ずることができる旨の規律を設けるものとする考え方がある。 

 

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ 信託関係人の合意等に加えて，認可・取消権限を有する行政庁の認可を必要とす

ることは妥当である。ただし，公益信託の目的の変更にあたっては，委託者，受託

者及び信託管理人の合意がない限り，変更を認めないとしていること（第１５の２

⑴）との平仄を図るべきであり，合意「等」で足りる場合を明らかにすべきである。

この点，補足説明において，信託の目的の達成のために必要であることが明らかな

場合には，委託者，受託者及び信託管理人の合意でなく，受託者の委託者及び信託

管理人に対する意思表示で足りる旨記載されているが，同内容については反対しな

い。（大阪弁） 

・ 公益信託は公益性を有することからすれば，委託者，受託者及び信託管理人の合

意のみによる自由な併合・分割は認めるべきではないが，行政庁が認定基準に適合
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するとするのであれば， 認めない理由はない。他方，併合・分割について意見が対

立する場合，その意見の対立を調整する主体は，裁判所が適切である。（札幌弁） 

・ 併合・分割は，認可基準の充足性の判断に影響する事項に変動を生じさせる法律

行為であるから，行政庁による認可に係らしめる手続である。（東弁，日弁連） 

【反対】信託協会 

・ 信託目的が明らかな場合には委託者の合意は不要である。それ以外の点は賛成す

る。当事者の合意と行政庁の認可により可能とすることに賛成する。ただし，信託

目的に反しないことが明らかな場合は，委託者は合意の当事者に入れるべきではな

い。（信託協会） 

 

２ （注）について 

【賛成】なし 

【反対】大阪弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 信託関係人に対し重大な影響をもたらす可能性があり，私的自治の観点から，裁

判所による併合・分割命令は認めるべきではない。（大阪弁） 

・ （注）の考え方を採用するようなニーズの存在は確認できていない。（信託協会） 

・ （注）が想定するのは，信託関係人の合意がない場面であり，本文の提案が想定

する場面とは異なる。信託関係人の合意がない場面であるから，裁判所による併合・

分割の必要性は否定できないものの，裁判所が命令によって併合・分割契約書に類

するものを作成することは私的自治に対する過度の介入となり得るし，他方で併合・

分割による場合に当事者はいかなる申立てをすべきか，裁判所による判断をどのよ

うにすべきかについて課題が残る。なお，（注）においては，併合・分割には行政庁

の認可が不要とも読めてしまうので，行政庁の認可の要否を明らかにすべきである。

（東弁，日弁連） 

【その他の意見】最高裁 

・ (注)について，①信託法にはそのような考え方に基づく規定がない上，第１５の

１の事務の処理の方法に係る信託行為の定めの変更とは異なり，公益信託の併合・

分割は，信託の根本に関わる重大な変更であるにもかかわらず，公益信託のみ信託

関係者の意に反して裁判所がこれを命ずることができるとすることについて，相当

性の説明が尽くされていないこと，②申立人以外の利害関係人の意思が不明である

場合に裁判所がどのような観点で公益信託を併合・分割すべきか明確でないこと，

③要件や手続（信託関係人の手続参加）が不明確であること，④裁判所が併合・分

割を命じる際にも行政庁の認可が予定されていることがうかがわれるところ，裁判

所の命令と認可との先後関係等，第１３の３と同様の問題が生じると考えられるこ

となどの実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 
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第１６ 公益信託の終了 

１ 公益信託の終了事由 

   公益信託は，次に掲げる場合に終了するものとする。 

⑴  信託の目的を達成したとき，又は信託の目的を達成することができ 

なくなったとき。 

⑵   受託者又は信託管理人が欠けた場合であって，新受託者又は新信託

管理人が就任しない状態が１年間継続したとき。 

⑶   受託者が信託法第５２条（第５３条第２項及び第５４条第４項にお

いて準用する場合を含む。）の規定により信託を終了させたとき。 

⑷   信託の併合がされたとき。 

⑸   信託法第１６５条又は第１６６条の規定により信託の終了を命ずる

裁判があったとき。 

⑹   信託財産についての破産手続開始の決定があったとき。 

⑺   委託者が破産手続開始の決定， 再生手続開始の決定又は更生手続開

始の決定を受けた場合において，破産法第５３条第１項，民事再生法

第４９条第１項又は会社更生法第６１条第１項（金融機関等の更生手

続の特例等に関する法律第４１条第１項及び第２０６条第１項におい

て準用する場合を含む。）の規定による信託契約の解除がされたとき。 

⑻   信託行為において定めた事由が生じたとき。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連 

・ まず，信託管理人が欠けた状態が１年間継続したときを公益信託の終了事由とす

る信託法第１６３条第２号について公益信託には受益権が観念できず，適用なしと

することに賛成する。なお，受託者が受給権者を選定しない期間が１年間続いた場

合などについては，信託管理人による監督や公益信託認定の取消し等により対処す

ればよい。次に，⑵につき，信託管理人を必置の機関として，受託者監督の中心に

据える制度設計からすると，信託管理人が長期間不在となった場合に公益信託が終

了する事はやむを得ない。しかし，受託者の不在とは異なり信託管理人の不在は，

公益信託の事務そのものを停滞させるものではないこと，公益信託の信託管理人の

重要性に鑑み，新信託管理人の人選が拙速に行われるのを防ぐ必要があることから，

信託管理人の不在が１年間継続した場合に一律に公益信託を終了させることは，硬

直的に過ぎる。このため，信託管理人の不在が１年間継続した時には原則として公

益信託は終了するとしつつも，公益信託の運営状況，新信託管理人の人選状況等，

諸般の事情を考慮して，やむを得ない場合には不在が１年を超えた場合も公益信託

を存続させることができる制度設計とすべきである。したがって，信託管理人が欠

けた場合であって，信託管理人が就任しない状態が１年間以上継続していることを，

http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/416AC0000000075_20150801
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/411AC0000000225_20150801
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/411AC0000000225_20150801
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/414AC0000000154_20170401
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/408AC0000000095_20150801
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/408AC0000000095_20150801
http://search.kudan.hq.admix.go.jp/search/elaws_search/lsg0500/408AC0000000095_20150801
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公益信託の公益認定の任意的取消事由とすべきである。その他の終了事由について

は，信託法第１６３条に規定するとおりの事由であり，賛成する。（大阪弁） 

・ 賛成するが，⑵の受託者又は信託管理人の不在が１年間継続したときを絶対的取

消事由とする点については，その不在の期間受託者が行うべき信託目的事務の実施

や信託財産の管理・運用又は信託管理人が行うべき監査その他の権限は誰が行使す

るのかなど未検討と思われる疑問点があり，１年間不在が想定できない仕組みも含

め慎重な検討を要する。（公法協） 

・ 各事由は，終了事由として妥当である。⑵において，信託管理人の不在が１年間

継続した場合に終了するという点については，１年間の信託管理人が不在であると

いう状態は，実態として当該公益信託の内部ガバナンスが機能しておらず，信託そ

のものの適正な運営が行われているのか疑義が生じるといえる。この考え方は，目

的信託において，監督者のいない信託を継続することは妥当ではないとの判断から，

信託管理人が就任しない状態が１年間継続したときは，当該信託を終了するものと

している信託法第２５８条第８項の趣旨を踏まえれば，当然の考え方であると思わ

れる。つまり，内部ガバナンスが機能している公益信託では，信託管理人が不存在

になるという事態が生じたとしても滞りなくその事業を継続できるように信託管理

人の選任はスムーズに行われるはずであり，１年間という期間は信託管理人の選任

期間として十分であると考えられる。したがって，１年以上信託管理人の不存在が

継続することを公益信託の終了とする本文の提案を採ることは，公益信託終了の場

面における法律関係の簡明な処理につながり，また，公益信託制度の適正な運営を

確実にするものと言える。終了事由とするのではなく，「行政庁による公益信託の成

立の認可の任意的取消事由とすべきである。」との別案については，行政庁による監

督を受けているにもかかわらず，新信託管理人が就任しない状態が１年間継続する

ことは，当該公益信託の運営に疑義が生じているといえるので，反対する。（東弁） 

・ ⑵については，１年間もの間，新受託者又は新信託管理人が不在の状態が続くこ

とはガバナンス面で問題が大きいことから，終了事由とすべきである。（日弁連） 

【反対】信託協会 

・ ⑵で，信託管理人の１年間の不存在を信託終了事由としていることに反対し，そ

れ以外については賛成する。信託管理人の任務終了事由が発生したことを他の関係

者が早期に知ることができるとは限らず，信託管理人の任務終了から１年以内に信

託管理人を選任することが常に容易であるとは言えないことから，不測の事態によ

り信託が終了するおそれがある。公益法人において監事の不存在が公益法人におい

てどのように取扱われているかを参考に検討すべきである。（信託協会） 
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２ 公益信託の存続期間 

公益信託の存続期間については，制限を設けないものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 存続期間につき制限を設けるべき立法事実は存在せず，また，公益信託は公共の

利益に仕えるものであることから，そのために長期にわたって財産が拘束されるこ

とも許されると解されており，存続期間を設けないとする現行公益信託法第２条第

２項の規律を変更する必要はない。（大阪弁） 

【反対】なし 

 

３ 委託者，受託者及び信託管理人の合意による終了 

【甲案】公益信託の終了は，委託者，受託者及び信託管理人の合意がある

場合には，行政庁による公益信託の［終了の認可／成立の認可の取消

し］を受けることによってすることができるものとする。 

【乙案】公益信託の終了は，委託者，受託者及び信託管理人の合意のみに

よりすることができるものとする。 

 

１ 本文の提案について 

【甲案に賛成】公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 当事者の合意による安易な終了は認めるべきではない。（札幌弁） 

・ 甲案の当事者の合意だけでなく，［行政庁による終了の認可／成立の認可の取消し］

を要するという部分に賛成し，委託者の合意を要することに反対する。受託者と信

託管理人の合意と［行政庁による終了の認可／成立の認可の取消し］により終了で

きるようにすべきである。委託者を合意権者とすることは，税制の規定に応じて信

託行為で定められるようにすればよいと考える。仮に甲案がそのまま採用される場

合には，信託行為で委託者を終了の合意権者でないと定める場合には，どのような

方法で終了ができるかを明確化すべきである。乙案は，特定公益信託の要件「当該

公益信託は，合意による終了ができないものであること」（所得税法施行令第２１７

条の２第１項第２号等）に反しており，税制優遇を受けられない懸念があり，反対

する。（信託協会） 

・ 信託法第１６４条第１項は，委託者及び受益者は，いつでも，その合意により，

信託を終了することができる旨を規定している。公益信託においては，信託管理人

がガバナンスの確保及び受給権者の利益を擁護すべき者として必置される方向で検

討されており，かかる信託管理人，委託者及び受託者が公益信託を終了させるべき

と考えたのであれば，公益信託を終了させることを可能とすべきである。その上で，

甲案は，信託関係者の合意だけでなく，そのチェックのために行政庁の認可を必要
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とする。これは，行政庁が公益信託の終了から清算に至る過渡期においても監督を

継続して適正さを担保することを意図する提案であり，抽象的には，提案の意図は

妥当である。ただし，終了時において，行政庁が何をチェックして［終了の認可／

成立の認可の取消し］を行うのかについては定かではなく，更に検討が必要である。

終了時において認可要件の充足性は問題ではないと思われ，単に信託関係者におい

て終了の合意が成立したか否かのチェックだけであれば，そのようなことに認可は

不要であり，届出で足りると考えられる。また，信託財産の清算処理に行政庁の監

督が必要であるとしても信託の終了に行政庁の認可は不要であるとの指摘から乙案

が提案されていることに鑑みれば，終了時に行政庁は何をチェックするのかという

点は，更に検討が必要である。他方で，合意によって公益信託を終了させることと

した信託関係者による判断の相当性（終わらせるべきではない公益信託を終わらせ

ていないか）をチェックして認可するのであれば，認可の必要性が認められる。た

だし，この場合においても，終了の相当性がどのような場合にあるのかという点は

未だ検討が十分ではないので，更に具体化が図られるべきである。また，公益信託

は終了時に情報開示（第１１による終了の公示）がなされる方向で改正が検討され

ているので，終了時の情報開示と認可の必要性との関係を考える必要がある。以上

から，乙案と割り切ることはできず，甲案に賛成するが，甲案にも検討課題が多く

残っている。なお，公益信託の終了について行政庁のなんらかの関与を認めるべき

であるという甲案の考え方を前提とすれば，受託者と信託管理人の合意による当該

公益信託の終了の判断に不適切な点がないかを行政庁はチェックすることが可能で

あるので，二者間の終了の合意も可能と考えてよい。（東弁，日弁連） 

・ 公益性を有する信託が財産管理処分権を有さない委託者，受託者，信託管理人に

より終了させられることは疑問である。公益信託の財政状況が厳しくなり，継続す

ることが困難となった場合に限り（通常，信託契約に定められた終了事由であろう

が），所定の機関（本来であれば裁判所）の許可により，終了できるものとすべきで

あろう。（個人） 

【乙案に賛成】大阪弁 

・ 残余財産の帰属につき私人への帰属を認めない案（第１７の１⑵本文及び同２）

が採用されることを前提として，乙案に賛成する。ただし，信託終了後，清算手続

において，公益法人認定法第２６条と同様，残余財産の引渡しに関する行政庁への

届出義務等を設けるべきである。なお，同規律は，信託の併合を除き，公益信託の

終了一般に設けるべきではないかと考えられる。 

信託の終了と清算は区別すべきであり，信託の終了に行政庁が関与することが必

要であるとまでは言い難く，甲案に反対する。もっとも，信託の終了事由がないに

もかかわらず，信託関係者による自由な終了を認める以上，残余財産の帰属先は公

的なものに限るべきである。また，信託終了後の清算手続において，残余財産の分
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配が私人に流れることなく適正になされているかについて，公益法人認定法第２６

条と同様の規律を設けるべきである。（大阪弁） 

【その他の意見】最高裁 

・ 乙案について，行政庁が関与せず，合意のみで終了する場合，公益信託の継続性

の確保や不正の防止の観点から，信託関係人に支障が生じるおそれがあるとの実務

上の問題点の指摘があった。（最高裁） 

 

２ 角括弧内の文言について 

【「終了の認可」に賛成】札幌弁，東弁，日弁連 

・ 当事者が「終了」の合意をしたのであるから，「終了の認可」が実態に沿う。（札

幌弁） 

・ 甲案の用語としては，「終了の認可」を採用すべきである。「成立の認可の取消し」

という用語は，認定要件が欠けた場合も含む一般的な用語なので，混乱が生じると

思われる。（東弁，日弁連） 

【「成立の認可の取消し」に賛成】なし 

 

４ 公益信託の終了命令 

信託行為の当時予見することのできなかった特別の事情により，公益信

託を終了することが信託の目的及び信託財産の状況その他の事情に照らし

て相当になるに至ったことが明らかであるときは，裁判所は，委託者，受

託者又は信託管理人の申立てにより，信託の終了を命ずることができるも

のとする。 

委託者については信託行為において公益信託の終了命令の申立権を有し

ない旨を定めることができるものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 前段は事情変更があった場合の終了命令に関する信託法第１６５条と同様の規律

を設けるものであり，賛成する。また，現行公益信託法第８条本文では，判断主体

が主務官庁とされていたが，主務官庁による監督制度は廃止され，公益信託の変更

命令の判断主体は裁判所とされていることとの平仄から，判断主体は裁判所とする

本文の提案に賛成する。後段は当初予定できなかった場面に関するものであり，原

則として委託者に申立権を与えるべきと思われるが，委託者が申立権がなくとも構

わないと考えるのであれば，信託行為において委託者の公益信託の終了命令の申立

権に制約を加えてもよいと考えられるから，後段については，反対しない。（大阪

弁） 
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・ 信託関係者の合意ができない場合，特別の事情による信託の終了を命ずる裁判は，

裁判所によることが適切である。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 

【その他の意見】最高裁 

・ 利害関係を有する者をどのように過不足なく手続に関与させる仕組みとするのか

不明確であるとの実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 

 

 

５ 公益信託の成立の認可の取消しによる終了 

公益信託の成立の認可を取り消された公益信託は，終了するものとする

（注）。 

（注）原則として当該信託は終了するが，信託行為に公益信託の成立の認可の取消後

は受益者の定めのない信託として存続させる旨の定めがあるときは，当該信託は受

益者の定めのない信託として存続するものとするという考え方がある。 

 

【賛成＝（注）に反対】公法協，札幌弁，信託協会  

・ （注）のように，成立の認可の取消し後，受益者の定めのない信託として存続さ

せることにはその旨の信託行為の定めがあったとしても反対である。（公法協） 

・ 認可が取り消されるような場合は， 信託を存続させるに値しないといえ， 委託

者の通常の意思としても， 存続を望まないといえる。（札幌弁） 

【反対＝（注）に賛成】大阪弁，日弁連 

・ 公益信託の利用促進の観点から，信託行為の定めがある場合には認可が取り消さ

れた場合であっても，存続を認めるべきである。ただし，（注）の考え方による場

合，公益法人認定法第３０条と同様の規律が必要になると考えるが，この場合，公

益信託においては「公益目的取得財産残額」は存在せず，信託財産を全て他の公益

信託等へ贈与しなければならないことになるようにも思われる。もっとも，かかる

場合においても一旦組成した器を再利用する等のニーズがあり，信託行為において

このような目的信託としての存続を予定しているのであれば，積極的に当該信託を

終了させなければならないとするまでのことはないと考えられる。例えば，事務所

の賃貸借契約や事務員等との雇用契約等の契約関係を継続したい場合や，また奨学

金支給型の公益信託において，不特定多数要件が欠如しているとして認定を取り消

された場合であっても既支給者に対しては支給を継続していきたい場合などが考え

られ，特に信託行為で継続を定めている場合には否定する理由はない。（大阪弁） 

・ 今後において信託の利用を広げる議論をしていることを前提に，法人制度に対す

る税制が，一般法人，公益法人のほかに非営利型法人という制度を設けていること

から，かかる非営利型の受益者の定めのない信託の利用例の活用の道を閉ざすよう
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な議論をすべきではない。また，公益信託は，信託契約等により私法上の効力を有

しているのであるから，行政庁が公益の認可を取り消したことで，私法上の効力が

否定されることは考え難い（公益法人制度であっても，認定取消しによって法人自

体が解散するものではなく，一般法人として存続する。）。ただし，（注）の考え方に

よる場合，公益法人認定法第３０条と同様の規律が必要になると考えるが，この場

合，公益信託においては「公益目的取得財産残額」は存在せず，信託財産を全て他

の公益信託等へ贈与しなければならないことになると思われる。もっとも，かかる

場合においても一旦組成した器を再利用する等のニーズがあり，信託行為において

このような目的信託としての存続を予定しているのであれば，積極的に当該信託を

終了させなければならないとするまでのことはないと考えられる。例えば，事務所

の賃貸借契約や事務員等との雇用契約等の契約関係を継続したい場合や，また奨学

金支給型の公益信託において，不特定多数要件が欠如しているとして認定を取り消

された場合であっても既支給者に対しては支給を継続していきたい場合などが考え

られ，特に信託行為で継続を定めている場合には否定する理由はない。また，補足

説明にあるとおり，認定取消しの事由（受託者の役員等の一部が欠格事由に該当し

た場合）によっては，場合により信託の終了まで必要かが問題となり得るので，取

消事由毎に終了の要否を検討すべきである。（日弁連） 

【その他の意見】東京都，東弁 

・ （注）の考え方を採る場合は，終了する場合の残余財産に相当する財産の処理に

ついても定めるべきである。（東京都） 

・ 本文の提案に賛成する見解と，（注）に賛成する見解の両論あった。 

本文の提案に賛成する見解は，受益者の定めのない信託の利用例が現在において

存在していないことから，（注）のような制度を設ける必要性に乏しく，法的安定性

を害すると指摘する。また，報道によれば，公益法人制度において，内閣府により

公益認定が取り消された例は，報道時において全国で３件しかないようである。公

益法人インフォメーション（国・都道府県公式公益法人行政総合情報サイト）によ

っても，公益認定の取消しに至る事例は，行政庁による勧告が繰り返されるなど相

当にガバナンス上の問題があったと思われる事案である。この見解は，かかる公益

法人における認定取消しの実情からしても，公益信託の認可取消に至るような事案

を存続させる必要性に欠けると指摘する。 

他方で，（注）に賛成する見解は，今後において信託の利用を広げる議論をしてい

ることを前提に，法人制度に対する税制が，一般法人，公益法人のほかに非営利型

法人という制度を設けていることを指摘し，かかる非営利型の受益者の定めのない

信託の利用例の活用の道を閉ざすような議論をすべきではないと指摘する。 

また，この見解は，公益信託は，信託契約等により私法上の効力を有しているの

であるから，行政庁が公益の認可を取り消したことで，私法上の効力が否定される
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ことは考え難いと指摘する（公益法人制度であっても，認定取消しによって法人自

体が解散するものではなく，一般法人として存続する）。（東弁） 

 

 

第１７ 公益信託の終了時の残余財産の処理 

１ 残余財産の帰属権利者の指定 

⑴ 公益信託の信託行為には，残余財産の帰属すべき者（以下「帰属権利

者」という。）の指定に関する定めを置かなければならないものとする。 

⑵ 上記⑴の定めの内容は，信託終了時の全ての残余財産を当該公益信託 

と類似の目的を有する他の公益信託若しくは類似の目的を有する公益法

人等（公益法人認定法第５条第１７号イないしトに掲げる法人を含む。）

又は国若しくは地方公共団体に帰属させることを定めたものでなければ

ならないものとする（注）。 

（注）公益信託の成立後の寄附等により信託財産に加わった財産の帰属権利者につ

いては上記⑵に掲げた者を指定するものでなければならないとした上で，公益信

託の成立時に拠出された信託財産の帰属権利者については委託者等の私人を指定

することを許容する考え方がある。 

 

１ 本文⑴の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東京都，東弁，日弁連 

・ 仮に，公益信託の信託行為に，残余財産の帰属権利者の指定に関する定めを置か

なかったとした場合には，信託法第１８２条の適用が問題となると考えられるとこ

ろ，委託者又はその相続人その他の一般承継人への帰属を定めた同条第２項を公益

信託に適用することは，一旦，公益に供されたにもかかわらず，残余財産を私人に

再度帰属させることを認めることとなり，妥当でない。（大阪弁） 

・ 本文⑴について，賛成するが，「帰属権利者」という用語は今後更に検討されるべ

きである。公益信託の残余財産が帰属すべき者を定める必要性があることは，提案

のとおりである。ただし，部会では，公益信託の残余財産が帰属すべき者はそもそ

も信託法第１８２条等にいう受益者と同視されるような帰属権利者とは異なるとい

う指摘があり，その用語法を変更する必要性が議論されたので，用語法は今後検討

されるべきである。（東弁） 

・ 本文⑴について，仮に，公益信託の信託行為に，残余財産の帰属権利者の指定に

関する定めを置かなかったとした場合には，信託法第１８２条の適用が問題となる

と考えられるところ，委託者又はその相続人その他の一般承継人への帰属を定めた

同条第２項を公益信託に適用することは，委託者等の通常の意思に反し，適切でな

い。（日弁連） 
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【反対】なし 

 

２ 本文⑵の提案及び（注）について 

【賛成＝（注）に反対】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東京都 

・ 本文⑵について，基本的に賛成するが，類似目的要件を外すべきである。仮に類

似目的を要件から外さない場合には，類似目的の認定は緩やかにすべきである。 

すなわち，信託財産が，一旦，公益に供された以上，私人に再度帰属することを認

めるべきではない。シ・プレ原則は，当事者の意思が不明な場合に適用されるもの

と考えられ，類似の目的に限定されているのも，当初の信託の本旨に反するような

目的のために信託を継続させることは，財産を出捐した委託者の意思に反するから

だとされている。そうだとすれば，信託行為上，委託者の意思が明らかな場合には，

国若しくは地方公共団体への帰属も認めている以上，財産帰属先を類似の目的を有

する公益信託又は公益法人に限定する必要はない。仮に類似目的を要件から外さな

い場合には，帰属先が限定されすぎないよう，類似目的の認定は緩やかにすべきで

ある。（大阪弁） 

・ （注）のように，公益信託成立後増殖した財産のみ公益帰属とし，元々の財産は

私益に戻り得る考え方は，税制上の恩典を受ける前提からすれば到底容認できない。

（公法協） 

・ 公益信託財産は，公益目的に利用されるものとして信託ないし寄付等がなされた

ものであるから，残余財産についても公益目的に利用されるようにすべきである。

いったん税法上の寄付金として取り扱われた財産を私有財産に戻すことは不合理で

ある。（注）はいたずらに議論を複雑にする。（札幌弁） 

・ （注）のように，私人を帰属権利者に指定する公益信託は，税制優遇が得られな

いと考えられ，仮に税制優遇を得ることができるとしても複雑な会計処理が必要に

なり簡易な体制をとることが難しくなる。さらに，受益者の定めのある信託や公益

信託以外の受益者の定めのない信託で，同様の目的の信託を実現可能であるから，

そもそもニーズがないと考えられる。（信託協会） 

・ 残余財産の帰属先に「類似の目的を有する公益法人等」を含めることは，公益信

託と公益法人とが「不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与すること」を共通の目

的としていることに鑑み，妥当である。同様の趣旨により，公益法人認定法第５条

第１７号に掲げる公益目的取得財産残額の贈与先についても，類似目的の公益信託

が含まれることが望ましい。(東京都) 

【反対＝（注）に賛成】：東弁，日弁連 

・ 本文⑵の提案は，委託者が財産を公益に拠出した以上は，委託者等の私人には一

切戻ることを否定する考え方であるが，極めて硬直的な処理しか認めず，妥当では

ない。一方，（注）の考え方は，第１８に提案されているような期間限定型というべ
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き公益信託を認めることに繋がり，公益活動を行いたいと希望する者の選択肢を増

やすことに資するものであって妥当である。これについては，「税制上の優遇を伴う

ため，従来，公益性の認定にきわめて慎重な態度がとられてきました。それ自体が

問題です」と指摘され，「工夫次第では，一定の財産をすべて公益に捧げることがな

くとも，少なくともその一部を公益に利用してもらうこともできるはずです。ある

いは，できてよいはずです。そのような選択の余地を更に広げるような信託制度に

変えていく必要があります」と指摘されるとおりである。（注）については，公益信

託の成立の認可が税制優遇を伴うことは困難であるとの指摘があるが，それは，い

わばフルコースの税制優遇を念頭に置いた批判である。適切な税制の設定は，むし

ろ今後の税法上の課題であり，公益信託における選択肢の１つであることを否定す

る理由にはならない。また，米国では私人への信託財産の帰属を認める公益信託の

利用例があるので，公益信託の利用例の増加に疑問があるとするのは早計である。

たしかに，委託者に当初信託財産が戻らない類型と比べ税制優遇の度合いが高くな

り難いことや，当初信託財産とそうでないものの区別が煩雑になることが課題では

あるが，米国でも高額資産の利用例が存在するのであるから，同様の制度を公益信

託として認めれば，利用者の選択肢が増える。実体法と税法の関係は，税法から見

て実体法の内容を決めるのではなく，あくまでも実体法それ自体の適否を検討すべ

きである。あえて公益先行信託の道を閉ざして，利用者の選択肢を狭める立法をす

べきではない。（東弁） 

・ 委託者が財産を公益に拠出した以上は，委託者等の私人には一切戻ることを否定

する考え方は，硬直的に過ぎ，相当でない。（注）の考え方を採用した場合，期間限

定型と言うべき公益信託を認めることに繋がり，公益活動を行いたいと希望する者

の選択肢を増やすことに資するものであって，例えば，先祖代々引き継いできた財

産であるので永続的に他人の所有物とはしたくないが，一定期間信託設定をして，

公益目的に供したいといったニーズ（歴史的価値のある不動産を５０年間美術館と

して提供するなど）や，株式を信託財産とし，その配当のみを公益目的に供したい

といったニーズ（配当金をもって奨学金を給付するなど）に応えることができ，私

有財産の公益目的利用を促進することに繋がる。また，アメリカでは，私益信託に

公益性を組み入れる仕組みが存在しており，例えば，都心の中心地に空き家を持っ

ている場合，１０年だけ公園にして公共の用に提供し，１０年経ったら自分の子ど

ものために返してもらうという設定が可能であるし，１０年間の公益貢献に対し，

一定の税制上の優遇をもって報いる例が紹介されている。委託者に当初信託財産が

戻らない類型と比べ税制優遇の度合いが高くなり難いことや，公益法人認定法第３

０条と同様の規制を設けるとすると計算上の負担が生じることが課題ではあるが，

実体法と税法の関係は，税法から見て実体法の内容を決めるのではなく，あくまで

も実体法それ自体の適否を検討すべきである。あえて期間限定型と言うべき公益信
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託の道を閉ざして，利用者の選択肢を狭める立法をすべきではない。（日弁連） 

 

２ 最終的な残余財産の帰属 

帰属権利者の指定に関する信託行為の定めに掲げられた者の全てがその

権利を放棄した場合の残余財産は，国庫に帰属するものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連 

・ 現行公益信託法は，信託法第１８２条第２項の規定によっても残余財産の帰属が

定まらないときは，清算受託者に帰属するとの同条第３項を除外する規定を置いて

いない。しかし，一旦，公益目的に供された財産について，私人である受託者に帰

属させるべき合理性は存在せず，一方，最終処理を定める必要から賛成する。（大

阪弁） 

・ 帰属権利者の全てが権利を放棄するような残余財産は，維持・処分に多額の費用

がかかる財産であると思われるが，そのような財産を清算受託者に確定的に帰属さ

せるとすると，清算受託者に予想外の負担を負わせることになる。（札幌弁） 

・ この規定が適用される局面は，引き取り手のない財産（例えば，維持・処分に多

額の費用がかかる財産や利用価値のない土地など）が残る場合が想定される。こう

いった利用価値のない財産の引取りを清算受託者に強制すれば，不動産などを信託

財産とする公益信託の普及が著しく阻害されてしまう。したがって，私人及び類似

目的の公益信託・公益法人に帰属しない財産は，清算受託者ではなく，国庫に帰属

させるべきである。なお，地方公共団体への帰属については，他の法律との関係で

課題があると思われるが，検討されるべき課題である。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 

 

 

第１８ 公益信託と受益者の定めのある信託等の相互変更等 

１ 公益先行信託 

公益先行信託（信託設定当初の一定期間は信託財産の一部を公益目的の

ために供するが，一定期間経過後は，残りの信託財産を私益目的のために

供する信託）について行政庁が成立の認可を行う制度は設けないものとす

る。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，個人 

・ 現行でも，受益者の定めのある信託の仕組みを使って当初の一定期間は公益のた

めに信託財産を用い，一定期間経過後は，残りの信託財産を私益のために用いるこ

とは可能であることから，行政庁が認可を行う制度を新たに設けるまでの必要はな
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い。（大阪弁） 

・ いったん税法上の寄付金として取り扱われた財産を私的利用に戻すことは不合理

である。（札幌弁） 

【反対】東弁，日弁連 

・ 公益信託と受益者の定めのある信託等の相互変更については，選択肢のすべてを

認めることは困難であるかもしれないが，多大な社会的コストをかけて検討が進め

られている本改正の対象とすることで，公益信託の財団法人補完機能を強化・回復

する契機と位置付けることができる。すなわち，公益信託として財産を拠出すると

二度と手元に戻ることがない場合には，委託者に対し財産の拠出を躊躇するインセ

ンティブが強く働く。一方で，私益目的が終了するまではその目的のために信託し，

その後，公益目的に使用したいという希望を確実なものとするためには，私益信託

の設定時に公益信託とされることが強くコミットされていたほうがよい。したがっ

て，公益信託と受益者の定めのある信託等の相互変換を認めることは，公益信託の

利用促進につながる政策である。 

既存の法制度を活用することは，法的安定性に欠けることから，受益者の定めの

ある信託で代替することには限界がある。また，公益信託においては，信託時より

も返還された財産が増殖しているような，不正蓄財の批判は妥当しない。また，税

制優遇による不正蓄財を懸念する声もあるようだが，例えば，公益信託終了時に精

算することも考えられ，公益先行信託について，税制優遇を認めない・縮小するこ

とはあるかもしれないが，税制と公益信託制度とは別個の制度であり，税制優遇の

存在が実体法上これを認めない理由とはならない。さらに，法律制度が複雑になる

という批判もあるが，例えば，公益先行信託の場合には私益信託変更時の受益者以

外の者からの追加信託を認めないという制度設計を採用することで，当初財産と追

加財産の分別管理の問題は解決することができる。したがって，公益先行信託につ

いては，後ろ向きではなく，その制度設計について，前向きに検討すべきである。 

なお，設計に際しては，「公益先行信託」の名称の使用を認めるとすべきである。

「公益先行信託」の名称のもとに委託者以外の第三者からの寄付が集まるとは想定

し難いとの指摘がなされているけれども，第三者が寄付をするか否かは，その信託

の名称ではなく，大多数は，内容・目的を基に決定されるものであり，かかる指摘

は，寄付が集まらないとの説明にはならず，ひいては，制度を設けないとする理由

にはならないと考える。（東弁） 

・ 私益追及の隠れ蓑にならないようにするための所要の措置を講じた上で，公益先

行信託について行政庁が成立の認可を行う制度を設けるべきである。 

これからの少子・高齢化社会において，公益法人よりも効率的，弾力的な運営が

可能な公益信託を用いて民間の資産が教育・研究に加えて福祉等の公益に供される

ことの意義はより高まっていくことが予想され，公益信託の利用実績を伸ばすため
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の施策が必要とされている。公益信託の利用実績を伸ばすための施策として，公益

先行信託は有力な手段である。なぜなら，委託者となり得る人にも様々な事情があ

るから，ある財産を完全に公益に捧げることが難しい場合もあるところ，公益先行

信託が認められた場合には，委託者となり得る人は財産を公益信託に拠出し易くな

るからである。例えば，公益先行信託を認めると，甲不動産を公益目的Ａのために

信託財産として拠出したいが，公益目的Ａが充足された場合には他の目的に利用し

たい人がいる場合（例えば，被災者のために期間限定で私有地を信託するなど），財

産拠出者は甲不動産を公益信託に拠出することができるようになり，公益目的Ａも

充足され，結果として，社会的厚生を高めることが可能となる。 

公益先行信託に対しては，当会内においても，①税の優遇措置を得た後で私益目

的に利用することへの懸念や，②受益者の定めのある信託の仕組みを使って同様の

結果が実現可能であるとの指摘から，消極的な意見も見られた。一方，上記①につ

いては，税の優遇措置があるかどうかは税法上の問題であり，実体法上公益先行信

託を否定する理由とはならないとの指摘や，②受益者の定めのある信託の仕組みを

使って同様の結果が実現可能であるのなら公益信託を利用して同様の結果を実現し

てもよいはずであることなどから，消極的な意見が指摘する点は実体法上禁止する

理由付けとしては弱いとの意見があった。また，消極的な意見が前提とする②の点，

すなわち，受益者の定めのある信託の仕組みを使って同様の結果が実現可能である

かは不分明である。公益のための信託には，①信託財産の一体性を維持しつつ転換

する方法と②受益権の複層化を用いる方法があり，前者の①が法務省提案の公益先

行信託・残余公益信託，後者の②がアメリカ型の公益先行信託（charitable lead 

trust）・公益残余信託（charitable remainder trust）であると整理した上，後者

は，既存の公益法人等を受益者の１人として指定するものであり，助成型を含めた

公益事業の担い手となることを目指すのであれば，この②の形式では不十分である

との指摘があり，事業型を含めて同様の効果を得られる受益者の定めのある信託を

設定できるかは定かではない。その他に，公益先行信託の名称のもと委託者以外の

第三者からの寄付が集まるとは考えられないとの指摘もされているが，転換後の私

益信託の受益者が誰か（委託者であるか，類似目的を有する公益法人であるか等），

公益先行信託設定後の受益者の変更を認めるか等によって，委託者以外の第三者の

寄付のニーズは左右されるから，公益先行信託一般に妥当するものではない。 

公益先行信託を積極に解する見解においても，受託者の実際の事務執行が，公益

のため十分な配慮がなされているか否か，実は私益追及の隠れ蓑に過ぎないか注意

する必要があるとの指摘がされており，こうした公益先行信託の濫用に対する問題

意識は，当会においても共有されている。しかしながら，ある公益信託が私益追及

の隠れ蓑に過ぎないか否かは，適切な制度設計のもと，公益信託の担い手が適切な

モニタリングを実施することで防ぐことは十分可能であり，弁護士がモニタリング
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の中心として機能することも考えられる。寄付の文化が育っていないとの評価もあ

る我が国においては，アメリカ以上に，純粋の公益信託だけでなく，公益先行信託

や公益残余権信託も認めて，選択肢を拡げることが考えらえるとの指摘もあり，公

益信託法改正に当たっては，思い切った政策判断が必要とされる。よって，利益追

及の隠れ蓑にならないようにするための所要の措置を講じた上，公益信託の利用実

績を伸ばす有力な手段と位置づけられる公益先行信託は認められるべきである。な

お，公益先行信託を認める場合には，公益先行信託であることを公示するため「公

益先行信託」の名称使用を認めるべきである。（日弁連） 

 

２ 公益信託から受益者の定めのある信託への変更 

公益信託について，信託の変更によって受益者の定めを設け，受益者の

定めのある信託とすることはできないものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東弁，日弁連，個人 

・ 信託法第２５８条第２項は，受益者の定めのない信託においては，信託の変更に

よって受益者の定めを設けることはできない旨定めている。信託の目的，信託設定

の方法，存続期間の限定の有無，関係当事者の権利内容など基本的な点において大

きく異なることを理由にするものである。一旦，公益目的に供された財産について，

私人である受託者に帰属させるべき合理性は存在せず，あえて，同条と異なる規律

を設けるべきでない。（大阪弁） 

・ 一旦税法上の寄付金として取り扱われた財産を私的利用に戻すことは不合理であ

る。（札幌弁） 

・ 公益先行信託同様，公益信託から受益者の定めのある信託への変更を認めること

は，利用実績の伸び悩む公益信託の利用促進につながる可能性がある。もっとも，

公益信託の途中で信託の変更による転換を認めると，当初から私益信託への変更時

点が明らかにされている公益先行信託と異なり，受託者は，予算を立てることが困

難となり，計画的な財産支出をすることができず，公益目的達成に支障を生じる可

能性がある。また，第４１回法制審信託法部会においては，公益信託から受益者の

定めのある信託への変更についてこれを禁止する意見が多数であり，公益先行信託

が認められるのであれば，あえて信託の変更による受益者の定めのある信託への変

更を認める必要性は乏しいといえる。（東弁，日弁連） 

【反対】なし 
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３ 残余公益信託 

残余公益信託（信託設定当初の一定期間は信託財産の一部を私益目的の

ために供するが，一定期間経過後は，残りの信託財産を公益目的のために

供する信託）について行政庁が成立の認可を行う制度は設けないものとす

る。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会 

・ 信託設定当初の時点では，将来の時点で公益信託に拠出される信託財産の規模が

不確定であり，公益信託事務を遂行することが可能な信託財産保有の認可基準を満

たしているか否かの判断が困難である。ただし，残余公益信託にかかる特別の規律

を設けないとしても，最初に私益信託を設定する際に，信託行為によって受託者に

対し一定期間後に公益信託の認定申請を行うことを義務付け，その期間経過後に受

託者による申請により公益信託の認定を受けることにより，残余公益信託の目的と

するところは実現可能であり，公益信託の利用を広める観点から，その旨を一般に

周知すべきである。（大阪弁） 

・ 信託設定時において，行政庁が将来において公益信託の認定基準を満たすかどう

かを判断することは極めて困難である。私益信託設定の際の信託行為において，受

託者に対し一定期間後に公益信託の認定申請を行うことを義務付けることで足りる。

（札幌弁） 

【反対】東弁，日弁連，個人 

・ 公益信託の財団法人補完機能を強化・回復させる観点からは，私益信託拠出時に

公益信託に拠出されることが確実に決まっていることが望ましい。公益信託法の中

に特別の規律を設けなくとも最初に私益信託を設定する際に，その信託行為におい

て受託者に対し一定期間後に公益信託の認可申請を行うことを義務付けることで，

同様の制度を実現できるとの指摘もあるが，私益信託への財産拠出時に公益信託と

なることが確定しておらず，委託者に対するコミットメントとしては弱い。加えて，

この場合に公益信託の認可を受けるためには，手間や時間，費用をかけて，先行す

る私益信託を一度終了させ，清算手続を経なければならない（信託法第１７５条以

下）。そうすると，このような代替手段があることを周知したとしても，利用が促進

されるとは考え難い。むしろ，二重の費用等の支出を要しない，一度の手続きで公

益信託への変更ができるとする制度を設けることが，制度利用の促進に資すると考

える。また，公益認可は，公益信託変更時に近い時点で行うべきだという指摘もあ

るが，私益信託設定時に公益認可をし，例外的に変更時に公益性を否定する制度設

計をすることも可能であり，残余公益信託を否定する理由としては弱い。繰り返し

になるが，多大な社会的コストをかけて本改正の検討がなされていること及び公益

信託の財団法人補完機能を強化・回復することを政策目的として採用すべき社会的
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要請があることから，こうした政策目的達成には，私益信託拠出時に公益信託への

変更が確約されているほうが望ましい。したがって，残余公益信託については，後

ろ向きではなく，その制度設計について，前向きに検討すべきである。（東弁） 

・ 公益信託転換時に公益信託としての実態が損なわれている場合には公益信託の成

立の認可を取り消すこと等の所要の措置を講じることができることを念頭に，残余

公益信託について行政庁が成立の認可を行う制度を設けるべきである。 

利用実績が伸び悩む公益信託にあって，残余公益信託は，公益信託の利用実績を

向上させる有力な手段である。委託者となり得る人も様々な事情を抱えているため，

ある財産を完全に公益に捧げることが難しい場合があるからである。残余公益信託

を認めると，例えば，子供が存命中は当該子供のために信託財産の一部を供するが，

死亡後は残余財産について公益目的のために供する信託を設定したいというニーズ

を充足することが可能となる。 

残余公益信託については，当連合会内においても，①残余公益信託設定時点では，

公益信託転換時に拠出される信託財産の規模が不確定であり，認定基準（第９の３

(2)公益信託事務を遂行可能な信託財産を保有していること）を満たしているかの判

断が困難であること，②私益信託設定の際の信託行為において，受託者に対し一定

期間経過後に公益信託の認定申請を行うことを義務付けることで足りることを理由

に，残余公益信託を認めることに消極的な意見もみられた。一方，①については，

公益信託転換時に保持すべき財産規模を残余公益信託設定時に定めることで解決可

能であるとの意見があり，②については，委託者となり得る者は，将来公益目的に

利用されることを期待して財産を信託財産として拠出するから，残余公益信託設定

時に公益認可が認められるのは，財産の拠出にあたって重要であるとの意見があっ

た。また，今回の改正では公益信託の信託財産を金銭に限定しない提案（第９の３

(1)）がなされており，仮にこの提案が認められれば，事業型の公益信託の設定も想

定されるところ，助成型を含めた公益事業の担い手となることを目指すのであれば，

アメリカ型の受益権の複層化を用いる方法の形式では不十分である。 

残余公益信託の公益認可の時期については，残余公益信託設定時に公益認可を受

けることが確定していることが重要である。もっとも，残余公益信託設定時に公益

認可を与えるとしても，公益信託事務を遂行可能な信託財産を保有していなければ

ならない（認定基準として，公益信託事務を遂行可能な信託財産を保有しているこ

とが提案されている。）ことからすると，公益信託転換時にも公益信託としての実態

を有している必要がある。仮に公益信託転換時に公益信託の実態が損なわれている

場合には，一般の公益信託同様，公益信託の成立の認可を取り消すことで，公益信

託としての実態を欠く残余公益信託の公益目的への転換を防ぐことは可能である。

したがって，公益認可を残余公益信託設定時に行ったとしても，これによる弊害へ

の対処は可能である。 
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寄付の文化が育っていないとの評価もあるわが国においては，アメリカ以上に，

選択肢を拡げることが考えられるとの指摘もあり，公益信託法改正に当たっては，

思い切った政策判断が必要とされる。よって，公益信託転換時に公益信託としての

実態が損なわれている場合には公益信託の成立の認可を取り消すこと等の所要の措

置を講じることができることを念頭に，公益信託の利用実績を伸ばす有力な手段と

位置づけられる残余公益信託は認められるべきである。なお，残余公益信託を認め

る場合には，残余公益信託であることを公示するため「残余公益信託」の名称使用

を認めるべきである。（日弁連） 

・ 公益信託から受益者の定めのある信託への変更はできないこと，公益先行信託に

つき行政庁が成立の認可を行う制度を設けないことについては賛成である。しかし，

残余公益信託については，行政庁が成立の認可を行う制度を設けてもよいのではな

いか。現代日本において，これだけ少子化が進み，家族を持たない人が増えていく

中にあって，例えば，一定期間は障害を持つ子供のために信託を設定するが，その

子が相続人を持たずに死亡した場合に，残余を公益信託として存置させるという社

会的な意味はきわめて大きいと考える。その是非が，課税を誰にするのかという税

の問題に矮小化して考えることがあるとすれば，問題だろう。（個人） 

 

４ 受益者の定めのある信託から公益信託への変更 

【甲案】受益者の定めのある信託について，信託の変更によって受益者の

定めを廃止して公益信託とすることはできないものとする。 

【乙案】受益者の定めのある信託について，信託の変更によって受益者の

定めを廃止して公益信託とすることができるものとする。 

 

【甲案に賛成】信託協会 

・ 甲案に賛成する。現在，受益者の定めのある信託で公益信託と比較できるような

公益的な事業を行っている事例を認識していない。また，公益信託の認可前に受益

者の定めのある信託を設定し，信託の変更をすることに何らかのメリットがあると

も考え難い。仮に，公益信託の認可前に受益者の定めのある信託を設定しても，信

託の終了と公益信託の設定により対応可能である。そのため，公益信託の認可前に

受益者の定めのある信託を設定するニーズがあるとは考え難く，乙案を導入すべき

立法事実が存在しない。徒に制度の複雑化を招くのみでメリットがない乙案に反対

する。（信託協会） 

【乙案に賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，東弁，日弁連，個人３名 

・ 信託法第２５８条第３項は，第１８の２の意見において記載した同条第２項と同

様の趣旨で，受益者の定めのある信託においては，信託の変更によって受益者の定

めを廃止することはできない旨定めており，甲案は，公益信託においても，同様の
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規律とするものである。しかし，民間の活力を利用し，公益信託の利用を広める観

点から，乙案に賛成する。乙案では，例えば，委託者の一人の子が難病を有してお

り，その治療のためにその子を受益者とする信託を設定していた場合において，そ

の子の健康が回復した時に，不特定多数の患者の治療のための公益信託に変更する

ことができるようになるが，甲案によると，一旦信託を終了させた上で，公益信託

として再度信託しなければならなくなり，相当な手間と費用がかかることが予想さ

れる。受益者の定めのある信託から公益信託への変更においては，公益信託から受

益者の定めのある信託への変更のように，一旦，公益目的に供された財産について，

私人である受託者に帰属させることとなるといった問題も生じない。（大阪弁） 

・ 当初受益者への受益が不要となり信託行為を変更しその時点から公益信託とする

ことについて，特段これを排除する必要はない。（公法協） 

・ 公益信託の認定基準を満たすのであれば，私益信託が信託の変更によって公益認

定を受けることを禁止する必要性はない。（札幌弁） 

・ 法律関係の錯綜については，公益認可を受けることを信託変更の条件とすること

で，公益認可時に新たな法律関係を整えることが可能である。一方，債権者を害す

る利用形態の防止については，公益信託から受益者の定めのある信託への変更を禁

止することで実現可能である。第４１回信託法部会においても，受益者の定めのあ

る信託から公益信託への変更を認める意見が多く，こうした制度の採用は，公益信

託における財団法人補完機能を強化・回復することに資する。利害関係人の利害を

調整するための規律については，必要に応じて規律を設けるべきである。（東弁） 

・ 利用実績が伸び悩む公益信託の利用促進の観点からすると，公益信託の設定コス

トは低廉である方がよい。受益者の定めのある信託から公益信託への変更を禁止す

ると，私益信託の信託財産を公益信託の信託財産とするには，私益信託を終了させ

た上で，公益信託として再度信託しなければならなくなり，相当な手間と費用がか

かることが想定される。しかし，かかるコストを発生させる合理性があるのか疑問

であり，合意による公益信託への変更を認めるほうが簡明である。受託者の定めの

ある信託から公益信託への変更を認めると，例えば，委託者の一人の子が難病を有

しており，その治療のために，その子を受益者とする信託を設定していた場合にお

いて，その子の健康が回復した時に，不特定多数の患者の治療のための公益信託に

変更することができるようになり，社会的厚生は高まる。 

信託法第２５８条第３項は，信託の変更により受益者の定めを廃止することはで

きないと規定する。その理由は，①受益者の定めのある信託と目的信託は，かなり

性格の違う信託であるので，変更で対応することは法律関係を錯綜させ，妥当でな

いと考えられたからである。また，②相互転換可能な場合には，債権者を害する利

用形態を採用できる可能性があることを指摘する見解もある。①については，公益

信託設定時に行政庁を関与させることで法律関係の錯綜を防ぐことは可能である。
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また，②については，公益信託から私益信託への転換を禁止する法務省提案が採用

されれば，相互転換はできなくなり，債権者を害する利用形態を採用することはで

きない。 

私益信託から公益信託への変更を認めると，受益者の債権者や信託財産の債権者

に悪影響がないかについても検討された。公益信託設定時に受益者の責任財産は減

少する（受益権が公益信託に転換することでなくなるため。）が，詐害行為取消権等

の債権者保護手続により，受益者の債権者は債権の保全を図ることができると考え

られる。一方，信託財産の債権者は，公益信託設定時には責任財産に変更はない。

助成型の公益信託に変更された場合（なお，事業型については収支相償原則の採用

等による。）には，助成により，責任財産である信託財産が減少し，債権保全の必要

性が生じるかもしれないが，その場合には，信託財産の債権者は，詐害行為取消権

等の債権者保護手続による債権保全をすることが考えられる。 

以上のように，当連合会においても，公益信託への変更を認めるか否かについて

慎重に検討を進めたが，これを実体法上否定すべき理由はなく，利用実績が伸び悩

む公益信託の利用促進の有力な手段として，受益者の定めのある信託から公益信託

への変更は認めるべきである。よって，乙案に賛成する。（日弁連） 

・ 乙案に賛成である。これからの日本の置かれるであろう社会構造において，種々

の公益を目的とした諸課題に対応するために有効なスキームと公益信託がなり得る

と考えるからである。（個人） 

・ 乙案が日本国憲法からすると適切と考える。公益信託とするのが問題ある場合は

それを訴えるような救済の手続（訴訟等）が存在すべきであるが，権利は公共の福

祉の制限を受けるので，その救済手続の存在を前提とした場合，乙案（公益信託と

することが公共の福祉にかなう場合は存在すると思われる。）が望ましいと考える。

（個人） 

 

 

第１９ その他 

１ 信託法第３条第３号に規定する方法による公益信託 

  【甲案】信託法第３条第３号に規定する方法により公益信託をすることは

できないものとする。 

  【乙案】信託法第３条第３号に規定する方法により公益信託をすることは

できるものとする。 

 

【甲案に賛成】札幌弁，信託協会，個人３名 

・ 信託財産を税法上の寄付金として取り扱うことからすれば，委託者が受託者とし

て引き続き信託財産を管理することは不合理である。（札幌弁） 
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・ 委託者兼受託者が，自らの裁量で財産の処分等の信託事務処理を行う制度は，公

益性があるか疑問で，形式的な公益目的の背後に私益目的の存在するような不適切

な公益信託を誘発する懸念がある。委託者の影響力を極力排除することが，公益信

託の原則と考えるべきであり，このような制度は税制上も通常の公益信託に認めら

れる措置が認められるとは考え難い。そのため，ニーズがあるか極めて疑問である。

（信託協会） 

・ 公益信託において最も重要なことは，委託者からの信託財産の切り離しにある。

公益信託においても財産処分権を有する委託者の意思は認められるべきであるが，

それはあくまでも信託設定時においてであり，かつその内容は公益性に制限される。

信託設定後においても委託者が信託財産の法的所有者かつ財産管理人である状態で

公益性が保たれるかについては大いに疑問であるし，信託宣言による公益信託設定

を認めることの必要性が不明確である。（個人） 

・ 自己信託による設定を認めると，公益信託への信頼が担保できない。委託者が受

託者に対して，例えば奨学金の支給をする場合，委託者は，受託者を仲介者(受託者

に処分権を移転する形で)として，受益者に寄付しているのである。自己信託では，

他益信託の権化である公益信託を設定するには，処分行為として弱い面は否めない。

（個人） 

・ 安全性が関係するので，現状，甲案が適切ではないかと考える。状況を調査確認

し，安全（電気通信・電子的に完全かつ不法な者による利用が無い，という多面的

な安全が確保されるものである必要がある）が確認されたのであれば，法改正ある

いは特別法又は特別措置等によって，行うようにしていく（まずは段階的あるいは

試験的に）のが適切であると考える。（個人） 

【乙案に賛成】大阪弁，公法協，東弁，日弁連 

・ 公益信託の場合には，信託管理人が必置となっている他，公益認定の手続を経る

こととされており，目的信託と比較してガバナンスが強化されている。そのため，

公益信託普及の観点から，自己信託による設定を可能とすべきである。委託者自身

が公益活動を行う能力を有している場合など，あえて受託者を選任することを求め

る必要はないケースが考えられ，コスト抑制により，公益信託の利用促進に資する

ことが考えられる。公益信託と目的信託の共通点は，受益者の定めがないという点

程度であり，効力発生要件や期間制限の有無，ガバナンスの規律など重要な部分に

ついて相違点があり，性質上大きく異なるものであって，自己信託を認めない目的

信託の規律（信託法第２５８条第１項）を，公益信託にそのまま適用しなければな

らない必然性もない。ただし，公益認定後の事後的な債権者詐害防止の観点から，

公益信託財産への財産の自由な出し入れを規制するための債権者詐害防止策，例え

ば，定期的な財産状況や公益活動内容の行政庁等への報告及び債権者への情報公開

等，債権者詐害防止策を設けるべきである。（大阪弁） 
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・ 英国の公益信託（特に募金型公益信託）は信託宣言方式が多くみられ，これを排

除する特段の理由はない。ただし，この場合委託者の不当な財産等の管理を回避す

るために，複数の受託者を設ける（英国の場合チャリティ・コミッションは３人以

上を推奨）など機関設計上の工夫が必要である。（公法協） 

・ 公益活動を行おうとする志を有する者としては，財産を有しているが自分は具体

的な実行手段を持たず，他者に委ねたいと考える者と，公益活動を行う能力を有し，

自らの財産を公益活動に活用したいと考える者の２種類が存在する。後者による公

益活動を促進すべきであり，委託者自身が公益信託を適切に実行できる能力を有し

ているのに，あえて受託者を選任することを求めるべきではない。また，濫用に対

する懸念があることに対しては，公益信託においては信託管理人が必置されること

等の適切なガバナンスによって対処すべきであって，自己信託制度の活用自体を否

定する必要はない。（東弁） 

・ 公益信託の積極的かつ柔軟な活用を図ろうとするのであれば，公益信託の設定の

ために多様な選択肢があることが望ましい。自己信託による場合，受託者による不

正行為等の可能性が相対的に高まるとしても，行政庁による認可や信託管理人によ

る監督といった新公益信託法の準備する仕組みの適切な運用によって対処されるべ

きであり，それ自体で自己信託による公益信託の設定を否定する十分な理由にはな

らない。（日弁連） 

 

２ 新公益信託法施行時に存在する既存の公益信託の取扱い 

⑴ 新公益信託法施行時に存在する既存の公益信託は，新公益信託法の適

用を受ける公益信託への移行について，行政庁による移行の認可を受け

ることを必要とするものとする（注）。 

（注）一定の要件を満たしている既存の公益信託については，届出等の簡易な移行手

続を許容するとの考え方がある。 

⑵ 新公益信託法施行時に存在する既存の公益信託について，移行の認可

を受ける前は，現行公益信託法が適用されるものとし，移行の認可を受

けた後は，新公益信託法が適用されるものとする。 

⑶ 移行の認可は，新公益信託法の施行日から一定の期間内に受けること

を必要とし，移行の認可を受けなかった信託は，上記の期間経過後に終

了するものとする。 

  

１ 本文の提案について 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁，信託協会，東京都，東弁，日弁連 

・ ２⑴について，公益法人制度改革の際は，約２万４０００の公益法人が存在し，

５年の移行期間の間に慎重な審査が行われたことからすれば，平成２９年３月時点
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で４７２件が存在するにとどまる公益信託について移行の認可を受けるとしても大

きな問題はない。もっとも，既存の公益信託が必要以上に終了とならないためにも，

また，行政庁や受託者の負担も考慮し，一定の要件を満たしているものについては，

届出等，新法で新たに成立する公益信託よりも簡易な手続きで移行の認可を受ける

ことも今後検討すべきである。２⑵について，法の適用関係が明確になることから

賛成する。２⑶について，賛成する。ただし，円滑な移行のため，移行期間につい

て比較的長く設けるということも検討すべきである。（大阪弁） 

・ ２⑴（注）の考え方に立つため，２⑴及び⑶について「認可」は必ずしも要しな

いと考えるが，それ以外の点については，簡易移行制度の導入を前提に賛成する。

（信託協会） 

・ 主務官庁制を採用する既存の公益信託と新法に基づく公益信託が併存することは

社会的な混乱を招くので，既存の公益信託については，移行の認可を受けた上で新

法に基づく公益信託として存続するようにすべきである。（東弁） 

・ ２⑴について，新公益信託法が適用される公益信託については，既存の公益信託

とは異なる認可の基準や信託管理人その他のガバナンスの仕組みが採用される見通

しであり，そうであるとすれば，新公益信託法の趣旨を実現するためには，既存の

公益信託が新たな公益信託に当然に移行する扱いとすることは適当ではない。その

ため，２⑴に賛成する。かかる認可を必要としたとしても，既存の公益信託の数は

多いとは言えず，その受託者の担い手も限られていることを踏まえると，基本的に

は実務上対応可能と推察される。２⑵について，適用基準が明確であり，法律関係

の明確化の要請に資する。また，公益法人制度改革の際の公益法人の移行措置を踏

襲する扱いとのことであり，その際に大きな混乱が生じていないとすれば，法的な

安定性の要請にも応えることができると推察される。２⑶について，一定の期間内

に移行の認可（又は，２⑴(注)の簡易な移行手続）を完了しない既存の公益信託に

ついて，受益者の定めのない信託として存続させるとすれば，複雑な制度設計を要

すると考えられるところ，存続を必要とする実務上の必要性が高いとは必ずしも想

定されないことを踏まえると，当該既存の公益信託は終了させる扱いで差し支えな

い。ただし，２⑶の提案による場合の「一定の期間」については，移行のために想

定される実務を踏まえて合理的に設定されるべきである。（日弁連） 

【反対】経団連  

・ これまで問題なく運営されてきた既存の公益信託について，移行時はもちろん，

移行後も含め，何らかの新たな負担を課すべきではなく，名称を新法下の公益信託

と異なるものとするかどうかといった問題を整理した上で，会社法の特例有限会社

の例も参考に，旧法適用の公益信託として存続させることを検討すべきである。（経

団連） 
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２ （注）について 

【賛成】経団連，信託協会，東弁，日弁連 

・ 仮に旧法適用の公益信託をなくす場合であっても，特段の手続を要することなく

新法下の公益信託とみなすか，あるいは少なくとも，届出等の簡易な移行手続を認

めるという（注）の考え方を採用すべきである。（経団連） 

・ 現在の公益信託は信託銀行により適切に運用されているものがほとんどであるこ

と及び移行手続による事務負担の増加による既存の公益信託の信託財産の減少を避

けられるという利点に鑑み，届出等の簡易な移行手続を許容する（注）の考え方を

支持する。（信託協会） 

・ 既存の公益信託は，特段の問題が指摘されていないので，移行の認可に厳重な手

続きを要することとした場合に，その事務手続上の負担によって公益信託の数や信

託財産が減少する結果を招くことは望ましくない。そこで，既存の公益信託につい

ては，簡易な手続きで新たな公益信託への移行の認可を受けることを可能とする方

策を検討すべきである。また，移行の認可を受けるために信託の変更が必要である

が，委託者が既に死亡していたようなケースの取扱いも念頭におき，既存の公益信

託を新法に基づく公益信託に移行する上で何らかの手当が必要であるか否かも検討

すべきである。（東弁） 

・ 新公益信託法が要請するような水準の内部ガバナンスの仕組みが構築できている

既存の公益信託については，行政庁による移行の認可を取得させる必要性は高くな

いと言えることから，(注)の考え方に賛成する。その場合，「一定の要件」や「簡

易な移行手続」について，実務を踏まえて検討されるべきである。（日弁連） 

【反対】東京都 

・ （注）について，既存の公益信託には中間試案において示された認可基準の一部

に適合しないものも見られる。今後の新公益信託法における公益信託の成立の認可

基準の定め方によるが，新法の適用に当たり，移行の認可は必要である。（東京都） 

【その他の意見】最高裁 

・ （注）について，内容次第では移行手続や法律関係が複雑化する可能性があると

の実務上の問題点の指摘があった。（最高裁） 
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３ 罰則 

現行公益信託法第１２条の規律を改め，罰則について所要の措置を講ず

るものとする。 

 

【賛成】大阪弁，公法協，札幌弁 

・ 現行公益信託法第１２条のうち同条第１号を削除することに賛成する。偽りの手

段を用いて行政庁の認定を受けた場合に，新たな罰則規定を設けることについて賛

成する。罰金及び過料の額については，現状を維持することにつき賛成する。改正

により受託者による公告を不要とするのであれば，現行公益信託法第１２条のうち，

同条第１号は不要である。現行公益信託法における罰則規定は同条だけであり，例

えば偽りの手段を用いて行政庁の認定を受けた場合など，同条に定める場合以外に

も，罰則を必要な場面が認められる。罰金及び過料の額については，現行公益信託

法第１２条が新設されてからまだ約１０年しか経過しておらず，その間，物価や貨

幣価値の大きな変動もないことから，現状の金額を維持することが妥当である。（大

阪弁） 

【反対】なし 

【その他の意見】東弁 

・ 趣旨には賛成するが，最終的な賛否は具体的な規律の内容次第である。現行公益

信託法第４条第２項，第６条及び第７条は廃止又は改正が検討され，主務官庁制を

廃止する方向で検討がなされていることから，第１２条の規定も改める必要がある。

その際には，公益法人認定法第６２から第６６条までの規定を参考として，偽りそ

の他不正の手段により公益信託の設立の認可を受けた受託者に対する罰則等を新設

することは妥当である。罰金及び過料の金額は，公益信託法第１２条も，公益法人

認定法の罰則規定も，平成１８年にそれぞれの規定が新設された際のものであり，

その後の物価や貨幣価値の変動は大きなものではないことからすると，現状の金額

を維持することが相当である。（東弁） 

 

４ その他 

その他所要の規定を整備するものとする。 

 

【賛成】大阪弁，札幌弁，東弁 

【反対】なし 

【その他の意見】一般社団法人流動化・証券化協議会有志，日弁連 

・ 資産流動化取引におけるＳＰＣの議決権付株式・持分等の保有ビークルとしての

利用を中心に，目的信託の活用に資する見直しを行うべきである。中間試案は，主

に公益法人制度との整合性の観点から公益信託の見直しを議論するものであるとこ
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ろ，これは目的信託の導入の主な理由とされた信託制度と法人制度間の平仄確保と

共通する面がある。公益法人の制度と同時に整備された一般社団法人の制度が，公

益法人になろうとして公益性の認定が受けられなかった場合の受け皿に留まらず，

構成員への剰余金等の分配を目的としない事業を遂行する器や倒産隔離されるべき

法人の株主等たる器として一般に広く活用されていることに鑑みれば，目的信託も，

公益信託としての不認可処分を受けた場合の受け皿にとどまらず，公益以外の様々

な目的（事業）を遂行するための器として活用できるような制度として整備される

べきである。また，かかる公益信託の見直しにおいては，関係者の権限等や公益信

託への移行等に関して目的信託の制度と対比した議論がされていることに鑑みて，

制度間のバランス等も踏まえて目的信託の活用に資する見直しを行うべきである。

具体的には，⑴信託法２６０条１項を改正して，契約により設定される目的信託に

関し，①当該契約において信託管理人の指定を可能とし，かつ，②そのような指摘

がなされた場合には当該契約の定めにより委託者の監督権限を排除することを可能

とすべきであり，⑵信託法２５９条を改正して，目的信託の存続期間制限を撤廃し，

又は存続期間を長期化すべきである。また，上記⑴及び⑵について，一律に規制緩

和するのではなく，資産流動化取引におけるＳＰＣの議決権付株式・持分等の保有

ビークルとして目的信託を活用する場合と，財産価値のある株式の財産隠匿等濫用

目的の目的信託とを区別する必要があるのであれば，例えば，目的信託の信託対象

財産の価額が一定額以下の場合に限り，目的信託に適用されている現行の厳格な各

規制を緩和することが考えられる。（一般社団法人流動化・証券化協議会有志） 

・ 目的信託の活性化のための方策を講じるべきである。目的信託は，公益目的とま

では言えない非営利活動への民間資金の導入等のために有用であるとして，現行信

託法の制定に伴い立法化されるに至ったものであるが，実務における利用実績は乏

しい状況にある。今般，公益信託法の見直しに伴い，同様に受益者の定めのない信

託である公益信託について，多くの貴重な議論が交わされ，その適切な運用や活性

化に向けた仕組みが検討されている。そうした公益信託の仕組みには，性質上，目

的信託にも妥当するものがあると考えられる。そこで，立法目的に照らし，目的信

託の制度をより使い易いものとしてその活性化を図るために，今般検討されている

公益信託の仕組みを参考にして，目的信託の規律の見直しが検討されるべきである。

具体的には，例えば，第１に，信託法附則第３項の受託者の要件を公益信託と同水

準に緩和することが考えられる。第２に，契約によってされた目的信託では，受託

者に対する監督権限を（受益者ではなく）委託者が有するとされているところ（信

託法第２６０条第１項），公益信託と同様に，契約によってされた目的信託について

も信託管理人の設置を義務付けた上で，信託管理人が受託者を監督する仕組みとす

ることが考えられる。（日弁連） 
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・ 限定責任信託の規律が公益信託にも適用されることを明確にすべきである。公益

信託の受託者の要件について拡大して公益信託の積極的かつ柔軟な活用を図る場合

には，その担い手を確保する観点から，公益信託の受託者が信託に関して負担する

債務を信託財産に属する財産に限定する限定責任信託の規律が適用（又は準用）さ

れるよう必要な手当てを講じるべきである。公益信託の受託者の要件を拡大したと

しても，受託者が固有財産に属する財産を引当てとする責任を負担し得るとすれば，

その担い手となろうとする者（自然人の場合には，尚更である）を萎縮させること

になり，公益信託の積極的かつ柔軟な活用を図るという立法趣旨を阻害する恐れが

あるため，限定責任信託の規律を適用（又は準用）する必要性は高いと考えられる。 

信託法上，自己信託によって限定責任信託を設定することも可能と一般に解され

ているところ（信託法第２１６条第１項，第２５８条第１項の比較），自己信託によ

る公益信託の設定を認める場合には，自己信託によって設定された公益信託につい

ても限定責任信託の規律が適用されることを明確化すべきである。 

信託法上，目的信託についても限定責任信託とすることができると一般に解され

ているものの，限定責任信託に関する信託法の規定中には，限定責任信託は受益者

が存在することを前提としているような規定（例えば，信託法第２２６条）があり，

解釈上の疑義がないとは言えない。そこで，目的信託についても限定責任信託の規

律が適用されることを明確にすることが望ましい。（日弁連） 

 

以上 

  



 

90 

（別添）意見提出団体とその略称対比表 

 

（略称の五十音順，敬称略） 

団体名 略称 

大阪弁護士会 大阪弁 

一般社団法人日本経済団体連合会 経団連 

公益財団法人公益法人協会 公法協 

最高裁判所 最高裁 

札幌弁護士会 札幌弁 

一般社団法人信託協会 信託協会 

東京都 東京都 

東京弁護士会 東弁 

日本弁護士連合会 日弁連 

日本司法書士会連合会 日司連 

日本労働組合総連合会 連合 

 


